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罹災証明書に係る調査と交付について

１ 調査の概要

(1) 家屋被害調査は７月２０日（木）から、被害認定調査（床上浸水と判

定された家屋（住家に限る）を対象）は８月８日（火）から開始し、８

月末までに概ね調査を終了した。

(2) 調査状況（８月３１日（木）時点）

被害の内訳
被害あり

床上浸水 床下浸水

7,198件 4,457件 2,741件

２ 罹災証明書の交付状況

調査を終えた方から、８月７日（月）以降、順次、罹災証明書を交付

しており、９月上旬の交付完了を目指し、鋭意取り組んできたところで

あり、居住者について、住民基本台帳で確認がとれない方や固定資産課

税台帳での被災物件の照合に時間を要している事例を除き、概ね交付す

ることができた。

なお、現在も１日数十件受け付けている新規申請分も含め、照合に時

間を要している事案については、申請者への個別連絡などにより速やか

な交付に努める。

・申請件数 7,930件（９月１８日（月）時点）

被害の内訳
交付件数

床上浸水 床下浸水 土砂崩れ等

7,123件 4,288件 2,809件 26件

（うち自己判定方式

606件）

３ 罹災証明申請に係る検証

今後、以下の点について検証を行う。

(1) 申請書様式の見直し（申請者と罹災建物との関係（所有者、借家人、

居住者）がわかる確認欄等）

(2) 自己判定方式の周知（申請書に希望欄を追加、広報、新聞等）

(3) オンライン申請（来庁せずに申請できる環境づくり）
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第２期秋田市まち・ひと・しごと創生総合戦略の進捗状況等について

１ 第２期秋田市まち・ひと・しごと創生総合戦略の進捗状況（資料１）

(1) 第２期秋田市まち・ひと・しごと創生総合戦略の効果検証

第２期秋田市まち・ひと・しごと創生総合戦略（計画期間：令和３年度から

令和７年度までの５か年）の効果、検証を行うもの。

評価基準は、Ｓ（令和７年度目標の水準を上回っている）、Ａ（策定時を上

回っている）、Ｂ（策定時から横ばい）、Ｃ（策定時を下回っている）とした。

(2) 第２期総合戦略に係る指標の進捗状況（令和４年度末）

(3) 策定時を下回っている指標（Ｃ評価）：10指標
Ｃ評価は10指標であるが、そのうち６指標で新型コロナウイルス感染症の影

響が緩和されたこと等により、昨年度より数値が改善している。
今後、計画期間内での目標達成に向け各施策を推進する。

① 6 31.3% 30.2% 30.8% 50% ※

10 4.3% 4.4% 4.1% 4.7% ※

13 88事業者 76事業者 86事業者 100事業者

19 7,456,537人 2,925,467人 4,827,710人 7,456,537人

20 229,072人 61,820人 107,131人 229,072人 ※

23 77.6 71.3 80.3 69.8 ※

24 2,748人 2,650人 2,603人 2,748人 ※

25 960人 874人 871人 1,000人 ※

32 7,245,554人 6,008,285人 6,155,821人 7,500,000人 ※

33 7,431人 1,285人 3,216人 7,431人

：R3「A評価」→R4「C評価」
※ ：目標に向けた課題あり
○ ：総合戦略独自指標

ボランティア活動を行っている65歳以上の人数④

⑤
年間バス利用者数

自主防災組織などによる防災訓練参加者数

がんの75歳未満の年齢調整死亡率（人口10万対）

秋田市シルバー人材センターの会員数

市の審議会、委員会などへの女性参画率

観光客入込数

開業率（新規設立法人数／法人数）

市の補助事業を活用して先端技術を導入した商工業・サービス業者数

②

③
文化施設の観覧者数

No.
基本
目標

R7年度
目標

R4年度
実績

R元年度
実績(策定時)

指標名
R3年度
実績

策定時 実績 目標 前年度 前年度 前年度 前年度 前年度

基本目標①
合計特殊出生率

1.26 1.24 1.63 Ｃ 5 3 1 1 1 0 0 1 3 0 0

基本目標②
市の施策による就業
機会確保数（人）

2,452 4,121 5,170 Ａ 7 2 1 3 5 0 0 2 1 0 0

基本目標③
市外への転出超過の
改善（人）

-411 -10 -205 Ｓ 6 0 1 3 1 0 0 2 3 1 1

基本目標④
要介護認定を受けて
いない高齢者の割合
（％）

85.2 85.1 85.4 Ｃ 7 1 1 3 4 0 0 3 2 0 0

基本目標⑤
本市に住み続けたい
人の割合（％）

74.4 － 80.0 － 5 1 1 2 2 0 0 2 2 0 0

30
7

(23.3%)

5
(16.7%)

12
(40.0%)

13
(43.3%)

0
(0.0%)

0
(0.0%)

10
(33.4%)

11
(36.7%)

1
(3.3%)

1
(3.3%)

－
対象外※

※対象外「－」は、実績把握不可のため対象外

合計

数値目標
策定時
比較
評価

指標数

評価別

Ｓ
目標水準上回る

Ａ
策定時上回る

Ｂ
横ばい

Ｃ
策定時下回る

総 務 委 員 会 資 料
令和５年９月２０日
人口減少・移住定住対策課
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(4) 計画期間における目標達成に向けた課題があるもの

計画期間中（令和３～７年度）における目標達成について、10指標で課題が

あると整理しており、今後、計画期間内での目標達成に向け各施策を推進する。

(5) 施策の推進に当たり活用しているデジタル技術等について
施策の推進に当たり、25指標でデジタル技術を活用しており、利用者の利便

性の向上や、事務の効率化などが図られた。今後も、施策の推進に向けたデジ

タルの活用について検討していく。

【基本目標】

①若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる

②魅力的で安定したしごとの場をつくる

③多様なつながりを築き、秋田市への新しいひとの流れをつくる

④高齢者が健康でいきいきと暮らせるまちづくりを進める

⑤持続可能な魅力ある地域をつくり、安全安心なくらしを守る

内訳 件数

届出等の電子申請、電子メールによる受付等 13

情報発信手段の多様化 8

面談、講座等のオンライン化 2

その他（ＡＩ入所選考、キャッシュレス決済） 2

デジタル化と馴染まない業務 5

25

デジタル技術
の活用の有無

件数

有

5無

基本
目標

No.
R元年度

実績(策定時)

R3年度
実績

R4年度
実績

策定時

比較評価

R7年度
目標

6 31.3% 30.2% 30.8% C 50%

9 23.6% 26.7% 24.9% A 33.3%

10 4.3% 4.4% 4.1% C 4.7%

18 6,915件 27,329件 14,411件 A 24,000件

20 229,072人 61,820人 107,131人 C 229,072人

3,402人 1,958人 3,518人 4,000人

1,549人 2,097人 2,283人 5,000人

1,040人 700人 650人 2,000人

23 77.6 71.3 80.3 C 69.8

24 2,748人 2,650人 2,603人 C 2,748人

25 960人 874人 871人 C 1,000人

⑤ 32 7,245,554人 6,008,285人 6,155,821人 C 7,500,000人

：R3「順調に進捗」→R4「目標達成に向けた課題あり」
○ ：総合戦略独自指標

④

がんの75歳未満の年齢調整死亡率（人口10万対）

ボランティア活動を行っている65歳以上の人数

秋田市シルバー人材センターの会員数

年間バス利用者数

A

指標名

① 市の審議会、委員会などへの女性参画率

②
市内大学卒業者の市内就職率

開業率（新規設立法人／法人数）

③

秋田市ふるさと応援寄附金件数

文化施設の観覧者数

21

ホームスタジアム（アリーナ）での平均観客動員数
※ＮＨ:「秋田ノーザンハピネッツ」

  ＢＢ:「ブラウブリッツ秋田」

　ＮＢ:「秋田ノーザンブレッツラグビーフットボールクラブ」
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２ 地方創生関係交付金および地方創生応援税制活用事業の進捗状況（資料２）

(1) 地方創生関係交付金活用事業（令和４年度末時点）

ア 創業支援拠点整備事業（令和元年度～令和５年度）および

イ ビジネススタートアップ支援事業（令和２年度～令和４年度）

新型コロナウイルス感染症の影響による行動制限が緩和されたことにより、

対面での相談件数など、一部指標で目標を達成したものの、イベント等の参

加控えが続いており、指標の多くが目標未達成となった。

ウ 【新規】東北六市連携による伝統的夏祭りを活用した交流人口拡大プロ

ジェクト（令和４年度～令和６年度）

新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、規模を縮小しながらの開催

となったことから、各まつりで入込数や宿泊者数が目標未達成となった。

エ 【新規】「秋田の元気は港から！」みなと賑わい創出プロジェクト

（令和４年度～令和６年度）

新型コロナウイルス感染症の影響による行動制限が緩和されたことやクル

ーズ船の寄港受け入れが再開されたこと等により、すべての指標で目標を達

成した。

指標 指標値

ア

創業支援拠点整備事業
（チャレンジオフィスあきた）

※令和元年度～令和５年度

①開業率
②施設における創業件数
③施設における創業相談件数

令和４年度増加分
①0.2％
②１件
③10件

令和４年度増加分
①-0.3%
②５件（達成）

③17件（達成）

イ

ビジネススタートアップ支援事業

※令和２年度～令和４年度
（計画期間終了）

①開業率
②創業支援拠点施設における
創業件数
③創業支援拠点施設における
創業相談件数
④各フェーズにおけるイベン
トやセミナー等への参加者数

令和４年度増加分
①0.30%
②10件
③50件
④3,305人
【増加分累計】
①0.60%
②24件
③140件
④7,390人

令和４年度増加分
①-0.3%
②5件
③17件
④-244人
【増加分累計】
①-0.06％
②19件
③89件
④703人

ウ

【新規】
東北六市連携による伝統的夏祭りを
活用した交流人口拡大プロジェクト

※令和４年度～令和６年度

①東北の県庁所在地六市（青
森市、盛岡市、仙台市、秋田
市、山形市、福島市）延べ宿
泊者数（2022年は2017～2019
年の平均値を目標にし、その
後毎年各市50,000人泊増）
②夏祭り（青森ねぶた祭、盛
岡さんさ踊り、仙台七夕まつ
り、秋田竿燈まつり、山形花
笠まつり、福島わらじまつ
り）入込数（2022年は2017～
2019年の平均値を目標にし、
その後毎年各市30,000人増）
③観光物産プロモーション実
施回数
④スタンプラリー参加者数

令和４年度増加分
①4,200,000人
②8,790,000人
③2.00回
④1,000人

令和４年度増加分
①2,291,000人
②4,112,000人
③2.00回（達成）

④2,279人（達成）

エ

【新規】
「秋田の元気は港から！」みなと賑
わい創出プロジェクト

※令和４年度～令和６年度

①道の駅あきた港入込客数
②道の駅おが入込客数
③フェリー旅客数

令和４年度増加分
①60,000人
②20,000人
③ 3,100人

令和４年度増加分
①146,306人（達成）

②115,408人（達成）

③ 11,476人（達成）

交付対象事業
重要業績評価指標（ＫＰＩ） 実績値

（R4年度末）
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(2) 地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）活用事業（令和４年度末時点）

ア 寄附件数

２件

イ 活用事業

① まちへの誇りと愛着醸成事業

② 買物タクシー事業

ウ 関連する総合戦略の基本目標

① 多様なつながりを築き、秋田市への新しいひとの流れをつくる

② 持続可能な魅力ある地域をつくり、安全安心なくらしを守る

エ 事業の検証

① 「まちへの誇りと愛着醸成月間」を制定し、期間中にはインスタグラ

ム写真展を開催し、期間中にフォロワー数が670人増加したことから一定

の効果があった。

また中学生から本市の魅力や良いところを表現した「ブランドメッセ

ージ」を募集したほか、石井露月顕彰全国俳句大会と連携し、地域への

誇りや愛着の醸成につながる作品を募集、表彰した。

② 公共交通の利用が不便な地区（新藤田および手形字中台）を対象とし

て、タクシー事業者やスーパーと提携し、「買物タクシー」の本格運行

を開始し、令和４年６月から令和５年３月までの期間で延べ７３４人が

利用した。

また、実証運行を実施した楢山地区での利用者アンケートでは、買物

タクシーは便利であるという回答が８割以上であり、買物タクシーは住

民の移動手段の選択肢になりうるという、本格運行の実施に向けた検証

結果を得た。

３ 検証委員会での主な意見

・サービスを利用する際に、利用者が電話で申し込みをする場合があるが、シス

テム等で予約できるようにするなど、デジタル技術を取り入れながら利用者の

利便性向上に努めてほしい。

・ホームスタジアム（アリーナ）での観客動員数を増やすため、トップチームに

任せるだけではなく、市でも積極的に誘客に取り組んでほしい。

・ＤＸの導入等による事務の効率化を図り、育児期の男女の長時間労働等を是正

するほか、フレックスタイム制や在宅ワークの促進など、子どもがいても負担

にならない働き方の促進に取り組んでほしい。

・ふるさと納税の寄附件数や金額を増やすため、千秋公園のハスの花など、様々

な市の魅力を発信してほしい。

・大雨被害を契機とした地域防災意識の高まりも感じられることから、自主防災

組織を増やす取組に力を入れるとともに、被害を受けた空き家への対応にも留

意してほしい。
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【資料１】

基本目標①　若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる

No.
R1実績
(策定時)

R3実績 R4実績 R7目標 実績推移
策定時
比較評価

1 1.26
1.23

(R2実績)
1.24

(R3実績)
1.63 C

令和４年度の進捗状況

概要説明 現状分析 課題と対応等
施策の推進に当たり

活用しているデジタル技術等

2

ア　支え
あいによ
る子ども・
子育て家
庭への支
援

ネウボラ
での妊
婦初回
面接率

62.1％ 60.3％ 66.5% 77.7％ A

第１子保育料無償化事
業
すこやか子育て支援事
業
子ども福祉医療費給付
事業
妊娠期からの相談支援
事業（秋田市版ネウボ
ラ）
産前・産後サポート事
業
不妊治療費助成事業

　母子保健コーディネーター等が妊婦と面
接し、必要なサービスの紹介や相談支援を
行った。
　産婦人科医療機関への周知や転入者等の
ネウボラ面接未実施者に対する電話勧奨を
継続するなど､初回面接率の向上に努めた。

順調に進捗
している

　全ての妊産婦が妊娠期から必要
な支援を受けられるよう、引き続
き制度の周知に努める。

【有・無】

【デジタル化等の内容】
　妊娠届の電子申請を実施している。

【成果や課題と対応等】
　電子申請により一定の利便性が図られてい
ると考えるが、利用実績が少ない現状。
　国では、妊娠・出産に係る手続きを、郵送
やオンラインで行うことを推進するための課
題検証を行っていることから、本市において
も国の動向を注視しながら、デジタル技術の
活用について検討していく。

子
ど
も
未
来
部

3

イ　安心し
て子育て
できる環
境の整備

年度末
における
保育所
等の待
機児童
数

60人 24人 13人 16人 S

ワーク・ライフ・バラ
ンス推進事業
奨学金返還助成事業
（保育士・保育教諭）
保育士人材確保推進事
業
児童館等整備事業
放課後児童健全育成事
業
放課後子ども教室推進
事業
教育・保育の提供体制
の確保

　申請者に教育・保育施設の空き情報を提
供したほか、希望に沿った施設を案内する
など待機児童の解消に努めた。

順調に進捗
している

　引き続き対応を継続し、更なる
待機児童の解消に努める。

【有・無】
　
【デジタル化等の内容】
　ＡＩ入所選考

【成果や課題と対応等】
　入所選考時間の短縮に伴い、待機中の申請
者に対し、他施設の案内や施設との調整を手
厚く行えるようになった。

子
ど
も
未
来
部

実績推移
総合戦略に位置付けた

主な取組

計画期間（令和３～７年度）全体の進捗状況
担当
部局

第２期秋田市まち・ひと・しごと創生総合戦略に係る指標の進捗状況（令和４年度末）※計画期間(R3～R7)

数値目標 備考

合計特殊出生率 Ｒ４実績は今後データ集計により数値を把握する見込み

R7目標No. 施策 ＫＰＩ
R1実績
(策定時)

R3実績 R4実績
策定時
比較評価

62.1%

63.2%

60.3%
66.5%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

60人

27人
24人

13人

0人

10人

20人

30人

40人

50人

60人

70人

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

1.26 
1.23 1.24

1.00

1.10

1.20

1.30

1.40

1.50

1.60

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

☆

☆
目標

（77.7%）

☆目標

（16人）

目標

（1.63）

【策定時比較評価 凡例】 ※策定時を基準として、各施策の進捗を以下のとおり整理する

Ｓ：令和７年度目標の水準を上回っている Ａ：策定時を上回っている

Ｂ：策定時から横ばい Ｃ：策定時を下回っている

－：実績把握不可のため評価対象外
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令和４年度の進捗状況

概要説明 現状分析 課題と対応等
施策の推進に当たり

活用しているデジタル技術等

4
ウ　若い
世代の希
望の実現

あきた結
婚支援
センター
登録会
員におけ
る婚姻
数（秋田
市民）

58人 46人 59人 58人 S

結婚新生活支援事業
ふたりの出会い応援事
業
あきた結婚支援セン
ター運営経費負担金
若者自立支援事業

　令和２年度からは新型コロナウイルス感
染症による社会経済活動の停滞が影響し、
入会者数が伸び悩んでいたが、令和４年度
は感染症の影響も薄れ、令和２年１月から
開始したAIマッチングシステムや本市が
行っている会員登録料の全額補助などによ
る入会者数の増加が婚姻数増加に繋がった
と考えられる。
　また令和４年度は、あきた結婚支援セン
ター会員登録料補助制度について、チラシ
やＨＰのほか、商業施設等にＰＲカードの
設置を依頼するなど制度の周知に力を入
れ、会員登録者数および婚姻数の増加に努
めた。
　令和３年度と比較した入会者数は41人増
加（Ｒ３年度：196人→Ｒ４年度：237
人）、婚姻数は13人増加（Ｒ３年度：46人
→Ｒ４年度：59人）した。

順調に進捗
している

　令和４年度のあきた結婚支援セ
ンター会員登録料補助金の交付数
は135人であり、令和３年度（112
人）と比較し23人増加しているこ
とから、補助制度の拡充とその周
知について効果がみられる。
　今後新型コロナウイルス感染症
の影響がなくなり、マッチング機
会が増加することで、さらに婚姻
数も増加すると考えられることか
ら、令和４年度から開催している
「あきた婚活カレッジ」を令和５
年度も継続実施し、センターへの
会員登録を促すとともに、セン
ターや補助制度の効果的な周知に
努める。

【有・無】
　
【デジタル化等の内容】
　あきた結婚支援センターの会員登録料補助
金の電子申請を実施している。

【成果や課題と対応等】
　センター入会日当日でも補助金の申請を行
うことができ、市役所に赴かなくても手続き
が完了するため一定の利便性は図られている
と考える。今後も引き続き電子での申請勧奨
を行っていく。

子
ど
も
未
来
部

5
エ　家族・
地域の絆
づくり

絆が大
切だと思
う人の割
合

70.3％ 100％ 94.4％ 90％ S
家族・地域の絆づくり
推進事業
かぞくぶっくぱっく事
業

　市内小学校での絆の学習や町内会等への
絆の出張講座を実施するとともに、絆の映
画上映会や絆のしおりの配布、広報紙など
の媒体を活用し、意識啓発を図った。

順調に進捗
している

　令和４年度のアンケートから、
絆を大切にする意識の醸成が図ら
れている。
　引き続き、市内小学校での絆の
学習や出張講座等の事業を通じ
て、意識啓発を図っていく。

【有・無】

【デジタル化等の内】
　絆の出張講座や映画上映会の申込をメール
でも対応している。

【成果や課題と対応等】
　申込受付の利便性の向上が図られるている
ものの、申請者は高齢者の場合が多く、窓口
や郵送での対応も多いのが現状である。

市
民
生
活
部

　課題として、必要とする専門分
野に女性が少ないことや、関係団
体や団体の充て職に女性がいない
ことなどがある。
　対応として、男女共生推進会議
委員や企業・団体に対して、専門
分野における知識・経験のある女
性の推薦について直接働きかけ、
女性人材リストの充実を図るとと
もに、庁内での活用を積極的に呼
びかける。
　併せて、人材育成セミナー等の
取組を継続し、あらゆる分野にお
ける女性の登用拡大と人材育成を
図る。
　また、令和５年度からは、新た
に、審議会等における女性参画率
の向上のための取組方針を掲げ、
部局ごとに参画率の目標値を設定
し、達成状況を全庁で共有するほ
か、４月１日現在の参画率が30％
未満の審議会を所管する課所室に
おいて「審議会等における女性委
員登用計画」を作成することとし
ており、審議会に参画する女性の
増加に向け、全庁を挙げて取り組
んでいく。

【有・無】

【無の理由等】
　審議会の女性参画率向上に向けては、庁内
への働きかけのため馴染まない。

【課題と対応等】
　なし(デジタル化に馴染まない事業のため)
　※人材育成セミナーやワークショップにつ
　　いては、委託事業者において、参加者の
　　募集でＷＥＢフォームを活用しており、
　　市民の利便性は図られている。

市
民
生
活
部

50％ C 男女共生推進事業
女性活躍推進事業

　女性人材リスト登録者の増加を図り、医
療や建築など登録分野の少ない女性人材の
掘り起こしを行い、６名の新規登録につな
げた。
　また、審議会を所管する課所室に対し、
改選期にあわせて委員構成の見直しを検討
するよう依頼するとともに、女性が１人も
いない審議会に対して、直接課所室に働き
かけを行うなど、女性委員登用の推進を
図った。
　加えて、女性人材育成セミナーや、女性
が少ない職業分野の職場見学ワークショッ
プを開催するなど、女性が参画する機会の
拡充に向けての啓発に努めた。 目標達成に

向けた課題
あり

6
オ　男女
共生社会
の確立

市の審
議会、委
員会など
への女
性参画
率

31.3％ 30.2％ 30.8%

R4実績 R7目標 実績推移
策定時
比較評価

総合戦略に位置付けた
主な取組

計画期間（令和３～７年度）全体の進捗状況
担当
部局No. 施策 ＫＰＩ

R1実績
(策定時)

R3実績

58人

32人

46人
59人

0人

20人

40人

60人

80人

100人

120人

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

70.3%

96.1%
100.0%

94.4%

0.0%
10.0%
20.0%
30.0%
40.0%
50.0%
60.0%
70.0%
80.0%
90.0%

100.0%

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

31.3% 31.7%
30.2% 30.8%

0.0%
5.0%

10.0%
15.0%
20.0%
25.0%
30.0%
35.0%
40.0%
45.0%
50.0%

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

☆

☆
目標

（90%）

☆ 目標

（50%）

目標

（58人）
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基本目標②　魅力的で安定したしごとの場をつくる

No.
R1実績
(策定時)

R3実績 R4実績 R7目標 実績推移
策定時
比較評価

7 2,452人
(H28～R1)

3,355人
（H28～R3)

4,121人
（H28～R4)

5,170人
(H28～R7) A

令和４年度の進捗状況

概要説明 現状分析 課題と対応等
施策の推進に当たり

活用しているデジタル技術等

8

ア　正規
雇用拡大
等による
雇用の質
の向上

アンダー
４０正社
員化促
進事業
における
正規雇
用転換
者数の
累計

1,222人
(H28～R1)

1,621人
(H28～R3)

1,804人
(H28～R4)

2,000人
(H28～R7) A

アンダー４０正社員化促
進事業
新型コロナウイルス感染
症対策離職者採用支援事
業
新型コロナウイルス感染
症対策離職者資格取得助
成事業
なでしこ秋田・働く女性
応援事業
若年者就業支援事業
中小企業採用・人材育成
支援事業

　企業や商工団体への事業ＰＲやハロー
ワーク秋田との連携により、事業主に対す
る働きかけを行い、令和４年度の正規雇用
転換者数は183人となり、７年間の累計では
1,804人となった。

順調に進捗
している

　人口減少対策として若者の安定
した雇用の拡大が必要であり、非
正規雇用者の正規転換を促進して
いく必要がある。
　こうした中、令和３、４年度は
コロナの影響により、正規雇用を
見送る業種があったものの、アフ
ターコロナを見据えてサービス業
などでは、求人が回復傾向にある
ことから、今後も非正規雇用者の
正規雇用転換への働きかけに努め
ていく。

【有・無】

【デジタル化等の内容】
　メールでのファイルデータの提出によるオ
ンライン申請を受付している。
　また、提出書類に不備等がある場合も、
メールでの再提出にて対応している。

【課題と対応等】
　オンライン申請により、企業担当者の事務
軽減につながっている。

産
業
振
興
部

9

ア　正規
雇用拡大
等による
雇用の質
の向上

市内大
学卒業
者の市
内就職
率

23.6％
(R2.3月卒)

26.7％
(R4.3月卒)

24.9％
(R5.3月卒)

33.3％
(R8.3月卒) A

アンダー４０正社員化促
進事業
新型コロナウイルス感染
症対策離職者採用支援事
業
新型コロナウイルス感染
症対策離職者資格取得助
成事業
なでしこ秋田・働く女性
応援事業
若年者就業支援事業
中小企業採用・人材育成
支援事業

　市内大学のキャリアセンター訪問活動や
市内企業の採用情報を掲載した就活ガイド
ブックの発行、大学生等に対して市内企業
の魅力を発信する機会を創出する市内企業
研究会の開催、37社に対して中小企業採
用・人材育成支援事業補助金の交付等を行
うことにより、市内大学卒業者の市内企業
への就職促進を図った。 目標達成に

向けた課題
あり

　策定時から令和４年度末までに
1.3ポイントの改善は見られるも
のの、さらに市内大学への就職情
報の周知、市内企業の求人情報の
充実などを図っていく必要があ
る。
　このため、今後も秋田労働局や
県、秋田商工会議所などと連携を
深めながら、市内企業研究会の開
催や就活ガイドブックの発行など
の事業を通じ、市内企業の魅力発
信に取組んでいく。

【有・無】

【デジタル化等の内容】
　「市内企業研究会」において、業界別企業
研究会をオンラインで開催した。
　また、就活ガイドブックのPDFデータを本市
ホームページに掲載している。

【成果や課題と対応等】
　オンライン開催の「市内企業研究会」には
78名の学生が参加した。コロナ感染防止対策
や多忙な学生のニーズにマッチしたと捉えて
いる。
　また、就活ガイドブックのWeb版により市内
企業の採用情報を学生に発信するなど、ふる
さと回帰を働きかけている。

産
業
振
興
部

目標達成に
向けた課題

あり

  新型コロナウイルス感染症や物
価高騰の影響により、収益の確保
が難しいことや、慢性的な人手不
足による従業員の確保難などが課
題となっている。
　このため、今後はさらなる開業
率の向上に向け、企業訪問等によ
るニーズ把握に努めつつ、補助制
度や融資制度などの支援策を引き
続き実施していくとともに、チャ
レンジオフィスあきたを拠点とし
て、若年層に対し起業家精神の醸
成に取り組むなど、創業支援体制
の充実を図る。
　近年、法人化せず個人事業主と
して起業する傾向があり、今後の
動きを注視していくこととする。

【有・無】
　
【デジタル化等の内容】
　電子メールによる手続きのオンライン化
　セミナーのオンライン化
　創業・起業相談のオンライン化

【成果や課題と対応等】
　手続きや相談等のオンライン化により申請
者の利便性を向上し、ニーズに合わせて柔軟
な対応を行うことができた。また、Ａターン
を希望する創業予定者など、直接の面談が難
しい場合にも対応することができた。

産
業
振
興
部

10

イ　地域
の強みを
いかした
産業の育
成・創出

開業率
（新規設
立法人
数／法
人数）

4.3％
(H27～R1
平均値)

4.4％
(H29～R3
平均値)

4.1％
(H30～R4
平均値)

担当
部局R7目標 実績推移

策定時
比較評価

4.7％
(R3～R7
平均値)

C

備考

計画期間（令和３～７年度）全体の進捗状況

商工業振興奨励措置事業
中小企業金融対策事業
創業支援事業
ビジネススタートアップ
支援事業
起業家成長支援事業
事業承継支援事業
６次産業化起業・事業拡
大支援事業
農商工連携ビジネス支援
事業
農業ブランド確立事業

　令和４年度は、25人に対して創業支援補
助金を交付したほか、60人に対して創業資
金の融資あっせんを行ったものの、令和４
年度の新規設立法人数が大きく減少したこ
とにより、令和４年度末時点における過去
５年平均の開業率は、前年度末時点と比べ
0.3ポイント減少し、4.1%となった。

【参考】
各年度の開業率（新規設立法人数）の推移
　H29 4.26%(357法人/8,389法人)
　H30 4.16%(349法人/8,380法人)
　R１ 4.43%(372法人/8,399法人)
　R２ 4.57%(387法人/8,473法人)
　R３ 4.40%(376法人/8,554法人)
　R４ 2.71%(228法人/8,426法人)

創業支援補助金の交付実績(直近３年度分)
　Ｒ２採択件数14件(個人８件、法人６件)
　Ｒ３採択件数19件(個人９件、法人10件)
　Ｒ４採択件数25件(個人９件、法人16件)

創業資金の融資あっせんの実績(直近年度分)
　Ｒ２全体件数35件(個人19件、法人16件)
　Ｒ３全体件数42件(個人30件、法人12件)
　Ｒ４全体件数60件(個人48件、法人12件)

総合戦略に位置付けた
主な取組

数値目標

No. 施策 ＫＰＩ

R4実績の内訳は下記①～⑦の合計
①創業支援補助金による新規雇用者数（本人含む）　R3:25人 R4:48人
②商工条例助成金交付実績に基づく新規雇用者数　R3:91人 R4:383人
③シルバー人材センター新規入会者数　R3:101人 R4:101人
④アンダー４０正社員化促進事業助成対象者数　R3:206人 R4:183人
⑤新規就農者数（農業法人等への雇用就農含む）　R3:25人 R4:22人
⑥事業承継補助金による雇用維持数（Ｍ＆Ａ除く）　R3:7人 R4:29人
⑦R2実績（H28～R3） 2,900人又はR3実績（H28～R3） 3,355人

R1実績
(策定時)

R3実績 R4実績

市の施策による就
業機会確保数（正規
雇用転換を含む）

2,452人
2,900人

3,355人
4,121人

0人

1,000人

2,000人

3,000人

4,000人

5,000人

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

4.3%

4.6%
4.4%

4.1%

3.0%
3.2%
3.4%
3.6%
3.8%
4.0%
4.2%
4.4%
4.6%
4.8%
5.0%

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

1,222人
1,415人

1,621人
1,804人

0人
200人
400人
600人
800人

1,000人
1,200人
1,400人
1,600人
1,800人
2,000人

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

☆ 目標

（5,170人）

☆

☆

目標

（2,000人）

目標

（4.7%）

23.6% 24.4% 26.7% 24.9%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

目標

（33.3％）
☆
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令和４年度の進捗状況

概要説明 現状分析 課題と対応等
施策の推進に当たり

活用しているデジタル技術等

11

ウ　都市
と共生す
る活力あ
る農業の
実現

農業法
人数（認
定農業
者）

49経営体 63経営体 73経営体 70経営体 S

担い手育成・確保事業
新規就農支援事業
一歩先行く農業法人
フォローアップ事業
スマート農業推進事業
園芸振興センター管理
運営経費

　ほ場整備事業の実施等に伴い、農業法人
化の機運が高まる中、県やＪＡ等の関係機
関と連携しながら、設立間もない法人の経
営安定化を支援するなど、法人設立を促進
したことにより、R７年度目標を３経営体上
回った。

順調に進捗
している

　今後も、ほ場整備を契機とした
農業法人の新設が見込まれる。
　ほ場整備のエリアを基に設立さ
れた小規模経営の法人が多く、ま
た、法人内でも後継者確保が課題
となっているが、同一地域内にお
いて、法人間の協力体制等を推進
し、持続的な農業経営を支援する
必要がある。

【有・無】

【デジタル化等の内容】
　交付申請関係書類のメール受付。

【成果や課題と対応等】
　関係書類のメール申請により、事業者の利
便性が向上した。

産
業
振
興
部

12

ウ　都市
と共生す
る活力あ
る農業の
実現

新規就
農者数

75人
(H27～R1)

96人
(H29～R3)

92人
(H30～R4)

80人
(R3～R7) S

担い手育成・確保事業
新規就農支援事業
一歩先行く農業法人
フォローアップ事業
スマート農業推進事業
園芸振興センター管理
運営経費

　独立自営就農および雇用就農ともに前回
の数値と比較してわずかに減少したもの
の、県やＪＡ等の関係機関と連携しなが
ら、新規就農者の掘り起こしに努めたこと
により、計画策定時より増加している。

順調に進捗
している

　次年度以降、県および市の研修
施設を卒業する研修生がいること
から、新規就農者数は今後も増加
が見込まれる。
　関係機関と連携し、就農前後の
支援および情報共有を継続し、担
い手の育成確保を図る。

【有・無】
　
【デジタル化等の内容】
　交付申請関係書類のメール受付。

【成果や課題と対応等】
　関係書類のメール申請により、事業者の利
便性が向上した。

産
業
振
興
部

13

エ　先端
技術を活
用した生
産性向上
と事業拡
大

市の補
助事業を
活用して
先端技
術を導入
した商工
業・サー
ビス業者
数

88事業者
(H27～R1)

76事業者
(H29～R3)

86事業者
(H30～R4)

100事業者
(R3～R7) C

中小企業融資あっせん
事業
商工業振興奨励措置事
業

　令和４年度は中小製造業４事業者の設備
投資に対し、計172,300千円の新規融資を
行った。
　また、商工業振興条例に基づく奨励措置
として、２事業者が実施した小売商業施設
の新設（設備投資：545,468千円、新規雇用
75人）に対し、27,053千円を交付したほ
か、15事業者が実施した工場等の新増設
（設備投資：10,829百万円、新規雇用308
人）に対し、638,418千円を交付した。

順調に進捗
している

　コロナ禍による設備投資の縮小
傾向からの反動によって、設備投
資の需要が増加したことから、今
後も市内金融機関等と連携し、融
資を必要とする企業に適切に対応
する。
　また、立地済企業については、
事業拡大に伴う新たな設備投資を
促進して、企業の競争力強化を図
り、地域経済の活性化を進める必
要がある。
　今後も半導体関連、食品関連で
の新たな設備投資の動きがみられ
ることから、引き続き、県と連携
しながらフォローアップ訪問など
により、本市独自の優遇制度や立
地環境の優位性等のＰＲに努め設
備投資の促進を図っていく。

【有・無】

【デジタル化等の内容】
・電子メールによる手続きのオンライン化
・オンライン面談の実施

【成果や課題と対応等】
・手続きのオンライン化により申請者の利便
性が向上した。
・面談をオンラインで行うことにより、県市
一体でスピード感ある対応が可能となった。

産
業
振
興
部

14

エ　先端
技術を活
用した生
産性向上
と事業拡
大

市の補
助事業を
活用して
先端技
術を導入
した農林
漁業者
数

０事業者
(H27～R1)

18事業者
(H29～R3)

40事業者
(H30～R4)

50事業者
(R3～R7) A

スマート農業導入支援
事業
スマート農業推進事業

　延べ22事業者に対し、農薬用ドローン、
直進アシスト田植機、直進トラクター、自
動操舵システムの導入に係る経費を支援し
た。
　このうち５事業者に対し、ドローン資格
取得に係る経費を支援した。

順調に進捗
している

　制度周知を継続して行い、既
存・新設法人問わず事業活用を促
進していく。

【有・無】
　
【デジタル化等の内容】
　応募書類および交付申請関係書類のメール
受付。

【成果や課題と対応等】
　関係書類のメール申請により、事業者の利
便性が向上した。

産
業
振
興
部

No. 施策 ＫＰＩ
R1実績
(策定時)

R3実績
策定時
比較評価R4実績 R7目標 実績推移 担当

部局
総合戦略に位置付けた

主な取組

計画期間（令和３～７年度）全体の進捗状況

88

83 76

86

60

80

100

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

49 
59 

63 
73 

0

10

20

30

40

50

60

70

80

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

☆

☆
目標

（100）

目標

（70）

（経営体）

75人

76人

96人
92人

人

20人

40人

60人

80人

100人

120人

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

0 3

18

40

0

10

20

30

40

50

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

目標

（80）☆

（事業者）

目標

（50）☆
（事業者）
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基本目標③　多様なつながりを築き、秋田市への新しいひとの流れをつくる

No.
R1実績
(策定時)

R3実績 R4実績 R7目標 実績推移
策定時
比較評価

15 -411人 27人 -10人 -205人 S

令和４年度の進捗状況

概要説明 現状分析 課題と対応等
施策の推進に当たり

活用しているデジタル技術等

16

ア　シティ
プロモー
ションの
推進

秋田市
の魅力を
市外の
人におす
すめ・発
信してい
る人の
割合

29.6％          -          - 35％ －

秋田市シティプロモー
ション推進事業
シビックプライド（ま
ちへの誇りと当事者意
識）の醸成
まちへの誇りと愛着醸
成事業

　「しあわせづくり市民意識調査」は５年
ごとに実施しているため、令和４年の実績
はなし。次回調査（令和６年度実施予定）
における目標値を３５％としている。
　令和４年度末に参考値を把握するため、
市民１００人会、市職員、およびまちへの
誇りと愛着醸成パートナー企業を対象にし
たアンケートを集計している。（参考値
22.5%）

順調に進捗
している

　昨年度から「まちへの誇りと愛
着推進事業」を実施し、市内企業
および市民に対する働きかけの強
化や、企業との連携を図った事業
を推進している。
　また、首都圏における在京経済
人交流懇談会等で写真パネル展示
や市の取組を紹介するなど、本市
にゆかりのある方々に本市の魅力
を発信している。
　情報発信については、ターゲッ
トや目的を細分化し、より効果的
なプロモーションを目指してい
く。

【有・無】

【デジタル化等の内容】
　令和５年度、民放テレビ番組配信サービス
「TVer」において、GPS位置情報機能を活用し
たターゲットを絞った発信を行う。

【成果や課題と対応等】
　配信動画と関連したコンテンツを他のSNSで
も流すなど、広告とSNSとの連動を図る。

企
画
財
政
部

17 イ　移住の促進

本市へ
の移住
者数

274人 321人 364人 400人 A

移住促進事業
地域おこし協力隊活用
事業
空き家定住推進事業
多世帯同居・近居推進
事業

　子育て世帯や若者をターゲットとした本
市独自の移住費用の支援や移住相談八重洲
センターでのきめ細かな相談対応（オンラ
イン面談等含む）などのこれまでの取組に
加え、アフターコロナで対面での移住フェ
ア等が再び開催されたことで、204世帯364
人の移住を実現した。

順調に進捗
している

　対面での移住相談会や移住相談
ツアーはもちろんのこと、オンラ
インを活用した取組の継続や移住
後の定住支援などのほか、ＳＮＳ
等で地方移住の潜在的関心層へも
情報を発信することにより、さら
なる移住の促進に努めていく。

【有・無】

【デジタル化等の内容】
　移住に係る相談等をZoom等を利用して実施
しており、自宅にいながら面談を行える環境
を整備している。

【成果や課題と対応等】
　Zoon等を利用して移住相談を行うことで、
首都圏以外の移住希望者との面談機会を確保
することができた。

企
画
財
政
部

18
ウ　関係
人口の創
出・拡大

秋田市
ふるさと
応援寄
附金件
数

6,915件 27,329件 14,411件 24,000件 A 秋田市ふるさと応援寄
附金推進事業

　寄附受付ポータルサイトを２サイト追加
して計８サイトとし、返礼品事業を通じて
寄附の拡大に取り組んだ。また、生産者の
声や本市のまちづくりを掲載した「秋田市
ふるさと通信」を作成して前年度の寄附者
等に配布し、寄附の継続の呼びかけと関係
人口の創出を図った。

目標達成に
向けた課題

あり

　策定時の実績値を上回っている
ものの、令和３年度実績値からは
減少している。
　この減少は、３年度実績値の約
７割を占めていた主力返礼品と同
種の返礼品が、他の自治体でも取
り扱われ始めたことが要因である
ことから、今後、より多くの返礼
品が選ばれるよう、魅力ある返礼
品の充実を図るとともに「秋田市
ふるさと通信」の継続配布などの
情報発信に努め、本市と寄附者が
つながりを持つ機会を提供し、関
係人口の創出・拡大を図ってい
く。

【有・無】

【デジタル化等の内容】
　所得税・住民税の寄附金控除申告手続き
を、寄附者に代わり本市が代行している「ふ
るさと納税ワンストップ特例制度」につい
て、令和５年４月からオンラインによる手続
きを開始した。

【成果や課題と対応等】
　寄附者において、申請書や本人確認書類の
送付に係る負担が軽減される。

企
画
財
政
部

R4実績 R7目標 実績推移No. 施策 ＫＰＩ
R1実績
(策定時)

R3実績

数値目標 備考

策定時
比較評価

総合戦略に位置付けた
主な取組

計画期間（令和３～７年度）全体の進捗状況
担当
部局

市外への転出超過
の改善
（転入者－転出者）

・転入者数　8,785人（8,428人）
・転出者数　8,795人（8,401人）
※（　）内は前年度数値

-411人

76人
27人

-10人

-500人

-400人

-300人

-200人

-100人

0人

100人

200人

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

29.6%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

274人

240人

321人

364人

0人

50人

100人

150人

200人

250人

300人

350人

400人

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

☆目標

（-205人）

☆

☆
目標

（400人）

目標

（35％）

6,915件

21,257件

27,329件

14,411件

0件

5,000件
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20,000件

25,000件

30,000件

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

☆目標

（24,000件）
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令和４年度の進捗状況

概要説明 現状分析 課題と対応等
施策の推進に当たり

活用しているデジタル技術等

19

エ　観光
振興と
セールス・
プロモー
ションの
強化

観光客
入込数

7,456,537人 2,925,467人 4,827,710人 7,456,537人 C

秋田港大型クルーズ船
誘致等事業
観光プロモーション事
業
インバウンド誘客促進
事業
「東北絆まつり２０２
２秋田」開催経費
秋田の魅力発信素材充
実事業

　竿燈まつりをはじめとした市内のまつり
や各種イベントが、さまざまな制約の中で
はあるものの３年ぶりに開催されるなど、
徐々にではあるが市内のにぎわいも回復し
てきており、観光客入込数についても回復
傾向である。

順調に進捗
している

　令和５年５月の新型コロナウイ
ルス感染症の５類移行に伴い、こ
れまでの感染防止対策などの制約
がなくなったことで、国内外を含
めた観光需要がより高まってくる
ものと想定されており、これまで
以上に積極的なプロモーションな
どの施策を進めていく。

【有・無】

【デジタル化等の内容】
・観光資源の画像をまとめたＷＥＢサイト制
作（Ｒ４）
・ＬＩＮＥを活用した観光情報の発信（Ｒ
５）
・旅行情報サイトへの広告記事掲載（Ｒ５）

【成果や課題と対応等】
　制作したＷＥＢサイトやＬＩＮＥでの情報
発信ツールなどについて、より効果的な活用
手法を研究しながら情報の発信に努める。

観
光
文
化
ス
ポ
ー

ツ
部

3,402人
（ＮＨ）

1,958人
（ＮＨ）

3,518人
（ＮＨ）

4,000人
（ＮＨ）

1,549人
（ＢＢ）

2,097人
（ＢＢ）

2,283人
（ＢＢ）

5,000人
（ＢＢ）

1,040人
（ＮＢ）

 700人
（ＮＢ）

650人
（ＮＢ）

2,000人
（ＮＢ）

【有・無】

【デジタル化等の内容】
　これまで現金のみだった入館料等の支払い
について、令和４年８月より、電子マネーや
クレジットカード等のキャッシュレス決済を
導入した。

【成果や課題と対応等】
　一般的にキャッシュレス決済が浸透しつつ
ある中で、文化施設においても入館料の支払
い方法の幅が増えたことで利用がしやすく
なった。千秋美術館および佐竹史料館のリ
ニューアルオープンの際には混雑も予想され
ることから、キャッシュレス決済の対応もス
ムーズに行えるようにする必要がある。

観
光
文
化
ス
ポ
ー

ツ
部

C

あきた芸術劇場整備事
業
文化創造館管理運営経
費
文化創造プロジェクト
推進経費
あきた芸術劇場開館準
備経費
中心市街地にぎわい創
出事業

　各館（千秋美術館、赤れんが郷土館、民
俗芸能伝承館、旧金子家住宅、佐竹史料
館、久保田城御隅櫓、旧黒澤家住宅、秋田
城跡歴史資料館、如斯亭庭園）において、
常設展示をはじめ企画展やギャラリートー
ク等の事業を実施した。令和３年度と比較
すると、新型コロナの影響を受け減少して
いた観覧者数がやや増加し回復傾向にある
ものの、令和４年度中に千秋美術館（令和
６年６月開館予定）および佐竹史料館（令
和７年度中開館予定）が長期休館に入った
ことが影響し、令和４年度末実績は目標の
約半分の値にとどまっている。

目標達成に
向けた課題

あり

　千秋美術館および佐竹史料館の
リニューアル後の観覧者数増につ
なげるため、休止中の共通観覧券
の再開やリニューアル後の２館を
含む文化施設連携講座等の実施を
検討し、各館の連携を強化すると
ともに、市内の各施設の企画展等
の情報を一覧で掲載する「イベン
ト通信」の発行や秋田市ホーム
ページの文化施設に関連するペー
ジでの周知に努め、サービス充実
を図る必要がある。

【共通観覧券の対象施設】
千秋美術館、赤れんが郷土館、民
俗芸能伝承館、旧金子家住宅、佐
竹史料館、久保田城御隅櫓、旧黒
澤家住宅、秋田城跡歴史資料館、
如斯亭庭園

20

オ　芸術
文化の香
り高いま
ちづくりと
中心市街
地活性化

文化施
設の観
覧者数

229,072人 61,820人 107,131人 229,072人

総合戦略に位置付けた
主な取組

計画期間（令和３～７年度）全体の進捗状況
担当
部局R4実績 R7目標 実績推移

策定時
比較評価

No. 施策 ＫＰＩ
R1実績
(策定時)

R3実績

観
光
文
化
ス
ポ
ー

ツ
部

　秋田ノーザンハピネッツについ
ては、令和８年度の新Ｂ１リーグ
参入条件でもある観客動員4,000
人達成に向け、順調に推移してい
る。
　ブラウブリッツ秋田は、Ｊ２昇
格後、観客動員数は増加傾向にあ
るが、目標値である5,000人を達
成するには、チームのさらなる集
客強化が必要である。
　秋田ノーザンブレッツは、国内
最高峰リーグの「リーグワン」参
入を目指し、財政面の強化を図っ
ているが、観客動員数の増加には
直結していない現状である。
　観客動員数の増加には、地元
ファンの拡大のほか、多くの集客
が期待できる近県自治体との連携
が必要であり、市としても各チー
ムと協議しながら、新たにＳＮＳ
を活用した連携等を模索するな
ど、集客に向けた近県自治体との
連携強化を図っていく。

　チームへの活動支援補助およびバナー等
の掲出やアウェー会場でのＰＲ活動などの
これまでの取組に加え、庁内放送や当部職
員のユニホーム着用によるホームゲームの
周知、また近県自治体にチームチラシを配
布し、一層の応援機運の醸成と本市のイ
メージアップに努めた。
　昨年度までの新型コロナウイルス感染症
による入場制限の影響を大きく受けていた
秋田ノーザンハピネッツ、またＪ２昇格２
年目で安定した成績を残したブラウブリッ
ツ秋田については、観客動員数が増加した
が、秋田ノーザンブレッツはリーグでの成
績が振るわなかったことも影響し、観客動
員数は減少した。

【有・無】

【デジタル化等の内容】
　令和４年度からＳＮＳ(当課インスタグラ
ム）を活用したホームゲーム等の周知を行っ
ている。

【成果や課題と対応等】
　各チームそれぞれがインスタグラム等のＳ
ＮＳを活用した情報発信を行っているため、
各チームと連携し、より効果的な情報発信手
段を検討していく。目標達成に

向けた課題
あり

A スポーツホームタウン
推進事業

ホームス
タジアム
（アリー
ナ）での
平均観
客動員
数

21
カ　トップ
スポーツ
への支援

7,456,537人

3,111,730人 2,925,467人

4,827,710人

人

1,000,000人

2,000,000人

3,000,000人

4,000,000人

5,000,000人

6,000,000人

7,000,000人

8,000,000人

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

3,402 

1,660 
1,958 

3518

1,549 

1,221 

2,097 
2283

1,040 
0 

700 650

0
500

1,000
1,500
2,000

2,500
3,000
3,500
4,000
4,500
5,000

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

ＮＨ

ＢＢ

ＮＢ

☆目標

（7,456,537人）

☆

☆

目標

（5,000（ＢＢ））

目標

（2,000（ＮＢ））

（人）

229,072人

57,940人
61,820人

107,131人

50,000人
70,000人
90,000人

110,000人
130,000人
150,000人
170,000人
190,000人
210,000人
230,000人
250,000人

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

☆目標

（229,072人）

目標

（4,000（ＮＨ））
☆
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基本目標④　高齢者が健康でいきいきと暮らせるまちづくりを進める

No.
R1実績
(策定時)

R3実績 R4実績 R7目標 実績推移
策定時
比較評価

22 85.2％ 85.1％ 85.1％ 85.4％ C

令和４年度の進捗状況

概要説明 現状分析 課題と対応等
施策の推進に当たり

活用しているデジタル技術等

24

イ　高齢
者の多様
な能力の
活用

ボラン
ティア活
動を行っ
ている65
歳以上
の人数

2,748人 2,650人 2,603人 2,748人 C

エイジフレンドリーシ
ティ推進事業
エイジフレンドリーシ
ティ普及啓発事業
介護支援ボランティア
制度運営経費
高年齢者就業機会確保
事業費補助金

　関係団体との連携により各種ボランティ
ア活動を支援した。新型コロナウイルス感
染症の影響もあり、ボランティア活動が制
限され、登録者数が落ち込んでいる。

（内訳）
介護支援ボランティア登録者　380人
ファミリーサポートセンター登録者161人
子育てボランティア登録者　42人
ボランティアセンター登録者　2,020人

目標達成に
向けた課題

あり

　引き続き関係団体と連携し、受
け入れ機関の拡充を図るなど、ボ
ランティア活動を促進する.

【有・無】

【無の理由等】
　ホームページを活用した事業周知は行って
いるが、利用者の登録事務については委託事
業者が行っており、システム構築等の課題が
あるため。

【課題と対応等】
　現時点ではデジタル化は困難。

福
祉
保
健
部

ＫＰＩ
R1実績
(策定時)

実績推移

100－B/A×100
A　第１号被保険者数　97,560人
B　要介護認定者数　　14,516人
※R4.9.30現在

No. 施策 R3実績

計画期間（令和３～７年度）全体の進捗状況
担当
部局

総合戦略に位置付けた
主な取組

C69.8
(R6)

77.6
(H30)

がんの
75歳未
満の年
齢調整
死亡率
（人口10
万対）

R4実績

　新型コロナウイルス感染症の感
染が拡大したことにより、令和２
年度のがん検診は、ほとんどの集
団健診を中止したが、令和３年度
からは、集団健診を事前予約、定
員制として行うなど、感染対策を
講じて実施している。
　しかし、令和３年度は、感染症
の影響等による受診控えがあった
ことから、受診率の回復には至ら
なかった。そのため、令和４年度
は「がん検診は不要不急ではな
く”必要な外出”」であることを
周知したことで、受診率の回復が
見られた。
　今後も引き続き、検診ガイドの
全戸配布や検診割引制度の個別案
内通知等により受診率向上に努め
るとともに、精密検査未受診者に
対する受診勧奨を行うことによ
り、がんの早期発見につなげてい
く。
　また、がんをはじめとする生活
習慣病予防および健康増進のため
には、若い世代からの運動習慣の
定着が重要であるため、「歩くベ
あきた健康づくり事業」におい
て、令和５年度からは、対象を働
く世代とし、新たにウオーキング
アプリを導入しモチベーションを
高めることで、参加者数と歩数の
増加を目指している。
　今後も、さまざまな保健事業に
おいて、がんのリスク要因となる
生活習慣の改善に向けた動機付け
を図り、がん死亡率の低下につな
げていく。

目標達成に
向けた課題

あり
23

数値目標 備考

R7目標

要介護認定を受け
ていない高齢者（第
１号被保険者）の割
合

がん検診等事業
歩くべあきた健康づく
り事業
奨学金返還助成事業
（看護師・准看護師、
歯科衛生士）

80.3
(R3実績)

※R4実績値
はR6.2月頃
にデータ集
計により数
値を把握す

る見込

策定時
比較評価

【有・無】

【デジタル化等の内容】
・がん検診において、集団健診の申込みにＷ
ＥＢ予約を導入している。また、胃内視鏡検
診については電子申請を利用している。
・歩くベあきた健康づくり事業において、令
和５年度から、ウオーキングアプリを導入し
て実施する。また、事業の申込みについて、
電子申請を利用する。

【成果や課題と対応等】
・がん検診においては、２４時間申込み可能
な環境を整備するため、ＷＥＢ予約および電
子申請を引き続き実施する。
・歩くベあきた健康づくり事業においては、
令和５年度の状況を見ながら、今後の対応を
検討する。

ア　生涯
を通じた
健康づくり
と生きが
いづくりの
推進

71.3
(R2実績)

保
健
所

　がん検診においては、受診率向上のた
め、健診ガイドを全戸配布したほか、平成
28年度から導入している市独自の自己負担
割引制度を継続実施した。また、新型コロ
ナウイルス感染症の影響による受診控えが
見られる中、「がん検診は、不要不急では
なく“必要な外出”」であることを周知す
るとともに、集団健診の実施に当たって
は、安全、安心に受診できるようにするた
め、定員を設定した予約制とするなど、感
染症対策を講じながら実施した。
　また、精密検査未受診者に対して適宜受
診勧奨を実施することで、時期を逸するこ
となく必要な検査を受けるように支援して
いる。
　がんや生活習慣病予防のための健康教育
や、身体活動量の増加、定着化を図るため
に実施している「歩くベあきた健康づくり
事業」は、新型コロナウイルス感染症の影
響により、事業を縮小して実施した。

77.6 
74.1 

71.3 

80.3 

60.0

65.0

70.0

75.0

80.0

85.0

90.0

95.0

100.0

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

85.2% 85.2%

85.1% 85.1%

85.0%

85.1%

85.2%

85.3%

85.4%

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

2,748人 2,755人

2,650人

2,603人

2,500人

2,550人

2,600人

2,650人

2,700人

2,750人

2,800人

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

☆

☆

目標

（85.4%）

☆
目標

（2,748人）

目標

（69.8）
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令和４年度の進捗状況

概要説明 現状分析 課題と対応等
施策の推進に当たり

活用しているデジタル技術等

25

イ　高齢
者の多様
な能力の
活用

秋田市
シルバー
人材セン
ターの会
員数

960人 874人 871人 1,000人 C

エイジフレンドリーシ
ティ推進事業
エイジフレンドリーシ
ティ普及啓発事業
介護支援ボランティア
制度運営経費
高年齢者就業機会確保
事業費補助金

　秋田市シルバー人材センターの事業等に
対し、補助金を交付し、高齢者の健康で生
きがいのある生活の実現と、地域社会福祉
の向上を図った。
　令和４年度の実績（871人)は、令和３年
度の実績（874人)に比べ、△３人となって
いる。

目標達成に
向けた課題

あり

　高齢者の生きがい充実と健康の
維持には軽易な就労機会を提供す
ることが必要である。
　コロナ禍では、入会説明会の開
催回数が制限されたことで、会員
数が減少した。
　今後も健康状態や年齢に応じた
多様な就労ができることを本市
ホームページでもＰＲするととも
に、入会手続きの簡素化等を行
い、会員数の増加に取り組んでい
く。

【有・無】

【無の理由等】
　シルバー人材センターへの補助金であるた
め。

【課題と対応等】
　なし(デジタル化に馴染まない事業のため)

産
業
振
興
部

26
ウ　バリア
フリー化
の推進

エイジフ
レンド
リーパー
トナー数

106
団体・事業

者

115
団体・事業

者

131
団体・事業

者

160
団体・事業

者
A

都市公園バリアフリー
化事業
エイジフレンドリー
パートナーづくり推進
事業
エイジの日プロモー
ション事業
障がい者共生社会実現
関連経費

　令和４年度から新たに開始したエイジフ
レンドリーシティの日プロモーション事業
を活用しながら、パートナーの新規登録に
ついて積極的に声かけしたところ、例年よ
り増加し、131者となった。
　また、プロモーション事業そのものにつ
いても、パートナー事業者と協働してい
る。 順調に進捗

している

　認知度の低さという課題に対
し、エイジフレンドリーシティが
身近なものと感じられるようあら
ゆる世代が参加できるプロモー
ション事業をパートナーと連携し
ながら実施しており、市民の日常
にあるスーパーや飲食店等に特に
パートナー登録への声かけを積極
的に行っているところである。
　今後もパートナー研修会等を通
し、バリアフリー化等の情報提供
などを行っていく。

【有・無】

【デジタル化等の内容】
　エイジフレンドリーシティ推進計画事業の
一つである市内の消融雪について、消融雪箇
所をPDF化したものをホームページに掲載して
いる。

【成果や課題と対応等】
　現在はPDFデータの掲載のみであることか
ら、より効果的な情報提供手段を検討する。

福
祉
保
健
部

27
ウ　バリア
フリー化
の推進

都市公
園のバリ
アフリー
化率

68.4％ 71.6％ 72.6％ 77.5％ A

都市公園バリアフリー
化事業
エイジフレンドリー
パートナーづくり推進
事業
エイジの日プロモー
ション事業
障がい者共生社会実現
関連経費

　松美ケ丘第二街区公園ほか２公園をバリ
アフリー化した。

順調に進捗
している

　現在の事業規模を継続すること
により、目標達成が可能となる。
　国の社会資本整備総合交付金を
活用し、今後も計画的にバリアフ
リー化整備を進めていく。

【有・無】

【無の理由等】
　都市公園バリアフリー化事業は、誰でも安
全で安心して利用できる公園とするため、バ
リアフリー化を図るべき公園施設の再整備工
事を実施する事業であるため。

【課題と対応等】
　なし(デジタル化に馴染まない事業のため)

建
設
部

28
ウ　バリア
フリー化
の推進

秋田市
バリアフ
リーマス
タープラ
ンの策
定

未策定 策定 策定 策定 S

都市公園バリアフリー
化事業
エイジフレンドリー
パートナーづくり推進
事業
エイジの日プロモー
ション事業
障がい者共生社会実現
関連経費

　令和４年３月にバリアフリーマスタープ
ラン策定済み。

達成済み

　令和４年３月に策定済み。
　バリアフリーマスタープランに
基づき、学識経験者や障がい当事
者、交通事業者、行政職員等で構
成されるバリアフリー協議会を引
き続き開催し、バリアフリーに関
する課題やニーズの共有、効果的
なバリアフリー化に向けた提案や
見直し等に繋げる。

【有・無】

【無の理由等】
　本計画は、主に快適で円滑な移動等が可能
な歩行環境、施設環境の形成を促進する計画
であるため。

【課題と対応等】
　なし(デジタル化に馴染まない事業のため)

都
市
整
備
部

29

エ　多様
な生活支
援サービ
スが利用
できる地
域づくりの
推進

認知症
サポー
ター数
（累計）

24,957人 27,341人 28,397人 36,000人 A
地域包括支援センター
運営事業
高齢者生活支援体制整
備事業
認知症対策推進事業

　認知症地域支援推進員を中心とした、
キャラバンメイト養成研修終了者が講師と
なり、認知症の正しい知識や認知症の人と
その家族に対する接し方などについて、講
座を開催し、認知症サポーターを養成し
た。また、開催に向けて、認知症地域支援
推進員が、圏域の住民、企業、学校に声か
けを行った。

順調に進捗
している

　令和４年度から、オンラインに
よる講座開催等、受講しやすい体
制を整えた。今後も、認知症地域
支援推進員が中心となり、各圏域
毎に、これまでに講座を開催して
いない、住民グループや企業およ
び小中学校を中心とした教育機関
に働きかけを行い、認知症サポー
ター数の増加につなげていく。

【有・無】

【デジタル化等の内容】
　オンライン形式の講座を開催した。

【成果や課題と対応等】
　講座について、オンライン参加を可能にし
たことにより、講座受講者の増加を図ること
ができたが、集合形式とオンライン形式の併
用が難しいため、開催の際は、どちらかの方
法に絞る必要がある。

福
祉
保
健
部

計画期間（令和３～７年度）全体の進捗状況
No. R4実績 R7目標

総合戦略に位置付けた
主な取組

ＫＰＩ
R1実績
(策定時)

施策 R3実績 実績推移 担当
部局

策定時
比較評価

106 112 115
131

0

20

40

60

80

100

120

140

160

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

☆ 目標

（160）

24,957人 26,057人 27,341人
28,397人

5,000人

10,000人

15,000人

20,000人

25,000人

30,000人

35,000人

40,000人

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

目標

（36,000人）
☆

960人

914人

874人 871人

800人
820人
840人
860人
880人
900人
920人
940人
960人
980人

1,000人

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

68.4%
70.2% 71.6% 72.6%

50.0%

55.0%

60.0%

65.0%

70.0%

75.0%

80.0%

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

☆ 目標

（1,000人）

（団体・事業者）

☆ 目標

（77.5％）
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基本目標⑤　持続可能な魅力ある地域をつくり、安全安心なくらしを守る

No.
R1実績
(策定時)

R3実績 R4実績 R7目標 実績推移
策定時
比較評価

30 74.4％
(R1)

         -          -
80.0%
(R6) －

令和４年度の進捗状況

概要説明 現状分析 課題と対応等
施策の推進に当たり

活用しているデジタル技術等

31

ア　秩序
ある都市
環境の形
成

土地区
画整理
事業施
行地区
内の宅
地整備
面積

255,906㎡ 277,715㎡ 287,633㎡ 316,000㎡ A
秋田駅東第三地区土地
区画整理事業
秋田駅西北地区土地区
画整理事業

　令和４年度は概ね計画どおりに約1.0haに
おける仮換地指定を行うことができ、建物
等の移転を完了することが出来た。

順調に進捗
している。

　毎年度の計画整備面積を平準化
しており、例年どおりに事業を進
められれば、目標値に到達する見
込みである。
　引き続き、安定した事業費の確
保に努めるとともに、事業につい
て地権者へ周知を図り、協力をい
ただきながら進めていく。

【有・無】

【デジタル化等の内容】
　秋田市ホームページに土地区画整理事業の
概要、事業進捗状況、各種届出様式などを掲
載している。また、そのホームページに直接
アクセスできるＱＲコードを地権者等に配布
している「区画整理だより」に掲載してい
る。

【成果や課題と対応等】
　地権者等が事業進捗状況などの情報の取得
が容易になった。
　なお、スマートホンを利用されない方もい
ることから、これまでどおり誌面にて情報提
供も行っていく。

都
市
整
備
部

33
ウ　安全
な生活の
実現

自主防
災組織
などによ
る防災
訓練参
加者数

7,431人 1,285人 3,216人 7,431人 C
自主防災組織育成事業
老朽危険空き家等対策
経費

　新型コロナウイルス感染症の影響を受け
たものの、防災訓練等の回数が前年度より
増加した。

順調に進捗
している

　新型コロナウイルス感染症の影
響を受けているものの、自主防災
組織等の活動が回復傾向にあるこ
とから、引き続き、防災訓練等実
施の働きかけに努める。

【有・無】

【デジタル化等の内容】
　秋田市電子申請・届出サービスを実施して
いる。

【成果や課題と対応等】
　防災訓練等の申込に際して、事前協議等も
必要となるなどの理由から、電子申請には
至っていないため、どのようにして利用を促
進していくかが課題となっている。

総
務
部

計画期間（令和３～７年度）全体の進捗状況
担当
部局

策定時
比較評価

総合戦略に位置付けた
主な取組

　運転士の減少（△59人）が続い
ており、限られた運転士の中で運
行を維持していくためには、路線
の廃止や減便（△504便）などの
対応をせざるを得ない状況となっ
ていることから、そうした状況下
においては、バス利用者数の大幅
な増加は見込めない状況となって
いる。
　将来にわたり持続可能な公共交
通サービスの実現を図るため、バ
ス、タクシー、鉄道がそれぞれ役
割を分担しつつ、連携を図りなが
ら公共交通網の再編に向けた検討
を進めるとともに、ＩＣＴを活用
したバスロケーションシステムの
導入や交通系ＩＣカードの導入も
踏まえた新たな料金制度の検討な
ど、公共交通の利用促進を図るた
め、利便性向上に向けた取組など
について、交通事業者等と共に検
討していく。
※（）内の数字は、路線バスにお
ける令和元年度からの増減

【有・無】

【デジタル化等の内容】
・バスロケーションオープンデータ化の推進
・予約制乗合タクシー（ＡＩオンデマンド交
通）の運行

【成果や課題と対応等】
　マイタウン・バス、中心市街地循環バスに
位置情報取得端末の設置を完了したことか
ら、今後、路線バスへの設置も進めていく。
　一部地区において予約制乗合タクシー（Ａ
Ｉオンデマンド交通）実証事業を実施したこ
とから、他地区での実施や本格運行に向けた
検証、準備を進めていく。
　

　新型コロナウイルス感染症の感染者数が
減少傾向となってきたことや、ウィズコロ
ナの動きにより外出の機会が増え、県外か
らの来客数が増加したことから、大きく減
少していた空港リムジンバスの利用者が
徐々に回復してきたほか、交通系ＩＣカー
ド（アキカ）の導入などにより、路線バス
およびマイタウン・バスの利用者が全体的
に回復傾向となったため、令和３年度末よ
りも増加した。

目標達成に
向けた課題

あり

都
市
整
備
部

C

No. 施策 ＫＰＩ
R1実績
(策定時)

イ　将来
にわたり
持続可能
な公共交
通の実現

7,245,554人
年間バ
ス利用
者数

32

R7目標 実績推移R3実績 R4実績

高齢者コインバス事業
高齢者コインバス交通
系ＩＣカード導入事業
地方バス路線維持対策
経費
バス交通総合改善事業
公共交通研究事業
バスロケーションオー
プンデータ化事業
買物タクシー事業

本市に住み続けた
い人の割合
＊しあわせづくり市民意識
調査による（「事情が許せ
ば、住み続けたい」を含
む）

数値目標

しあわせづくり市民意識調査は５年ごとに実施しているため、R3年度の目標設定なし。次回調査（令和６年度実施予定）のおける目標値を80.0％と設定している。

備考

6,008,285人 6,155,821人 7,500,000人

74.4%

70.0%
71.0%
72.0%
73.0%
74.0%
75.0%
76.0%
77.0%
78.0%
79.0%
80.0%

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

7,431人

1,207人 1,285人

3,216人

0人

1,000人

2,000人

3,000人

4,000人

5,000人

6,000人

7,000人

8,000人

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

☆

☆

目標

（80.0%）

目標

（7,431人）

7,245,554人

6,018,903人

6,008,285人

6,155,821人

0人

1,000,000人

2,000,000人

3,000,000人

4,000,000人

5,000,000人

6,000,000人

7,000,000人

8,000,000人

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

255,906㎡

269,033㎡

277,715㎡ 287,633㎡

0㎡

50,000㎡

100,000㎡

150,000㎡

200,000㎡

250,000㎡

300,000㎡

350,000㎡

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

目標

（316,000㎡）
☆

目標

（7,500,000人）

☆

- 17 -



令和４年度の進捗状況

概要説明 現状分析 課題と対応等
施策の推進に当たり

活用しているデジタル技術等

34

エ　市民
の主体的
な活動の
推進

市民交
流サロン
の講座
参加者
数

349人 381人 625人 473人 S
地域支援事業
市民協働・市民活動支
援事業

　市民交流サロン主催講座については、NPO
や市民活動の育成・支援を目的とした各種
講座を、各分野の外部講師等を招いて開催
するほか、市民交流サロンに常勤する市民
活動支援アドバイザー（市職員）が講師と
なり会計にかかる講座等を定期的に開催す
るなど、市民活動に参加しやすい環境づく
りに努めた。
　さらに、令和４年度は、新たな取組とし
て、大人数（60人規模）の講座を市民活動
に参画する意識醸成等を目的に開催した結
果、講座参加者数は、上方修正をした目標
をさらに上回った。

順調に進捗
している

　市民活動支援アドバイザー（市
職員）が講師となった会計講座等
の開催は、市民活動団体の組織運
営への支援として重要であるほ
か、指標の目標達成に大きく寄与
している。
　今後も、当該アドバイザーによ
る会計講座など、市民活動支援に
効果的な講座を継続していく必要
がある。

【有・無】

【デジタル化等の内容】
　主催講座の開催案内や市民活動に関する情
報提供について、広報誌など、従来の手法以
外に、ＳＮＳを積極的に活用し、幅広い層へ
の周知に努めている。

【成果や課題と対応等】
　市民交流サロンでは、主にフェイスブック
を活用しており一定の効果はあるものの、さ
らに、若年層を対象とした周知を目的に、イ
ンスタグラムの活用等、ＳＮＳの活用の拡充
を検討している。

市
民
生
活
部

35

オ　温室
効果ガス
の排出抑
制による
ゼロカー
ボンの推
進

住宅用
太陽光
発電シス
テム設
置延べ
件数（累
計）

2,506件 2,941件 3,214件 3,500件 A
再生可能エネルギー発
電事業
再生可能エネルギー導
入支援事業

　令和４年度の太陽光発電設備の導入件数
は、設備導入のニーズも一定以上あること
から着実に増加しており、令和４年度末時
点で3,214件となっている。

順調に進捗
している

　今後も市民や事業者への周知を
一層図るなどして、導入の促進を
行っていく。

【有・無】

【デジタル化等の内容】
　電子メールでの申請の受け付け

【成果や課題と対応等】
　申請者の利便性が向上したほか、申請時間
の削減につながった。

環
境
部

策定時
比較評価

総合戦略に位置付けた
主な取組（計画策定時）

計画期間（令和３～７年度）全体の進捗状況
担当
部局R7目標R4実績 実績推移R3実績No. 施策 ＫＰＩ

R1実績
(策定時)

349人

457人

381人

625人

0人

100人

200人

300人

400人

500人

600人

700人

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

2,506件
2,663件

2,893件

3,214件

0件

500件

1,000件

1,500件

2,000件

2,500件

3,000件

3,500件

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

☆

☆

目標

（473人）

目標

（3,500件）
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【資料２】

国への申請事業名
（事業費R４年度）

事業概要

地方創生関係交付金および地方創生応援税制活用事業（令和４年度実施事業）進捗状況

№
種
別

交付対象事業
本事業における重要業績評価指標（ＫＰＩ）および実績

（上段：指標、下段：実績）
令和４年度の進捗状況の説明 結果、総括（計画期間終了事業分）、現状分析、課題と今後の対応　等

担当部局
（担当

課所室）

①-0.3%
②5件
③17件

－
①0.33%
②16件
③98件

　 施設内に設置した起業家交流室やコワーキングスペース等を活用
し、常駐するインキュベーションマネージャーによる支援や起業家の交
流、育成を行い、創業件数の増につなげた。

【現状分析】
　目標達成に向けた課題あり

【課題と対応等】
　令和２年度は、４月に創業支援拠点施設「チャレンジオフィスあきた」を
土崎から中心市街地に移転し、立地環境等の創業環境が向上したこと
で開業率等の増加につながったものの、令和３年度以降は、特に新型
コロナウイルス感染症の影響により、副業やＰＣがあれば自宅で行える
ようなスモールビジネスなど、社会変容に応じた様々な起業形態が増加
し、施設を活用した事業の機会が減少している。
　今後は、施設のPRを強化するとともに、施設を拠点とした創業支援事
業の更なる展開により、開業率や施設を活用した創業件数等の向上を
図っていく。

産業振興部
（商工貿易
振興課）

①3.8%
②4件
③60件

①0%
②0件
③0件

①0.4%
②3件
③40件

①0.2%
②1件
③10件

①0.2%
②1件
③10件

①0.2%
②1件
③10件

①1%
②6件
③70件

R1増加分 R2増加分 R3増加分 R4増加分 R5増加分 増加分累計開始前

2

推
進
交
付
金

ビジネススタートアップ
支援事業

・Ｒ４事業費
11,272,596円
（5,636,298円）
（　）は交付金

　創業支援拠点施設「チャレンジオフィスあきた」を
主会場に、起業に向けたプロセスを交流・育成・起
業・成長の4つのフェーズに分け、各フェーズに応じ
た支援プログラムを切れ目なく実施することにより、
多くの起業家を創出・育成する。

１　交流フェーズ：学生や社会人等の交流支援など
（毎月のセミナー開催/起業家対談や大学生向け交
流イベント等）
２　育成フェーズ：起業を志す仲間との起業学習支
援など（ワークショップ/ビジネスコンテスト向け勉強
会/起業スクール開催等）
３　起業フェーズ：開業に向けた準備支援など（事業
計画作成/クラウドファンディングプレゼン会/資金調
達相談会/開業相談等）
４　成長フェーズ：開業後のフォローアップなど（経営
コンサルタント派遣/融資斡旋等の事業拡大/ファン
ドによる支援）

①開業率（年間法人市民税
新規納税義務者数/前年度
法人市民税納税義務者数）
(％)

②創業支援拠点施設にお
ける創業件数(件)

③創業支援拠点施設にお
ける創業相談件数(件)

④各フェーズにおけるイベ
ントやセミナー等への参加
者数(人)

開始前

①0%
②0件
③0件

①0.8％
②10件
③84件

①-0.17％
②1件
③-3件

1

拠
点
整
備
交
付
金
・
推
進
交
付
金

創業支援拠点整備事
業

【参考】
・総事業費

【拠点整備交付金
（ハード）】

37,950,000円
（18,975,000円）

【推進交付金（ソフト）】
1,626,306円
（813,153円）
（　）は交付金

【中小企業振興基本条例推進事業（創業支援拠点
整備事業）】
　秋田市中心市街地活性化基本計画の区域に存す
る空きテナントを賃借の上、秋田市創業支援拠点施
設「チャレンジオフィスあきた」を移転整備し、同施設
に創業支援室、コワーキングスペース、ビジネス書
籍を置く起業家交流室を整備する。

①開業率
（年間法人市民税新規納税
義務者数/前年度法人市民
税納税義務者数）（％）

②施設における創業件数
（件）

③施設における創業相談
件数（件）

地
方
創
生
推
進
タ
イ
プ

東北六市連携による
伝統的夏祭りを活用し
た交流人口拡大プロ

ジェクト
（広域連携事業）

・Ｒ４業費
4,773,756円

（2,386,878円）
（　）は交付金

【参考】
【東北県庁所在市６市】

33,416千円
（16,708千円）

　東北の伝統ある夏祭り（青森ねぶた祭、盛岡さん
さ踊り、仙台七夕まつり、秋田竿燈まつり、山形花笠
まつり、福島わらじまつり）を一体化し実施した東北
六魂祭（2011～2016年）、東北絆まつり（2017年～）
の実施により、東北絆まつりは新たな伝統文化とし
て認知されつつあり、東北の県庁所在地六市等の
連携体制も強固なものとなっている。
　本事業では、その連携体制と新たな伝統文化「東
北絆まつり」を活用し、東北六市が連携した観光物
産プロモーションを実施することで 、東北の風土や
自然、食などに広がりを持たせた文化・観光の魅力
を発信するとともに、スタンプラリーなどにより東北
域内在住者を含めた、域内周遊を促進することで交
流人口の拡大を図る。

①東北の県庁所在地六市
（青森市、盛岡市、仙台市、
秋田市、山形市、福島市）
延べ宿泊者数（2022年は
2017～2019年の平均値を
目標にし、その毎年各市
50,000人泊増）（人）

②夏祭り（青森ねぶた祭、
盛岡さんさ踊り、仙台七夕
まつり、秋田竿燈まつり、山
形花笠まつり、福島わらじ
まつり）入込数（2022年は
2017～2019年の平均値を
目標にし、その後毎年各市
30,000人増）（人）

③観光物産プロモーション
実施回数（回）

④スタンプラリー参加者数
（人）

開始前

産業振興部
（商工貿易
振興課）

①4.16%
②1件
③69件
④70人

①0.10%
②6件
③40件

④3,230人

①0.20%
②8件
③50件
④855人

①0.30%
②10件
③50件

④3,305人

①0.60%
②24件
③140件

④7,390人

①0.41％
②13件
③75件

④1,063人

①-0.17％
②1件
③-3件

④-116人

①-0.3%
②5件
③17件

④-244人

R2増加分 R3増加分 R4増加分 増加分累計 　 秋田市創業支援拠点施設「チャレンジオフィスあきた」の起業家交流
室を主会場に、新たな起業家の掘り起こしや起業に関心のあるかたの
交流促進および育成を行った。
　 また、新たに大学等と連携し、スタートアップガレージ（学生向け起業
セミナー）の開催を支援した。

【開催したイベント】
１　交流フェーズ
　AETa（起業家による対談）やスタートアップセミナー、読書会を交流会
と併せて行い、起業家等の交流促進を図った。
２　育成フェーズ
　ビジネスコンテストのためのウォームアップ・セミナーや「武器別」ワー
クショップ、起業家大学「G-College」、および個別相談を通じて起業家の
育成を図った。
３　起業フェーズ
　ビジネスチャンス交流セミナー、あんぷカフェ（テーマに沿った語り合
い）、アクセラレーションスクール（起業に関する講義・演習）を行い、起
業家を支援した。
４　成長フェーズ
　対象となる起業家のもとに中小企業診断士およびＩＴコーディネーター
の資格を有する者を派遣し、経営状況を把握し、経営に関するアドバイ
ス等を行った。
５　教育フェーズ
　高校生向け起業体験プログラムを開催したほか、市内各大学等と本
市が参加する「秋田スタートアップガレージ運営事務局」主催による大学
生向けセミナーの開催を支援した。

※交付金活用事業の計画期間終了（R２～R４）

【結果】
①開業率　：　未達成
②創業件数　：　未達成
③創業相談件数　：　未達成
④参加者数　：　未達成

【総括】
　No.1（創業支援拠点整備事業）の記載内容に加え、イベントやセミナー
においては、同感染症の影響を受けイベントやセミナーへの参加控えが
続き、目標が達成できなかった。
　

【今後の展開】
　今後は、さらなる開業率や創業件数等の向上に向け、　推進交付金の
交付終了後も本事業を継続し、チャレンジオフィスあきたを拠点として、
若年層に対し起業家精神の醸成に取り組むなど、創業支援体制の充実
を図る。また、企業訪問等によるニーズ把握に努めつつ、補助制度や融
資制度などの支援策を引き続き実施していく。①-0.06％

②19件
③89件
④703人

4

地
方
創
生
推
進
タ
イ
プ

「秋田の元気は港か
ら！」みなと賑わい創

出プロジェクト
（広域連携事業）

・Ｒ４事業費
22,240,506円

（11,120,253円）
（　）は交付金

【参考】
【秋田県、秋田市、男鹿市】

94,800千円
（47,400千円）

１．港及び地域の魅力向上と受入態勢の整備
（１）港及び地域の魅力向上
　港が所在する自治体やDMO等の民間団体等と連
携しながら、港及び地域の観光施設・資源の磨き上
げを図ることにより、新たな付加価値を創出するとと
もに、港を訪れる人の満足度の向上を図る。
（２）受入態勢の整備
　旅行者の受入態勢の充実を図るとともに、キャッ
シュレス決済等の導入により、旅行者の移動等の円
滑化を図る。

２．効果的なプロモーション等による認知度向上と需
要の掘り起こし
（１）効果的なプロモーションによる認知度の向上
　動画等のＰＲ素材を作成し、これを活用しながら広
域的なプロモーションを実施し、本県の認知度向上
を図る。
（２）旅行商品造成等による需要の掘り起こし
　フェリー秋田航路を利用した新たな貨物輸送等を
確保するとともに、フェリーを活用した旅行商品の造
成を行うことにより、フェリーターミナルや周辺施設
の利用促進を図り、賑わい創出につなげる。

①道の駅あきた港入込客
数（人）
②道の駅おが入込客数
（人）
③フェリー旅客数（人）

開始前

観光文化ス
ポーツ部

（観光振興
課）

①10,200,000人
② 1,342,000人

③0.00回
④   0人

①4,200,000人
②8,790,000人

③  2.00回
④1,000人

① 30,000人
②180,000人
③  2.00回
④1,000人

① 30,000人
②180,000人
③  2.00回
④1,000人

①4,260,000人
②9,150,000人

③  6.00回
④3,000人

①2,291,000人
②4,112,000人

③  2.00回
④2,279人

- -

R4増加分 R5増加分 R6増加分 増加分累計 ・5月28日（土）、29日（日）に「東北絆まつり2022秋田」を開催した。
・祭り情報中心の既存のWEBサイトを改修し、季節ごとの地域情報や周
遊パス等の観光情報を発信した。
・10～11月にデジタルスタンプラリーを実施し、東北域内での周遊促進
および消費拡大に取り組んだ。
・10月29日（土）・30日（日）の「なかの東北応援まつり」ほか、計２回首都
圏でのイベントに参加。東北絆まつりの演舞披露や東北六市のグルメ・
観光ブース出店により、東北の魅力をPRし、認知度向上と誘客促進に
取り組んだ。
・旅行会社と連携し、新たに夏祭り体験型旅行を商品造成・販売した。

【現状分析】
①宿泊者数　：　未達成
②夏祭り入込数　：　未達成
③プロモーション実施回数　：　達成
④スタンプラリー参加者数　：　達成

【課題と対応等】
　 新型コロナウイルス感染拡大防止対策による開催規模縮小等によ
り、各まつりで入込数や宿泊者数が目標に達成しなかった。
   今後は、各市の祭りが４年ぶりに通常開催となることに加え、引き続
き、祭りコンテンツを活用した観光ＰＲを実施するなど、目標の達成に向
け、「東北絆まつり」を含めた、６市の夏祭りのブランド価値の向上を図
り、観光客の誘客拡大に向けた取組を行う。

①2,291,000人
②4,112,000人

③  2.00回
④2,279人

3

観光文化ス
ポーツ部

（観光振興
課）

①480,000人
②446,000人
③ 15,300人

①60,000人
②20,000人
③ 3,100人

①80,000人
②20,000人
③24,400人

①100,000人
② 20,000人
③  4,800人

①240,000人
② 60,000人
③ 32,300人

①146,306人
②115,408人
③ 11,476人

- -

R4増加分 R5増加分 R6増加分 増加分累計 ・自治体及び観光協会等の団体が加入する「あきたクルーズ振興協議
会」会員を対象とし、国際クルーズの受入に向けたセミナーを開催した。
・オプショナルツアーの造成による県内観光を促進するため、クルーズ
船社や旅行会社を招聘し、観光資源や体験メニュー等についてＰＲを
行った。
・保健部局や受入関係者との協議を行い、令和５年３月に国際クルーズ
の受入を再開した。

【現状分析】
①道の駅あきた港入込客数　：　達成
②道の駅おが入込客数　：　達成
③フェリー旅客数　：　達成

【課題と対応等】
　感染症の影響による行動制限等が緩和されたことやクルーズ船の寄
港受入が再開されたこと、道の駅の魅力向上に取り組んできたことなど
によりいずれも目標を達成した。
　今後は県内各地への経済波及効果を最大化するため、民間団体等と
連携しながら、観光資源の磨き上げなど、旅客満足度の向上に資する
取組を推進するとともに、積極的なＰＲを継続していく必要がある。

①146,306人
②115,408人
③ 11,476人
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№
種
別

寄附活用事業名 事業概要 重要業績評価指標 実施状況 事業の検証 担当部局（担当
課所室）

1

まちへの誇りと愛着醸
成事業

・総事業費
4,590,132円

・寄附企業
株式会社齋彌酒造店

※金額非公表

　行政と市民が一体となった様々な活動を行う中
で、自らの住む地域に関わる当事者意識を育む仕
組みをつくりながら、市内外のかたに「秋田市を好き
になってもらう」ことを目的に、秋田市への誇りと愛
着醸成の促進を図る。

市外への転出超過の改善
転入者－転出者

※企業版ふるさと納税のＫ
ＰＩについては、第２期秋田
市総合戦略の基本目標の
ＫＰＩを準用している。（目標
値は令和６年度時点）。

・「まちへの誇りと愛着醸成月間」を制定し、期間中には、インスタグラム
写真展を開催した。実施にあたっては、経費の一部として企業版ふるさ
と納税を活用した。

・中学生と市内企業の連携した取組を実施し、中学生から本市の魅力
や良いところを表現した「ブランドメッセージ」を募集した。また、ブランド
メッセージについては、取組に賛同する「パートナー企業」が順位付けを
した。

・石井露月顕彰全国俳句大会と連携し、地域への誇りや愛着の醸成に
つながる作品を募集、表彰した。

・インスタグラム写真展開催期間中のフォロワーが６７０人増加（参考：
令和４年度のフォロワー増加数９７３人）した。フォロワーの増加数から
も、本市への誇りと愛着の醸成に一定の成果があったものと捉えてい
る。今後は、このフォロワーが、自発的に本市の良さや魅力を発信して
いくよう、取組を進めていく。

・中学生にとってブランドメッセージの考案は、このまちを見つめ直すこと
にもつながるほか、企業にとっては新たな発見や気付きともなった。一
方、パートナー企業との継続した取組につなげることができていないこと
から、市民、企業等が、このまちを自分事として捉える仕組み作りや、取
組を検討していきたい。

企画財政部
部
（人口減少・
移住定住対
策課）

2

買物タクシー事業

・総事業費
621,049円

・寄附企業
あいおいニッセイ同和
損害保険株式会社

※金額非公表

　バス路線の廃止等により、公共交通を利用するこ
とが不便な環境にある高齢者や運転免許証を持た
ない人のため、タクシー事業者やスーパー等と連携
し「買物タクシー」を運行することで、高齢者等の日
常生活に必要な移動手段を確保し、外出機会の増
加を図る。

本市に住み続けたい人の
割合
＊しあわせづくり市民意識
調査による（「事情が許せ
ば、住み続けたい」を含む）
※企業版ふるさと納税のＫ
ＰＩについては、第２期秋田
市総合戦略の基本目標の
ＫＰＩを準用している。（目標
値は令和６年度時点）。

　公共交通の利用が不便な地区（新藤田および手形字中台）を対象とし
て、タクシー事業者やスーパーと提携し、「買物タクシー」の本格運行を
開始した。また、楢山地区の一部においてアンケート調査および実証運
行を行った。

【スケジュール】
令和４年６月　　　　　　新藤田および手形字中台で本格運行開始
　　　　　　　　　　　　　　楢山地区で事前アンケート調査を実施
令和４年９月～10月　 楢山地区で１回目の実証運行を実施
令和４年11月　　　　　 楢山地区でアンケート調査を実施
令和５年１月～３月  　楢山地区で２回目の実証運行を実施
令和５年３月　          楢山地区でアンケート調査を実施

　本格運行を開始した新藤田および手形字中台地区では、令和４年６月
から令和５年３月までの期間で延べ７３４人にご利用いただいた。また、
実証運行を実施した楢山地区での利用者アンケートでは、買物タクシー
は便利であるという回答が８割以上であり、買物タクシーは住民の移動
手段の選択肢になりうるという、本格運行の実施に向けた検証結果が
得られた。
　引き続き、誰もが自由に移動できる、将来にわたり持続可能な公共交
通サービスの実現に向けた取組を進めていく。

都市整備部
（交通政策
課）

達成に寄与する第２期
総合戦略の基本目標

計画開始時点
（R1）

R3実績 R4実績 目標値（R6）

80.0％

応
援
税
制

基本目標３
多様なつながりを
築き、秋田市への
新しいひとの流れ

をつくる

-411人 27人 -10人 -246人

基本目標５
持続可能な魅力

ある地域をつくり、
安全安心なくらし

を守る

74.4％ － －
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新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金活用事業の実施状況

および効果の公表について

１ 交付対象事業

新型コロナウイルスの感染拡大防止および感染拡大の影響を受けている地域経済や

住民生活の支援を通じた地方創生に資する国庫補助事業および地方単独事業

２ 交付金充当額

令和４年度交付金充当額 １１５件 ２，７８５，１３５千円

（内訳）

・通常分交付金 ９７件 ２，０８６，７９０千円

（うち原油価格・物価高騰対応分） （１１件） （３０９，９７３千円）

・重点交付金（※） １８件 ６９８，３４５千円

（※）電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金

３ 公表事業の概要

(1) 公表対象事業（別紙）

令和４年度に新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用して実施

した事業

(2) 概要（交付金充当額）

【事業区分】 【交付金充当額等】

国の経済対策等に掲げられた区分 実施計画上の事業数

Ⅰ 感染拡大の防止 ６２事業

（検査キット購入、医療機関支援、給付金ほか） １，４７６，８２４千円

Ⅱ 社会経済活動の再開と次なる危機への備え ９事業

（販売イベント支援、リモート学習環境の整備ほか） ９６，１５４千円

Ⅲ 未来を切り拓く「新しい資本主義」の起動 １２事業

（窓口混雑状況配信システム導入、Wi-Fi環境整備ほか） ９９，９１３千円

Ⅳ 原油価格高騰対策 １６事業

（燃料費高騰分補助、省エネ設備導入支援ほか） ４６２，７１４千円

Ⅴ エネルギー・原材料・食料等安定供給対策 ６事業

（農業者支援ほか） １６５，８４９千円

Ⅵ 物価高騰等に直面する生活困窮者等への支援 ７事業

（子ども食堂支援、おこめ券配布ほか） ３７９，７５５千円

Ⅶ 感染症対応の強化 ３事業

（インフルエンザワクチン接種費助成ほか） １０３，９２６千円

合 計
１１５事業

２，７８５，１３５千円

（国庫補助事業 14事業 86,332千円、地方単独事業 101事業 2,698,803千円）

(3) 公表方法

市のホームページにおいて公表する。

総 務 委 員 会 資 料
令和５年９月２０日
人口減少・移住定住対策課
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交 付 金 充 当 額（計１１５事業）　２，７８５，１３５千円 （国庫補助事業　１４事業　８６，３３２千円、 地方単独事業　１０１事業　２，６９８，８０３千円）

うち通常分交付金 （国庫補助事業　１４事業　８６，３３２千円、 地方単独事業　　８３事業　２，０００，４５８千円）

うち重点交付金（[重]） （国庫補助事業　１４事業　８６，３３２千円、 地方単独事業　　１８事業　　　６９８，３４５千円）

Ⅰ．感染拡大の防止【６２事業】　 小計 千円
　　　　※感染防止対策、事業者や生活・暮らしへの支援、エネルギー価格高騰対策など

1 臨時診療所設置運営事業 294         千円 38 子ども・子育て支援交付金（国補：病児・病後児保育事業（体調不良児対応型）） 289 千円
2 新型コロナウイルス感染症対策医療機関緊急支援事業 210,705   千円 39 子ども・子育て支援交付金（国補：病児・病後児保育事業（病後児対応型）） 301 千円
3 公立大学法人施設整備費補助金（自動ドア設置） 13,637     千円 40 子ども・子育て支援交付金（国補：病児・病後児保育事業（病児対応型）） 100 千円
4 旧松倉家住宅開館準備経費 217         千円 41 保育対策総合支援事業費補助金（国補：保育所等新型コロナウイルス感染症対策事業） 18,382 千円
5 動物園キャッシュレス決済導入経費 1,976      千円 42 保健所人件費（兼務職員および動員職員の時間外勤務手当分） 42,615 千円
6 病院法人運営費負担金等 62,920     千円 43 学校給食費管理費（学校給食費会計繰出金（出席停止等対応分）） 25,760 千円
7 がん検診等事業 2,629      千円 44 新型コロナウイルス感染症対策資機材整備経費（９月補正分・１１月補正分） 35,620 千円
8 市立学校新型コロナウイルス感染症対策事業（学校医等防護具購入分） 1,865      千円 45 職員人件費（時間外勤務手当） 50,253 千円
9 新型コロナウイルス感染症対策資機材整備経費 4,667      千円 46 農業ブランド確立事業（農産品等販売促進）（通販サイト「あきたづくし」キャンペーン事業） 51,190 千円

10 予防業務デジタル化推進事業 1,656      千円 47 商店街振興事業（新型コロナウイルス感染症対策特別枠） 9,864 千円
11 抗原検査キット購入経費 19,800     千円 48 地域中小企業団体等支援事業 16,215 千円
12 竿燈まつり振興事業 11,368     千円 49 新型コロナウイルス感染症対策プレミアム付商品券発行事業 285,258 千円
13 学校保健特別対策事業費補助金（国補：感染症対策等の学校教育活動継続支援事業） 42,747     千円 50 新型コロナウイルス感染症対策業態転換等支援事業 7,970 千円
14 市立学校新型コロナウイルス感染症対策事業（モバイルルーター貸与分） 34           千円 51 デジタル技術活用生産性向上支援事業 64 千円
15 自主防災組織育成事業 10,458     千円 52 営農継続支援事業 38,827 千円
16 災害対策緊急救援物資備蓄事業 5,827      千円 53 秋田の食と産品堪能スタンプラリー事業 41,738 千円
17 体育施設整備補修等経費 9,020      千円 54 農業経営収入保険加入促進事業 2,941 千円
18 コミュニティセンター等新型コロナウイルス感染症対策事業 6,871      千円 55 新型コロナウイルス感染症対策プレミアム付商品券発行事業（９月補正分） 286,022 千円
19 市民サービスセンター新型コロナウイルス感染症対策事業 52           千円 56 新型コロナウイルス感染症対策特別金融支援事業 435 千円
20 雄物川花火大会開催事業費補助金 286         千円 57 子ども応援給付金給付事業 2,713 千円
21 土崎港まつり開催事業費補助金 838         千円 58 新型コロナウイルス感染症対策離職者資格取得助成事業 867 千円
22 診療所等新型コロナウイルス抗原検査体制整備経費 6,724      千円 59 新卒者地元就職促進事業 1,155 千円
23 勤労者福祉施設等整備事業 3,750      千円 60 新型コロナウイルス感染症対策離職者採用支援事業 1,819 千円
24 公園施設新型コロナウイルス感染症対策事業 7,392      千円 61 子育て支援対策臨時特例交付金（国補：不妊治療費助成事業） 8,101 千円
25 市立学校新型コロナウイルス感染症対策事業（小・中学校自動水洗化分） 58,272     千円 62 住民税非課税世帯燃料費等高騰対策緊急助成事業（通常分） 16,369 千円
26 教育研究所新型コロナウイルス感染症対策事業 1,320      千円
27 市立図書館新型コロナウイルス感染症対策事業 10,167     千円 Ⅱ．社会経済活動の再開と次なる危機への備え【９事業】　　 小計 千円
28 市立学校新型コロナウイルス感染症対策事業（附属高等学院自動水洗化分） 825         千円
29 常備消防人件費（防疫等業務手当分） 9,489      千円 63 障害者総合支援事業費補助金（国補：障がい児者サービス継続支援事業） 1,545 千円
30 新型コロナウイルス感染症対策事業 12,574     千円 64 農商工連携ビジネス支援事業 3,000 千円
31 保育対策総合支援事業費補助金（国補：公立保育所業務効率化推進事業） 474         千円 65 小学校デジタル教科書整備事業 2,900 千円
32 子ども・子育て支援交付金（国補：放課後児童健全育成事業） 4,308      千円 66 中学校デジタル教科書整備事業 1,715 千円
33 母子保健衛生費補助金（国補：新型コロナウイルス感染症対策妊産婦支援事業） 85           千円 67 教職員研修オンライン環境整備事業 3,334 千円
34 新型コロナウイルス感染症対策妊産婦支援事業（市単独分） 46           千円 68 社会教育オンライン環境等整備事業 5,616 千円
35 母子保健衛生費補助金（国補：乳幼児健康診査個別実施支援事業） 7,355      千円 69 科学学習オンライン環境等整備事業 2,891 千円
36 乳幼児健康診査事業（個別健診印刷製本費分） 558         千円 70 修学旅行キャンセル料等支援事業 837 千円
37 児童福祉事業対策費等補助金（国補：母子生活支援施設新型コロナウイルス感染症 750         千円 71 次世代型学校ＩＣＴ運用経費（ＩＣＴ支援員分） 74,316 千円

対策事業）

96,154      

令和４年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金活用事業

1,476,824  

別 紙
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Ⅲ．未来を切り拓く「新しい資本主義」の起動【１２事業】　 小計 千円 Ⅵ．物価高騰等に直面する生活困窮者等への支援【７事業】　 小計 千円
　　　　※デジタル実装、DXの推進など

72 粗大ごみ収集オンライン申込み導入経費 1,306 千円 106 子ども食堂等支援事業費補助金 689 千円
73 スマート農業導入支援事業 20,145 千円 107 [重]住民税非課税世帯燃料費等高騰対策緊急助成事業（重点交付金分） 277,055 千円
74 企業誘致プロモーション事業 14,095 千円 108 [重]中国残留邦人等生活支援給付世帯食料品価格高騰対策事業 40 千円
75 高齢者等デジタル活用支援事業 1,274 千円 109 [重]生活保護世帯食料品価格高騰対策事業 41,853 千円
76 本庁舎Ｗｉ－Ｆｉ環境整備事業 22,693 千円 110 [重]ひとり親世帯食料品価格高騰対策事業 33,106 千円
77 コミュニティセンターＷｉ－Ｆｉ環境整備事業 15,235 千円 111 [重]学校給食費管理費（学校給食費会計繰出金（物価高騰対応分）） 16,142 千円
78 障害者総合支援事業費補助金（国補：障がい福祉ロボット等導入支援事業費補助金） 582 千円 112 住民税非課税世帯燃料費等高騰対策緊急助成事業（物価高騰分） 10,870 千円
79 デジタル人材育成支援事業 1,016 千円
80 市議会オンライン委員会開催準備経費 1,115 千円 Ⅶ．感染症対応の強化【３事業】　 小計 千円
81 市民サービスセンター窓口混雑状況配信システム導入事業 18,640 千円
82 国保年金課窓口混雑状況配信システム導入事業（国民健康保険事業会計繰出金） 499 千円 113 新型コロナウイルス感染症等冬季感染症同時流行対策事業 21,241 千円
83 駅東サービスセンター窓口混雑状況配信システム導入事業 3,313 千円 114 障害者総合支援事業費補助金（国補：障がい児者サービス継続支援事業・２月補正分） 1,313 千円

115 病院法人運営費負担金等（２月補正分） 81,372 千円

Ⅳ．原油価格高騰対策【１６事業】　 小計 千円

84 会食・宿泊施設等利用者還元支援事業 29,291 千円
85 原油価格・物価高騰対策業態転換等支援事業 1,217 千円
86 トラック運送事業者燃料費支援事業 34,488 千円
87 施設園芸燃油価格高騰対策事業 90 千円
88 公共交通事業継続支援事業 58,850 千円
89 [重]障害者支援施設等物価高騰対策事業 23,034 千円
90 [重]老人福祉施設物価高騰対策事業（軽費老人ホーム分） 4,930 千円
91 [重]老人福祉施設物価高騰対策事業（地域包括支援センター分） 3,888 千円
92 [重]救護施設物価高騰対策事業 1,500 千円
93 [重]老人福祉施設物価高騰対策事業（介護保険施設分） 116,027 千円
94 [重]私立保育所等物価高騰対策事業 39,745 千円
95 [重]放課後児童クラブ物価高騰対策事業 1,786 千円
96 [重]タクシー事業者原油価格高騰対策支援事業 46,600 千円
97 [重]地方バス路線維持対策経費 7,947 千円
98 公立大学法人施設整備費補助金（照明器具ＬＥＤ化更新） 8,712 千円
99 病院法人運営費負担金等（燃料費高騰支援分） 84,609 千円

Ⅴ．エネルギー・原材料・食料等安定供給対策【６事業】　 小計 千円

100 作付転換緊急支援事業 53,333     千円
101 畜産経営維持緊急支援事業 27,824     千円
102 [重]稲作経営維持緊急支援事業 64,998     千円
103 [重]園芸作物経営維持緊急支援事業 7,527      千円
104 [重]卸売市場内事業者電気料金支援事業（中央卸売市場分） 664         千円
105 [重]卸売市場内事業者電気料金支援事業（公設地方卸売市場分） 11,503     千円

99,913      

462,714    

165,849    

379,755    

103,926    
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Ａ

Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ

合計（Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ＋Ⅳ＋Ⅴ＋Ⅵ＋Ⅶ） 3,994,476 3,269,206 2,785,135 90,904 385,226 7,941

【Ⅰ．新型コロナウイルス感染拡大の防止】 小計 1,949,542 1,572,265 1,476,824 84,026 7,106 4,309

1 8 単
 臨時診療所設置運
営事業

保健総務課  通常交付金
 ③-Ⅰ-１．医
療提供体制
の強化

 － 497 294          294                       -              -              -

①新型コロナウイルス感染症によるクラスター等で濃厚接触者等が多数発生した際に、感染が疑わ
れる者の検体採取を実施することで医療機関の負担軽減を図る。
②保険料（火災保険料）、建物借上料（プレハブ借上料）
③プレハブ火災保険料 4,000円、建物借上料（プレハブ） 290,400円
④秋田市保健所

R4.4.1 R5.3.31
 年間最大990件検査可能な体制を
整備する。
（1日平均検査数33件×30回)

①感染拡大期に臨時診療所を活用し、検査等を実施したことで、医療機関の負担軽減を図る
とともに、感染拡大期に医療機関を受診できない恐れのある市民の健康不安軽減に応えるこ
とができた。
・検査実施回数　５回
・検査数　４３０件

②新型コロナウイルス感染症の法的位置づけが２類相当から５類へ移行したことに伴い、診
療・検査は、限られた医療機関による特別な対応から、幅広い医療機関による通常対応へと
切り替わった。そのため、臨時診療所の必要性は概ねなくなったため、令和５年度中に廃止す
る。

2 98 単
新型コロナウイルス
感染症対策医療機関
緊急支援事業

健康管理課 通常交付金
③-Ⅰ-１．医
療提供体制
の強化

－ 278,100    210,705     210,705     -             -             -             

①新型コロナウイルス感染症に対する本市の医療提供体制の確保および維持のため、医療機関に対
し、支援金を給付するとともに年末年始に発熱患者等の診療・検査を行う医療機関に対し、協力金を
支給する。
②補助金
③(1)検査請求件数を基に108か所の医療機関に対し500千円/か所～8,000千円/か所の６つの階層
を設定し、給付を行った。計200,555千円
(2)12月30日と31日を300千円/日、１月１日から１月３日までを350千円/日と設定し、17医療機関に支
給を行った。計10,150千円
④(1)感染症指定医療機関や診療・検査医療機関等
(2)年末年始に発熱患者等の診療・検査を行う医療機関

R4.12.28 R5.3.31

(1) 新型コロナウイルス感染症の診
療・検査を行う医療機関に対し、補
助金を交付する（交付対象118医療
機関）。
(2) 年末年始延べ42医療機関にお
いて診療・検査を実施する。

①新型コロナウイルスの感染を伴う厳しい環境の中で対応した医療機関に対し支援金を給付
するとともに、年末年始に発熱患者等の診療・検査を行う医療機関に対し協力金を支給し、本
市の医療提供体制の確保および維持に努めた。
（1）支援金（108か所、200,555千円）
（2）協力金（17か所、10,150千円）

②新型コロナウイルス感染症の法的位置づけが２類相当から５類へ移行したことに伴い、診
療・検査は、限られた医療機関による特別な対応から、幅広い医療機関による通常対応へと
切り替わった。そのため、新型コロナウイルス感染症の診療・検査を行う医療機関に対し、補
助金を交付する必要性は概ねなくなったため、令和５年度は廃止する。

3 1 単
 公立大学法人施設
整備費補助金（自動
ドア設置）

 企画調整課  通常交付金
 ③-Ⅰ-３．感
染防止策の
徹底

 － 13,638 13,637      13,637                   -              -              -

①秋田公立美術大学内の新型コロナウイルス感染症の感染防止対策の一環として、学内のドア（アト
リウム棟南側出入り口および図書館棟南側出入り口）を自動ドアに更新する。
②補助金
③既存建具撤去工事および自動扉設置工事費 13,637,800円
④秋田公立美術大学

R4.5.16 R4.9.12
 学内におけるクラスター発生件数0
件

①開閉式ドアを自動ドアに更新することにより、接触機会の減少を図り、結果として学内にお
いて新型コロナウイルス感染症のクラスターは発生しなかった。

②令和５年度以降も別箇所において更新工事を行う予定である。引き続きクラスターが発生し
ないよう学内における感染対策や学生への啓発を行っていく。

4 3 単
 旧松倉家住宅開館
準備経費

 文化振興課  通常交付金
 ③-Ⅰ-３．感
染防止策の
徹底

 － 188 217          217                       -              -              -

①旧松倉家住宅の開館に向け、新型コロナウィルス感染症対策に係る物品を揃え、開館後の利用者
の安心、安全を確保する。
②消耗品費、備品購入費
③・飛沫防止アクリルパネル　12,100円×2＝24,200円
　 ・顔認証ハイスピードカメラ　54,450円×2＝108,900円
   ・顔認証カメラ用スタンド　42,350円×2＝84,700円
④秋田市旧松倉家住宅

R4.4.1 R5.3.31  施設内クラスター発生件数０件

①新型コロナウイルス感染症対策を行ったことで、イベントを実施した場合等において、クラス
ターは発生していない。

②新型コロナウイルス感染症が終息するまで、手指消毒や検温等を実施し、クラスターの発
生を予防する。

5 4 単
 動物園キャッシュレ
ス決済導入経費

 大森山動物園  通常交付金
 ③-Ⅰ-３．感
染防止策の
徹底

 － 2,321 1,976        1,976                     -              -              -

①大森山動物園入園料の収納に非接触型のキャッシュレス決済を導入し、新型コロナウイルス感染
症の防止を図る。
②導入費用、回線設置費用
③1,976千円
・既存システム改修費用　1,588千円
・回線設置費用　99千円
・決済手数料　229千円
・決済端末システム利用料　21千円
・レシートプリンタ用消耗品　10個×3,850円＝39千円
④大森山動物園

R4.4.1 R5.3.31
 キャッシュレス利用者約１万人
（キャッシュレス決済利用開始：8月
～）

①キャッシュレス利用者約8,700人。達成目標より１割程少なかったが、非接触型決済の導入
により、感染症対策につながった。

②導入から徐々にキャッシュレス割合が上昇しており、今後もＨＰや園内掲示等により、周知
を図る。

6 6 単
 病院法人運営費負
担金等

 福祉総務課  通常交付金
 ③-Ⅰ-３．感
染防止策の
徹底

 － 62,920 62,920      62,920                   -              -              -

①新型コロナウイルス感染症拡大防止のために地方独立行政法人市立秋田総合病院が行う備品・消
耗品の購入に要する経費に対し、地方独立行政法人法に基づく運営費負担金および交付金を交付す
る。
②負担金および交付金
③負担金（備品購入費分）　59,738千円（59,738,030円）
　・医局ドクターデスク　90席 47,300,000円
　・サーモカメラ一式 　2,486,000円
　・顔認証カメラ　176,550円×３台＝529,650円
　・パーテーション一式　1,417,900円
　・Ｗeb会議用機材一式  8,004,480円
  交付金（消耗品費分）　3,182千円（3,182,938円）
　・パーテーション　627,000円
　・アクリル板　2,555,938円
合計　62,920千円
④地方独立行政法人市立秋田総合病院

R4.4.1 R5.3.9

 市立秋田総合病院（１施設）に対
し、感染拡大防止等に要する費用
62,920千円を３月末までに交付す
ることにより、感染防止策の徹底を
図る。

①市立秋田総合病院（１施設）に対し、感染拡大防止等に要した費用62,920千円を３月に交付
したもので、支援を通じた院内感染対策の徹底により、令和４年度の院内クラスターは、対策
が実施される前は１病棟発生したが、対策後は発生していない。

②今後の新型コロナウイルス感染症の流行について状況を注視し、引き続き同病院における
必要経費の把握を行う。

7 7 単  がん検診等事業 保健予防課  通常交付金
 ③-Ⅰ-３．感
染防止策の
徹底

 － 2,629 2,629        2,629                     -              -              -

①がん検診の集団健診会場での３密を避けるため、事前予約による定員制とし、予約に係るコールセ
ンターの設置およびＷＥＢ予約システムを利用することで、感染拡大防止を図る。
②コールセンター：業務委託料
　ＷＥＢ予約システム：システム利用料
③コールセンター：委託料1,837,000円
　ＷＥＢ予約システム：利用料792,000円
④地方公共団体

R4.4.1 R5.3.31

 令和４年度の胃がん検診および肺
がん検診の受診率が、令和３年度
の受診率（胃がん検診：3.0％、肺
がん検診：3.6％）を上回る。

① 定員を設けた事前予約制とし、安心して予約できる環境を整備したことにより、受診率が向
上した。
　令和４年度胃がん検診受診率：３．５％
　令和４年度肺がん検診受診率：５．５％

②受診率が回復してきているが、まだコロナ禍前までには戻っていないため、引き続き、感染
対策を講じるなど、安心して安全に受診できる環境を整える必要がある。

8 26 単

 市立学校新型コロナ
ウイルス感染症対策
事業（学校医等防護
具購入分）

学事課  通常交付金
 ③-Ⅰ-３．感
染防止策の
徹底

 － 1,867 1,865        1,865                     -              -              -

①児童生徒の健康診断および就学時健康診断において、医療従事者への新型コロナウイルス感染
症等の感染を予防するため、医療用マスク、フェイスシールド等を購入する。
②消耗品費（マスク、フェイスシールド等購入経費）1,865千円
③児童生徒健康診断用防護具一式1,865,556円
④市立小中学校

R4.4.1 R5.3.31
 学校医、帯同看護師用の検診時
における防護具等着用率100％と
し、感染防止を図る。

①健診時におけるマスク、手袋、フェイスシールド、アイソレーションガウン等の防護具をすべ
ての市立小中学校に配置し、学校医、帯同看護師用の判断により、必要とする防護具を
100％着用し、感染防止を図ることができた。

②児童生徒の健康診断および就学時健康診断において、医療従事者への新型コロナウイル
ス感染症等の感染を引き続き予防する。

9 27 単
 新型コロナウイルス
感染症対策資機材整
備経費

救急課  通常交付金
 ③-Ⅰ-３．感
染防止策の
徹底

 － 4,763 4,667        4,667                     -              - -             

①新型コロナウイルス感染症患者の対応にあたる救急隊員の感染防止と他の傷病者への感染拡大
防止
②需用費 4,644千円、委託料 23千円
③イ　新型コロナウイルス感染症対策資機材
　　　 感染防護衣上衣1,652着、感染防護衣下衣3,548着、フェイスシールドグラス（本体セット）200セッ
ト、合計4,644,200円
　 ロ　医療廃棄物収集運搬・処分（60L段ボール容器）
　　　　2,100円×10箱×1.1＝23,100円
④イ　救急隊員、 ロ　救急隊配置の消防署所

R4.4.1 R5.3.15

 救急活動現場での患者からの感
染を完全防止する。

目標値：感染件数０件

①感染防護衣等装備品の整備および医療廃棄物の適正な処分を行ったことにより、救急隊
員等の感染防止対策が徹底でき、隊員自身の安全確保、感染拡大防止、救急業務体制の維
持に効果があった。(救急隊員等感染件数０件）

②事業は効果的であったが、今後も社会情勢を見据えながら装備品を精査していく必要があ
る。

10 28 単
 予防業務デジタル化
推進事業

予防課  通常交付金
 ③-Ⅰ-３．感
染防止策の
徹底

 － 2,004 1,656        1,656                     -              -              -

①所管行政手続きの電子化、非接触型の受付体制の確立による新型コロナウイルスの感染拡大防
止
②需用費、備品購入費
③需用費46千円
　セキュリティUSBメモリ（14,000円×3個×1.1＝46,200円）
備品購入費1,610千円
イ　27型4Kワイド液晶ディスプレイ（42,700円×11台×1.1＝516,670円）
ロ  CADソフト（190,000円×2本×1.1＝418,000円）
ハ　43型4K対応ディスプレイ（48,000円×1台×1.1＝52,800円）
ニ　タブレットPC（163,000円×3台×1.1＝537,900円）
ホ　ネットワーク対応HDD（38,700円×2台×1.1＝85,140円）
④申請者（市民）および予防課

R4.4.1 R5.2.15

 電子申請率向上による接触機会
低減と感染防止を図る。

目標値：電子申請率13％→20％

①電子申請率が25.18％に向上し、目標を達成した。

②電子申請データの更なる活用を図るため、消防署所へデジタル基盤を拡充整備する。

11 29 単
 抗原検査キット購入
経費

 防災安全対策
課

 通常交付金
 ③-Ⅰ-３．感
染防止策の
徹底

 － 19,800 19,800      19,800                   -              - -             

①ゴールデンウィークやお盆などで県外・市外からの帰省者との接触機会が増えることや各種イベント
等の開催による新型コロナウイルス感染拡大、小中学校等の夏休み終了後、家庭内および学校内で
の新型コロナウイルス感染が想定されることから、危機管理の観点から迅速に検査が行えるよう、検
査キットを購入するもの。
②需用費
③抗原検査キット　　900円/個×20,000個×1.1＝19,800,000円
④市職員等、その他（予備等）　計20,000個

R4.5.20 R5.3.31

 陽性症状が出ていないため感染
に気がつかず出勤し、感染の拡大
につながり本市業務の遂行に支障
をきたすのを防ぐため、職場内等で
のクラスター発生０件を目指し、職
員等が迅速に検査できる体制を速
やかに整備する。

①外部との接触がある職員等に抗原検査キットを配布し迅速に検査を行うことで、感染者の
早期発見が可能となり、感染拡大による業務の停滞防止につながった。
（抗原検査キット配布数：１７，０００個）

②保管する検査キット3，000個は、新型コロナウイルス感染症の法令上の位置づけが５類と
なったが感染状況を注視し、感染が疑われる者がいた場合に使用する。

【実績】
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所管課
交付金
の区分

重点交付金
事業の種類

総事業費
(実施計画)
千円

交付金
充当経費

成果目標
経済対策
との関係

令和４年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金活用事業　実施状況および効果
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画
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以外の
特定財源

国庫補助金
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（一般財源
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12 30 単  竿燈まつり振興事業  観光振興課  通常交付金
 ③-Ⅰ-３．感
染防止策の
徹底

 － 11,368 12,174      11,368                   -              - 806          

①３年ぶりの秋田竿燈まつり開催にあたり、新型コロナウイルス感染症対策を講じながら、観覧者や
市民に安心してまつりを楽しんでいただけるよう実施するため、実施方式に応じた感染症対策を行う。
②補助金
③12,174千円（うち対象外経費806千円）
・抗原検査キット購入費　　                   55千円
・感染症対策レンタル経費　　　    　　　6,684千円
（手指消毒液等、会話補助スピーカー、救護所用テント、人流把握カメラなど）
・観覧席抗菌・消毒経費　　　　 　  　　　1,871千円
・追加警備費（雑踏整理20人増員）　 　2,060千円
・陽性者宿舎確保経費　４日×12,870円×10部屋＝515千円
・消耗品等　　　　　　　　　　　　　　　　　　183千円
・屋台村等設営、運営経費（対象外経費）806千円
④秋田市竿燈まつり実行委員会

R4.6.27 R4.9.30

 ・抗原検査キット　50個
・感染症対策箇所　16箇所（夜本部
等）
・観覧席抗菌・消毒　31,472席
・追加警備員　80名
・宿舎確保人数　40名

①新型コロナウイルス感染症対策を行ったことで、まつりにおけるクラスターは発生していな
い。
【実施項目】
・抗原検査キット　50個
・感染症対策箇所　16箇所（夜本部等）
・観覧席抗菌・消毒　31,472席
・追加警備員　80名
・宿舎確保人数　40名

②引き続き、会場内に消毒液を設置するなど、感染拡大防止につなげる。

13 31 補
 学校保健特別対策
事業費補助金

 教委総務課  通常交付金
 ③-Ⅰ-３．感
染防止策の
徹底

 － 85,500 85,494      42,747            42,747              -              -

（感染症対策等の学校教育活動継続支援事業）
①学校における新型コロナウイルス感染症対策を徹底しながら、児童生徒の学習保障をするための
取り組みを行う。
②学校における新型コロナウイルス感染症対策および児童の学習保障への取組に必要な物品等は、
校長の判断により選定する。
③学校の規模により定められた事業費を各学校へ配布する。（国補助率１／２）
○小学校　　40校　事業費　49,946,795円
○中学校　　24校　事業費　29,248,214円
○高校　　　　２校　事業費　  4,499,964円
○専修学校　１校　事業費　  1,799,786円
④市立小中高等学校等

R4.6.27 R5.2.24

 小学校40校、中学校24校、高校等
３校へ保健衛生用品等を整備する
ことにより、市立学校における感染
症対策および学習保障に向けた体
制を整備する。

①すべての市立学校において、三密を回避しながらの授業の実施など、学校の実情に応じ、
必要十分な物品を整備することができた。

②感染状況に応じ、必要な物品の購入等を検討していく。

14 32 単

 市立学校新型コロナ
ウイルス感染症対策
事業（モバイルルー
ター貸与分）

学事課  通常交付金
 ③-Ⅰ-３．感
染防止策の
徹底

 － 946 34            34                         -              - -             

①新型コロナウイルス感染症に係る臨時休業等の際に実施している「ICTを活用したオンラインの学習
サポート」を、すべての児童生徒が受けられるよう、通信環境のない家庭にレンタルのモバイルルー
ターを貸与する。
②通信運搬費　３４千円
③ルーター通信料（レンタル料込み）32,054円（@330円～@550円）
返送料2,222円
④通信環境のない家庭の児童生徒

R4.6.27 R5.3.31

 臨時休業等の際に、通信環境が
なく、モバイルルーターの貸与を希
望する家庭に対する貸与率を
100％とする。

①臨時休業等の際に、モバイルルーターの貸与を希望した家庭には100％貸与し、すべての
児童生徒が「ICTを活用したオンラインの学習サポート」を受けることができた。

②令和５年度も引き続き、臨時休業時等のオンライン学習サポートをすべての児童生徒が受
けられるよう、モバイルルーターの貸与を継続する。

15 33 単
 自主防災組織育成
事業

 防災安全対策
課

 通常交付金
 ③-Ⅰ-３．感
染防止策の
徹底

 － 12,683 10,458      10,458                   -              -              -

①コロナ禍における避難所運営の在り方を踏まえ、防災資機材の助成を受けた自主防災組織が中心
となり町内会館や公民館を自主避難先とすることで、避難者の分散、密集回避につながり、避難所で
の感染拡大の抑制となる。
②備品購入費
③(1) インバーター方式発電機
　　  　64,800円×1.1×106台＝7,555,680円
　　　　65,500円×1.1×  11台＝　792,550円
　 (2) 四方開放型１．５間×２間テント
　　　 100,500円×1.1×17張＝1,879,350円
　　　 105,000円×1.1×　2張＝　231,000円
④結成から１０年から１５年を経過し、継続的に活動している組織に対して防災資機材を助成する。

R4.7.1 R5.3.31

 自主避難所運営に携わる自主防
災組織１３６組織へ資機材を速や
かに助成することで、ウィズコロナ
における避難所運営の充実を図
り、感染対策がとられた自主避難
所を整備する。

①申請のあった自主防災組織１３０組織に防災資機材を助成したことで、災害時に感染防止
対策がとられた自主避難所を開設できる体制が整備された。

②今後の新型コロナウイルス感染症の感染拡大状況を注視し、引き続き、自主防災組織活動
を支援していく。

16 34 単
 災害対策緊急救援
物資備蓄事業

 防災安全対策
課

 通常交付金
 ③-Ⅰ-３．感
染防止策の
徹底

 － 7,180 5,827        5,827                     -              -              -

①避難所３９施設における新型コロナウイルス感染症対応の強化策として、感染経路を遮断する資機
材を購入するもの。
②災害対策用備蓄物資の購入費
③
１　備品購入費（計4,165千円）
　(1) 空気清浄機
　　　  60,000円×1.1×31台＝2,046,000円
　　  104,000円×1.1×　8台＝　915,200円
　(2) 簡易ルーム
　　　  28,800円×1.1×38張＝1,203,840円
２　需用費（計1,662千円）
　　間仕切りテント
　　　12,700円×1.1×119張＝1,662,430円
④秋田市指定避難所（39施設）

R4.7.1 R5.3.31

 購入した備蓄物資を避難所３９施
設で使用することにより、災害時に
おける避難所内の新型コロナウイ
ルス感染防止対策の更なる徹底を
図る。

①新型コロナウイルス感染症対応の強化策として、感染経路を遮断する資機材を避難所３９
施設に備蓄し、災害時に使用することにより、避難所内の新型コロナウイルス感染防止対策
の更なる徹底が図られた。(R４年度は、高齢者等避難を１回発令し、その際に避難所を開設し
ている。)

②今後の新型コロナウイルス感染症の感染拡大状況を注視し、引き続き、避難所内での感染
症対策について強化していく。

17 35 単
 体育施設整備補修
等経費

 スポーツ振興課  通常交付金
 ③-Ⅰ-３．感
染防止策の
徹底

 － 9,020 9,020        9,020                     -              - -             

①新型コロナウイルス感染拡大予防対策として、各体育施設のトイレ等手洗い設備の自動水栓化を
進め、利用者の安全確保および利便性の向上を図る。
②需用費
③修繕費単価×139台×1.1＝9,020千円
④秋田市立体育館、陸上競技場、球技場および八橋硬式野球場の４施設

R4.8.30 R5.3.9  施設内クラスター発生件数０件

①４施設における給水設備を自動化したことにより、当該施設を起因とするクラスターの発生
を防止できている。

②給水設備の自動化により、主な感染経路の一つである「接触感染」には効果的であると考
えられる一方で「飛沫感染」へのリスクも考えられることから、引き続き、自動給水設備を活用
した手洗いなどの感染予防対策を推奨したい。

18 36 単
 コミュニティセンター
等新型コロナウイル
ス感染症対策事業

 生活総務課  通常交付金
 ③-Ⅰ-３．感
染防止策の
徹底

 － 7,790 6,871        6,871                     -              -              -

①新型コロナウイルス感染症対策を踏まえた上で日常生活が正常化に向かう中、地域活動の活性化
が想定されることから、広く市民から利用されるコミュニティセンター等について、新型コロナウイルス
感染症の感染予防対策として、トイレ内洗面器の水栓設備を自動水栓に交換することで、利用者の安
全性と利便性を向上させるもの。
②需用費の修繕料
③積算根拠（対象水栓数７１箇所、計6,871,000円）
　※自動水栓費用4,668,800円、取付費679,350円、撤去費200,370円、処分費11,000円 その他諸経費
1,311,480円
④対象施設１５（地区コミュニティセンター１１（寺内、楢山、茨島、明徳、大住、浜田、港北、河辺岩見
三内、下新城、豊岩、下浜））、新屋ガラス工房、下新城交流センター、ふれあい交流館かわべおよび
河辺岩見温泉交流センター

R4.10.25 R4.12.27

 新型コロナウイルス感染症対策を
踏まえた生活が基本となってきてい
る中で、地域コミュニティの活動の
場となる施設における感染リスクの
低減につなげるため、15施設の既
存水栓を自動水栓化する。

①広く市民に利用される各地区コミュニティセンター、新屋ガラス工房、下新城交流センター、
ふれあい交流館かわべおよび河辺岩見温泉交流センターの１５施設７１箇所の水栓設備を自
動水栓に交換した。

②発電式の自動水栓が設置できなかった箇所については、今後定期的に乾電池の交換が必
要となる。

19 37 単
 市民サービスセン
ター新型コロナウイル
ス感染症対策事業

 生活総務課  通常交付金
 ③-Ⅰ-３．感
染防止策の
徹底

 － 103 52            52                         -              -              -

①新型コロナウイルス感染症対策を踏まえた上で日常生活が正常化に向かう中、地域活動の活性化
が想定されることから、広く市民から利用される市民サービスセンターについて、新型コロナウイルス
感染症の感染予防対策として、トイレ内洗面器の水栓設備を自動水栓に交換することで、利用者の安
全性と利便性を向上させるもの。
②需用費の修繕料
③積算根拠（対象水栓数１箇所、52,400円）
④対象施設１（南部市民サービスセンター）

R4.10.25 R4.12.27

 新型コロナウイルス感染症対策を
踏まえた生活が基本となってきてい
る中で、各種手続や施設を利用す
る市民の感染リスクの低減につな
げるため、１施設の既存水栓を自
動水栓化する。

①広く市民に利用される南部市民サービスセンター（１箇所）の水栓設備を自動水栓に交換し
た。

②予定通り、自動水栓に交換したため、今後の課題、対応等はない。

20 38 単
 雄物川花火大会開
催事業費補助金

 西部市民ＳＣ  通常交付金
 ③-Ⅰ-３．感
染防止策の
徹底

 － 323 286          286                       -              -              -

①新型コロナウイルス感染症対策を拡充させることで、秋田市夏まつり雄物川花火大会の来場者、主
催者の安全・安心の確保を図る。
②委託費：154千円、需用費：132千円
③委託費(三密回避を呼びかける警備員の増員)
　　@22,000円(税込)×7人＝154,000円
　需用費（大会関係者用抗原検査キット）
　　@1,650円(税込)×80個＝132,000円
④秋田市夏まつり雄物川花火大会実行委員会

R4.6.27 R5.3.3

 警備員7名増員により、確実で実
効性のある三密回避の呼びかけを
実施し、また大会関係者の事前抗
原検査により、新型コロナウイルス
感染者の事業従事を防止すること
で、大会関係者および来場者の感
染のリスクを低減する。

①三密を避けるため警備人員を７名増加したことにより、混雑等を避けることができた。大会
関係者等の抗原検査により、感染拡大の防止に努めることができた。また、極力、人の流れを
抑制するため、打ち上げ時間の短縮を図ったことも結果として大きいと思われる。

②なし

21 39 単
 土崎港まつり開催事
業費補助金

 北部市民ＳＣ  通常交付金
 ③-Ⅰ-３．感
染防止策の
徹底

 － 838 838          838                       -              -              -

①新型コロナウイルス感染症対策を拡充させることで、土崎港曳山まつりの来場者、主催者の安全・
安心の確保を図る。
②委託費：640千円、需用費：198千円
③委託費(三密回避を呼びかける警備員の増員)
　　@22,000円(税込)×2日×8人＝352,000円、@22,000円(税込)×１日×7人
　　＝154,000円、交通費一式14,000円
　　@5,000円(税込)×2日×12人＝120,000円
　需用費（大会関係者用抗原検査キット）
　　@1,320円(税込)×150個＝198,000円
④土崎港祭り実行委員会

R4.6.27 R4.9.9

 警備員１４名増員により、確実で
実効性のある三密回避の呼びかけ
を実施し、また大会関係者の事前
抗原検査により、新型コロナウイル
ス感染者の事業従事を防止するこ
とで大会関係者および来場者の感
染のリスクを低減する。

①警備員を１５名増員したことによる三密回避の呼びかけや大会関係者の事前抗原検査の
実施により、新型コロナウイルス感染症の感染防止対策を拡充させることで、土崎港曳山まつ
りの来場者、主催者の安全・安心の確保を図った。

②まつりの継続した開催には感染防止対策が不可欠であり、引き続き、三密回避や各自の感
染防止対策の実施などを周知していく。
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22 40 単
 診療所等新型コロナ
ウイルス抗原検査体
制整備経費

保健総務課  通常交付金
 ③-Ⅰ-３．感
染防止策の
徹底

 － 10,671 6,724        6,724                     -              -              -

①新型コロナウイルス感染症により、診療所においてもクラスターが発生しており、感染の拡大を防ぐ
危機管理の観点と市民が安心して診療所等を受診することができる環境の確保が必要となっているこ
とから、医科・歯科診療所、薬局の従事者を対象に、抗原検査キットを配布し、診療所等における感染
防止を図る。
②需用費（a消耗品費：抗原検査キット、検体採取用綿棒、b印刷製本費：名入れ封筒代）
役務費（c通信運搬費：文書郵送料、d手数料：抗原検査キット配布に係る梱包・配送料）
③a1@1,100円×423個＝465,300円
a2@990円×4,577個＝4,531,230円
a3@3,850円×50個（100本入）＝192,500円　※綿棒のみ
a4@1,155円×300個＝346，500円
a5@3,850円×3個（100本入）＝11,550円　※綿棒のみ
a6@17,600円×45個（10個入）＝792,000円
b@41.8×700枚＝29,260円
c@84×607通＝50,988円
d@550×504個×1.1＝304,920円
④医科・歯科診療所、薬局の従事者

R4.7.28 R5.3.31

 抗原検査キットを、対象となるすべ
ての医科・歯科診療所、薬局に配
布する（医科診療所２６６件、歯科
診療所１６０件、薬局１８３件、総数
６０９件）。

①抗原検査キットを、配付希望のあった医科・歯科診療所、薬局に配付した。（医科診療所２４
４件、歯科診療所１５５件、薬局１８３件、総数５８２件）

②対象施設の約95％に抗原検査キットを配付し、診療所等における感染拡大の防止に効果
的であったと考えられる。今後、同様の事業を行う場合には、本事業の取組を参考として、より
円滑な対応ができるものと捉えている。

23 41 単
 勤労者福祉施設等
整備事業

 産業企画課  通常交付金
 ③-Ⅰ-３．感
染防止策の
徹底

 － 4,844 3,750        3,750                     -              - -             

①広く市民から利用される産業振興部所管施設について、新型コロナウイルス感染症の感染予防対
策として、トイレ内洗面器等の水栓設備を自動水栓に交換するとともに、非接触型の電子検温器を設
置することで、利用者の安全性と利便性の向上を図る。
②需用費（消耗品費、修繕料）
③自動水栓の交換修繕　67箇所、3,707,000円
　非接触型電子検温器　19,800円×1.1×2台=43,560円
④対象施設　秋田テルサ、サンライフ秋田

R4.6.27 R5.2.28

 自動水栓化：80箇所
　・秋田テルサ　　  65箇所
　・サンライフ秋田　15箇所

非接触型電子検温器設置：2台
　・秋田テルサ　　 1台
　・サンライフ秋田　1台

①以下の感染予防対策を実施することにより、利用者の安全性と利便性の向上に繋がった。
　○自動水栓化：67箇所
　　・秋田テルサ　　  58箇所
　　・サンライフ秋田　  9箇所
　○非接触型電子検温器設置：2台
　　・秋田テルサ　　 1台
　　・サンライフ秋田　1台

②利用者によって施設が行う感染対策の要望度合いが異なるため、利用者ニーズを把握しな
がら実施する必要がある。

24 51 単
 公園施設新型コロナ
ウイルス感染症対策
事業

公園課  通常交付金
 ③-Ⅰ-３．感
染防止策の
徹底

 － 8,935 7,392        7,392                     -              - -             

①新型コロナウイルス感染症予防対策として、不特定多数が利用する公園施設のトイレ等の手洗い
場を自動水栓化することで、利用者の感染リスクを軽減させる。
②修繕料
③123台、約60,098円／台
④秋田市が管理する３公園の施設

R4.6.27 R4.12.1

 公園施設の手洗い場の蛇口123台
を自動水洗化し、感染症対策のた
めの体制を整備する。

①公園施設の手洗い場の蛇口１２３台を自動水栓化し、感染症対策のための体制を整備した
ことにより、感染リスクの軽減が図られた。

②社会経済活動の本格的な回復を受け、公園施設の利用者が増加していることから、引き続
き、感染症対策の体制を維持しながら、施設の安全性と利便性の向上に取り組んでいく。

25 53 単

 市立学校新型コロナ
ウイルス感染症対策
事業（小・中学校自動
水洗化分）

 教委総務課  通常交付金
 ③-Ⅰ-３．感
染防止策の
徹底

 － 81,983 58,272      58,272                   -              - -             

①新型コロナウイルス感染症の感染が小・中学校で長期化していることから、対策の強化のため、市
立小中学校の手洗い場の蛇口を自動水洗化する。
②修繕費、手数料　58,272千円（小学校分42,752千円、中学校分15,520千円）
③＜小学校分内訳＞
・【修繕料】自動水栓化　42,714,752円
@36,180円～86,560円
※単価は設置した水栓の種類により異なる
・【手数料】警備手数料（休日作業）　37,400円（4校）
＜中学校分内訳＞
・【修繕料】自動水栓化　15,462,048円
@36,180円～86,560円
※単価は設置した水栓の種類により異なる
・【手数料】自動水栓化に伴う調査等　58,300円（2校）
④市立小中学校

R4.6.27 R5.2.20
 日常的に手洗いで使用する蛇口
の50％を自動水洗化し、感染症対
策のための体制を整備する。

①学校の手洗いの使用状況等の実情に応じた自動水栓化を行い、感染症対策のための体制
が整備された。
（参考：自動水栓化された割合約35%）

②使用状況の実情に応じ、自動水栓化が必要な蛇口があれば修繕を行うなど、感染症対策
のための体制を維持していく。

26 54 単
 教育研究所新型コロ
ナウイルス感染症対
策事業

 教育研究所  通常交付金
 ③-Ⅰ-３．感
染防止策の
徹底

 － 1,726 1,320        1,320                     -              -              -

①新型コロナウイルス感染症対策の強化のため、教職員および児童・生徒や保護者が来所する教育
研究所の手洗い場の蛇口を自動水洗化するとともに、サーマルカメラを整備する。
②修繕料1,188千円、備品購入費132千円
③自動水洗化12台　1,188,000円
サーマルカメラ1台　132,000円
④教育研究所

R4.6.27 R4.12.28

 手洗い場の蛇口12台を自動水洗
化するとともに、顔認証サーマルカ
メラ1台を設置し、感染症対策のた
めの体制を整備する。

①手洗い場の蛇口12台を自動水洗化するとともに、顔認証サーマルカメラ1台を設置すること
により、感染症対策のための体制が整備された。

②使用状況の実情に応じ、自動水栓化が必要な蛇口があれば修繕を行うなど、感染症対策
のための体制を維持していく。

27 55 単
 市立図書館新型コロ
ナウイルス感染症対
策事業

 中央図書館明
徳館

 通常交付金
 ③-Ⅰ-３．感
染防止策の
徹底

 － 10,168 10,167      10,167                   -              -              -

①新型コロナウイルス感染症対策の強化のため、不特定多数の市民が利用する市立図書館の手洗
い場の蛇口を自動水栓化するとともに、図書除菌機やサーマルカメラを整備する。
②需用費1,323千円、備品購入費8,844千円
③図書除菌機（６施設各１台）1,320,000円×６台＝7,920,000円
　サーマルカメラ（６施設の出入口７か所分）132,000円×７台＝924,000円
　自動水栓化（６施設21か所、工賃等含む一式）1,323,300円
④市立図書館

R4.6.27 R4.11.17

 市立図書館６施設に図書除菌機６
台、サーマルカメラ７台を設置する
とともに、手洗い場の蛇口を自動水
栓化し、感染症対策のための体制
を整備する。

①図書除菌機およびサーマルカメラの設置、手洗い場の自動水栓化を全て実施し、感染症対
策が十分図られたほか、来館者から好評を得た。

②アンケート調査を実施し、さらなるに利用環境の向上について検討する。

28 56 単

 市立学校新型コロナ
ウイルス感染症対策
事業（附属高等学院
自動水洗化分）

 秋田公立美術
大学附属高等
学院

 通常交付金
 ③-Ⅰ-３．感
染防止策の
徹底

 － 1,654 825          825                       -              -              -

①新型コロナウイルス感染症の感染が長期化していることから、対策強化のため校内のトイレ等に自
動水栓を設置する。
②修繕料825千円
③自動水栓設備
　（立水栓@27,600円×19台＋自在水栓@28,200円×7台＋諸経費28,200円）×1.1＝825,000円
④秋田公立美術大学附属高等学院

R4.6.27 R4.10.28
 手洗い場の蛇口26台を自動水洗
化し、高等学校等における感染症
対策に向けた体制を整備する。

①手洗い場の蛇口26台を自動水栓化し、感染症対策のための体制が整備された。

②使用状況の実情に応じ、自動水栓化が必要な蛇口があれば修繕を行うなど、感染症対策
のための体制を維持していく。

29 57 単
 常備消防人件費（防
疫等業務手当分）

消防総務課  通常交付金
 ③-Ⅰ-３．感
染防止策の
徹底

 － 11,520 9,501        9,489                     -              -             12

①新型コロナウイルス患者又はその疑いのある者への対応を行った救急隊員等に支給する防疫等業
務手当（人件費）
②職員手当９，４８９千円（充当経費分）
③対象範囲ごとの支給単価×従事職員数　9,489,510円
　 4,000円×2,352人＝9,408,000円
　 3,000円×6人＝18,000円
　　 290円×219人＝63,510円
④救急隊員等

R4.4.1 R5.3.31

 支給基準に基づき厳正に支給処
理を行う。

目標値：支給処理率100％

①対象となる職員に対し、適正に防疫等業務手当が支給され、支給処理率100％の目標に達
した。

②新型コロナウイルスの法令上の位置づけが、５類感染症になったことに伴い、以後は支給し
ない取扱いとしている。

30 58 単
 新型コロナウイルス
感染症対策事業

健康管理課  通常交付金
 ③-Ⅰ-３．感
染防止策の
徹底

 － 11,633 12,574      12,574                   -              - -             

①新型コロナウイルス感染症のまん延を防止するため、行政検査を実施し、入院治療が必要な方へ
医療費を公費負担するなど感染対策を図る。
②役務費
a通信運搬費（Ｗeb会議通信料）
b手数料　支払審査手数料（医療機関への委託分）
c手数料　支払審査手数料（入院医療費分）
③a'@7,590円×12か月=91,080円
b'12,299,207円
c'183,843円
④新型コロナウイルス感染症に関するＷｅｂ会議通信料、行政検査および入院患者に対する公費負
担分の審査支払機関に支払う手数料

R4.4.1 R5.3.31

 ・会議のオンライン率を100%に引き
上げ、感染拡大を防止する。
・医療機関に委託しているＰＣＲ検
査等の行政検査によって、検査を
希望する方々が100％受診すること
ができるよう努めるとともに、これに
伴う診査機関への手数料の支払を
円滑に行う。

①・秋田県主催による新型コロナウイルス感染症対策調整本部検討会および協議会へのWeb
会議での参加について、オンライン率100%を達成した。（19回）
・県と連携して検査・医療体制の整備を図ることができた。
・新型コロナウイルスの行政検査に協力する医療機関を増やしたことで、検査を希望する方々
が受診できる体制を整備した。また、保険適用となる行政検査や入院医療費公費負担の支払
いについて、支払審査機関を通すことにより適切かつ効率的に行われた。

②Ｗｅｂ会議を通じ、県と連携して検査・医療体制の整備を図ることができたほか、保険適用と
なる行政検査や入院医療費公費負担の支払いについて、支払審査機関を通すことにより適
切かつ効率的に行われた。今後、同様の事業を行う場合には、本事業の取組を参考にして、
より円滑な対応ができるものと考えている。

31 59 補
保育対策総合支援事
業費補助金

子ども育成課 通常交付金
③-Ⅰ-３．感
染防止策の
徹底

－ 1,563        962          474          473          -             15            

（公立保育所業務効率化推進事業）
①公立保育所の新型コロナウイルス感染症の感染防止対策として、保護者との連絡強化、接触機会
の縮減および感染症対応により業務が増えている保育士の負担軽減等を図る観点から、ICT等を活
用した業務システムを導入する。
②業務システムの導入経費
③通信運搬費（システム利用料、インターネット使用料）779千円、業務委託料（インターネット回線改
修工事）59千円、機械器具借上料（タブレット賃借料）124千円
④公立保育所２施設

R4.4.1 R5.3.31

公立保育所２施設へICT等を活用
した業務システム等を導入すること
で、保護者との連絡強化、接触機
会の縮減および保育士等の負担軽
減を図る。

①公立保育所２施設へICT等を活用した業務システムを導入したことで、保護者との連絡強
化、接触機会の縮減などの感染拡大防止対策を図ることができ、継続した保育の提供を行う
ことができたほか、保育士等の負担軽減にもつながった。

②事業の効果を検証したうえで残りの施設への導入を検討する。

32 60 補
子ども・子育て支援交
付金

子ども育成課 通常交付金
③-Ⅰ-３．感
染防止策の
徹底

－ 27,900      12,922      4,308        4,307        4,307        -             

（放課後児童健全育成事業）
①新型コロナウイルス感染症の感染防止対策に必要な経費を支援する。
②マスク等の購入経費、職員の研修受講費および勤務時間外に消毒等を行った場合の時間外勤務
手当等を負担する。
③利用定員
　19人以下　　　 21千円
　20人以上　12,901千円
　※D欄4,307千円は県補助（国1/3、県1/3、市1/3）
④放課後児童クラブの運営者

R4.4.1 R5.3.31

事業を実施している全54施設に対
し、事業を継続的に提供していくた
めに必要な感染症対策にかかる経
費を補助することで、感染拡大防
止を図る。

①・利用定員１９人以下（１施設）　１支援単位へ支援実施
　　・利用定員２０人以上（５０施設）　６２支援単位へ支援実施
マスク、消毒液等の購入経費等にかかる経費を負担し、感染拡大防止対策を徹底することが
でき、安定した運営が行えた。

②令和５年度事業実施予定
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③積算根拠（対象数、単価等）
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【実績】
事業
始期

33 61 補
母子保健衛生費補助
金

子ども健康課 通常交付金
③-Ⅰ-３．感
染防止策の
徹底

－ 7,666        170          85            85            -             -             

（新型コロナウイルス感染症対策妊産婦支援事業）
①新型コロナウイルス感染に不安を抱える妊婦に対する分娩前検査の費用を補助するとともに、感染
した妊産婦への寄り添い型支援を行い、妊産婦の不安の軽減を図るもの。
②委託料、負担金、補助及び交付金
③分娩前検査経費
　　委託料　　　20千円×７件＝140千円
　　償還払い　 30千円（２件）
④検査：不安を抱えて新型コロナウイルス検査を希望する妊婦
　 寄り添い：新型コロナウイルスに感染し、寄り添い型支援を希望する妊産婦

R4.4.1 R5.3.31

本事業の委託契約を締結し、事業
を実施する医療機関の数

15医療機関
（実施可能な体制が整備されてい
る県内医療機関数15)

①委託医療機関　１５医療機関
　助成件数　　１０件（うち交付金対象　９件）
　感染不安を抱える妊婦の検査費用を助成することにより、妊婦の不安の軽減が図られた。

②令和４年度で事業終了

34 62 単
新型コロナウイルス
感染症対策妊産婦支
援事業（市単独分）

子ども健康課 通常交付金
③-Ⅰ-３．感
染防止策の
徹底

－ 1,011        46            46            -             -             -             

（新型コロナウイルス感染症対策妊産婦支援事業：市単独金額上乗せ分）
①新型コロナウイルス感染に不安を抱える妊婦に対する分娩前検査の費用を補助するとともに、感染
した妊産婦への寄り添い型支援を行い、妊産婦の不安の軽減を図るもの。
②需用費、役務費、委託料
③検査委託料　2,430円×７件＝17千円
　 事務経費　　 29千円
④検査：不安を抱えて新型コロナウイルス検査を希望する妊婦
　 寄り添い：新型コロナウイルスに感染し、寄り添い型支援を希望する妊産婦

R4.4.1 R5.3.31

本事業の委託契約を締結し、事業
を実施する医療機関の数

15医療機関
（実施可能な体制が整備されてい
る県内医療機関数15)

①委託医療機関　１５医療機関
　助成件数　　１０件（うち交付金対象　９件）
　感染不安を抱える妊婦の検査費用を助成することにより、妊婦の不安の軽減が図られた。

②令和４年度で事業終了

35 63 補
母子保健衛生費補助
金

子ども健康課 通常交付金
③-Ⅰ-３．感
染防止策の
徹底

－ 18,555      15,959      7,355        7,979        -             625          

（乳幼児健康診査個別実施支援事業）
①感染拡大を防止するため、集団健診を中止し、医療機関での個別健診に変更する。
②委託料
③個別医療機関方式の業務委託料
小児科5,605円×受診者（1歳6か月児1,743人＋3歳児1,770人）－集団健診分7,932千円＝11,759千円
歯科3,476円×受診者（1歳6か月児1,458人＋3歳児1,522人）－集団健診分6,549千円＝3,809千円
その他委託391千円
11,759千円＋3,809千円＋391千円＝15,959千円
④集団健診から個別健診に変更された幼児

R4.4.1 R5.3.31

集団健診時と同等の受診率

１歳６か月児　98.5％
３歳児　　　　　98.2％

①受診率　1歳6か月児健診　　99.9%
 　　 　　　　3歳児健診　　　  　  93.6%

　集団健診から個別健診に移行したことにより、感染リスクの低減が図られるとともに、母子保
健法に定める対象期間内の健診が可能となった。

②今後の感染症の動向をみながら、集団健診への切り替えについて検討する。

36 64 単
乳幼児健康診査事業
（個別健診印刷製本
費分）

子ども健康課 通常交付金
③-Ⅰ-３．感
染防止策の
徹底

－ 576          558          558          -             -             -             

①感染拡大を防止するため、集団健診を中止し、医療機関での個別健診に変更する。
②印刷製本費558千円
③健康診査票（１歳６か月児・３歳児）462千円
　 幼児歯科健診実施報告書（１歳６か月児・３歳児）96千円
④集団健診から個別健診に変更された幼児

R4.4.1 R5.3.31

集団健診時と同等の受診率

１歳６か月児　98.5％
３歳児　　　　　98.2％

①受診率　1歳6か月児健診　　99.9%
 　　 　　　　3歳児健診　　　  　  93.6%

　集団健診から個別健診に移行したことにより、感染リスクの低減が図られるとともに、母子保
健法に定める対象期間内の健診が可能となった。

②今後の感染症の動向をみながら、集団健診への切り替えについて検討する。

37 66 補
児童福祉事業対策費
等補助金

 子ども総務課 通常交付金
③-Ⅰ-３．感
染防止策の
徹底

－ 1,500        1,500        750          750          -             -             

（母子生活支援施設新型コロナウイルス感染症対策事業）
①感染拡大防止対策に必要な経費を支援する。
②マスク等の購入経費、職員の研修受講費および勤務時間外に消毒等を行った場合の時間外勤務
手当等を負担する。
③500千円×３施設
④母子生活支援施設

R4.4.1 R5.3.31 母子生活支援施設 ３施設

①対象施設：３施設
マスク、消毒液等の購入経費を補助することで、入所世帯が安心して生活ができる環境を整
備し、感染拡大防止を図った。

②国の動向を注視し、支援について検討する。

38 67 補
子ども・子育て支援交
付金

子ども育成課 通常交付金
③-Ⅰ-３．感
染防止策の
徹底

－ 1,800        867          289          289          289          -             

（病児・病後児保育事業（体調不良児対応型））
①新型コロナウイルス感染症の感染防止対策に必要な経費を支援する。
②マスク等の購入経費、職員の研修受講費および勤務時間外に消毒等を行った場合の時間外勤務
手当等を負担する。
③300千円×2施設　184千円×1施設　83千円×1施設
④病児保育事業の実施施設

R4.4.1 R5.3.16

事業を実施している全6施設に対
し、事業を継続的に提供していくた
めに必要な感染症対策にかかる経
費を補助することで、感染拡大防
止を図る。

①対象施設：４施設
マスク、消毒液等の購入経費を補助することで、保護者が安心して子育てができる環境を整
備し、感染拡大防止を図った。

②令和５年度事業実施予定

39 68 補
子ども・子育て支援交
付金

子ども育成課 通常交付金
③-Ⅰ-３．感
染防止策の
徹底

－ 900          899          301          299          299          -             

（病児・病後児保育事業（病後児対応型））
①新型コロナウイルス感染症の感染防止対策に必要な経費を支援する。
②マスク等の購入経費、職員の研修受講費および勤務時間外に消毒等を行った場合の時間外勤務
手当等を負担する。
③300千円×2施設　299千円×1施設
④病児保育事業の実施施設

R4.4.1 R5.3.16

事業を実施している全3施設に対
し、事業を継続的に提供していくた
めに必要な感染症対策にかかる経
費を補助することで、感染拡大防
止を図る。

①対象施設：３施設
マスク、消毒液等の購入経費を補助することで、保護者が安心して子育てができる環境を整
備し、感染拡大防止を図った。

②令和５年度事業実施予定

40 69 補
子ども・子育て支援交
付金

子ども育成課 通常交付金
③-Ⅰ-３．感
染防止策の
徹底

－ 600          300          100          100          100          -             

（病児・病後児保育事業（病児対応型））
①新型コロナウイルス感染症の感染防止対策に必要な経費を支援する。
②マスク等の購入経費、職員の研修受講費および勤務時間外に消毒等を行った場合の時間外勤務
手当等を負担する。
③300千円×1施設
④病児保育事業の実施施設

R4.4.1 R5.3.16

事業を実施している全2施設に対
し、事業を継続的に提供していくた
めに必要な感染症対策にかかる経
費を補助することで、感染拡大防
止を図る。

①対象施設：１施設
マスク、消毒液等の購入経費を補助することで、保護者が安心して子育てができる環境を整
備し、感染拡大防止を図った。

②令和５年度事業実施予定

41 70 補
保育対策総合支援事
業費補助金

子ども育成課 通常交付金
③-Ⅰ-３．感
染防止策の
徹底

－ 46,750      37,938      18,382      18,877      -             679          

（保育所等新型コロナウイルス感染症対策事業）
①-1保育所等において事業を継続的に行うため、職員が感染症対策の徹底を図りながら、感染症に
対する強い体制を整える。
①-2感染拡大防止対策として、保護者との連絡強化、接触機会の縮減および感染症対応により業務
が増えている保育士の負担軽減等を図る観点から、ICT等を活用した業務システムの導入に必要な
経費を支援する。
②-1感染症対策に関する業務に伴う職員手当、マスクや消毒液等の購入経費
②-2業務システムの導入経費
③-1公立保育所・私立保育所等
・定員19人以下　上限額300千円　16施設　4,519千円
・定員20人以上59人以下　上限額400千円　14施設　5,437千円
・定員60人以上　上限額500千円　54施設　25,805千円
③-2私立保育所
・上限額750千円　2施設　1,500千円
③－３その他679千円
④-1公立保育所6施設・私立保育所等78施設
④-2私立保育所2施設

R4.4.1 R5.3.30

・事業を実施している全１０１施設
に対し、事業を継続的に提供してい
くために必要な感染症対策にかか
る経費を補助することで、感染拡大
防止を図る。
・事業を実施している全５施設に対
し、ICT等を活用した業務システム
等を導入することで、保護者との連
絡強化、接触機会の縮減および保
育士等の負担軽減を図る。

①・事業を実施している８４施設に対し、必要な感染症対策にかかる経費を補助することで、
感染拡大防止を図ることができ、事業を継続的に提供することができた。
・私立保育所２施設へICT等を活用した業務システムを導入したことで、保護者との連絡強
化、接触機会の縮減などの感染拡大防止対策を図ることができ、事業を継続的に提供するこ
とができたほか、保育士等の負担軽減にもつながった。

②令和５年度事業実施予定

42 75 単

保健所人件費（兼務
職員および動員職員
の時間外勤務手当
分）

保健総務課 通常交付金
③-Ⅰ-３．感
染防止策の
徹底

－ 72,090      42,615      42,615      -             -             -             

①新型コロナウイルス感染症の感染拡大により逼迫する保健所業務に対応するため、他部局からの
応援体制を整備し、人員の確保を図る。
②保健所への兼務職員および動員職員の時間外勤務手当分
③保健所への兼務職員および動員職員の時間外勤務手当見込額
　４月～３月分　計42,615,363円
④秋田市保健所

R4.4.1 R5.3.31

対象職員に時間外勤務手当を適
切に支給する。

目標値：対象職員への手当支給率
100%

①対象職員に時間外勤務手当を適切に支給した。
達成状況：対象職員への手当支給率100%

②今後も引き続き、適切に手当を支給する。

43 112 単

学校給食費管理費
（学校給食費会計繰
出金（出席停止等対
応分））

学事課 通常交付金
③-Ⅰ-３．感
染防止策の
徹底

－ 30,128      25,760      25,760      -             -             -             

①新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、新型コロナ罹患等により、市立小中学校で出
席停止等があった場合の給食費について、保護者負担とせず、市負担とするもの。
②学校給食費会計への繰出金25,760千円
③出席停止分：23,386,974円（30,940人）、学級閉鎖分：2,373,749円
④市立小中学校児童生徒等

R4.4.1 R5.3.20

新型コロナウイルス感染症の罹患
等により出席停止等となった場合
の給食費を100％市負担とし、感染
拡大を防止する。

①急な出席停止、学級閉鎖等となった給食費を100％市負担とし、保護者負担の軽減を図り
ながら、感染拡大を防止することができた。

②感染法上の位置づけが５類感染症へ移行したことに伴い、急な出席停止等の給食費につ
いては、従前どおり保護者負担とした。

44 117 単
新型コロナウイルス
感染症対策資機材整
備経費

救急課 通常交付金
③-Ⅰ-３．感
染防止策の
徹底

－ 39,853      35,620      35,620      -             -             -             

①新型コロナウイルス感染症患者の対応にあたる救急隊員の感染防止と他の傷病者への感染拡大防止
②需用費、備品購入費
③ア　需要費32,742千円
　　(ｱ)　フェイスシールド 8,440セット 5,970,800円
　　(ｲ)　フェイスシールド スペアレンズ 950円×192箱×1.1＝200,640円
　　(ｳ)　３M Ｎ95マスク　2,600円×502箱×1.1＝1,435,720円
　　(ｴ)　Protect+Atypeディスポカバー　5,100円×32箱×1.1＝179,520円
　　(ｵ)　陰圧装置付隔離型搬送資機材専用フィルター
　　　　　25,200円×78個×1.1＝2,162,160円
　　(ｶ)　ビデオ喉頭鏡付属品一式　40,180円×12隊×1.1＝530,376円
　　(ｷ)　抗ウイルス性敷布団　9,000円×173枚×1.1＝1,712,700円
　　(ｸ)　感染防止衣（ディスポーザブルタイプ）
　　　　　1,650円×4,000着×1.1＝7,260,000円
　　(ｹ)　感染防止衣（ディスポーザブルタイプ）
　　　　　1,800円×1,000着×1.1＝1,980,000円
　　(ｺ)　感染防止衣（カバーオール型）1,280円×4,000着×1.1＝5,632,000円
　　(ｻ)　メディカルグローブ　1,375円×1,460箱×1.1＝2,208,250円
　　(ｼ)　ラリンゲアルチューブ　4,320円×350個×1.1＝1,663,200円
　　(ｽ)　人工鼻　800円×350個×1.1＝308,000円
　　(ｾ)　異物除去鉗子　19,000円×12隊×2本×1.1＝501,600円
　　(ｿ)　高濃度酸素マスク　4,580円×198箱×1.1＝997,524円
　イ　備品購入費2,878千円
　　(ｱ)　Protect+Atype　32,000円×9隊×1.1＝316,800円
　　(ｲ)　ビデオ喉頭鏡　194,000円×12隊×1.1＝2,560,800円
④　救急隊員等

R4.9.28 R5.3.31

救急活動現場での患者からの感染
を完全防止する。

目標値：感染件数０件

①新型コロナウイルス感染症患者の救急搬送急増に伴い、感染防護衣等装備品の使用量が
増加したため、補正を行ったことによって救急隊員の感染防止対策が万全となり、隊員自身の
安全確保、感染拡大防止、救急業務体制の維持に効果があった。(救急隊員等感染件数０
件）
また、新型インフルエンザ等対策のための備蓄を切り崩しながら使用した感染防護衣等の必
要数を確保できた。

②事業は効果的であったが、今後も社会情勢を見据えながら装備品を精査していく必要があ
る。
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【実績】
事業
始期

45 119 単
職員人件費（時間外
勤務手当）

財政課 通常交付金
③-Ⅰ-３．感
染防止策の
徹底

－ 50,000      50,260      50,253      -             -             7             

①新型コロナウイルス感染症関連業務に従事する職員に対して時間外勤務手当を支給する。
②職員の時間外勤務手当
③職員の時間外勤務手当50,260千円
④新型コロナウイルス感染症関連業務に従事する職員

R4.4.1 R5.3.31

対象職員に時間外勤務手当を適
切に支給する。

目標値：対象職員への手当支給率
100%

①対象職員に時間外勤務手当を適切に支給した。

②今後も適切に支給する。

46 13 単

 農業ブランド確立事
業（農産品等販売促
進）（通販サイト「あき
たづくし」キャンペーン
事業）

 産業企画課  通常交付金
 ③-Ⅰ-４．事
業者への支
援

 － 53,421 51,190      51,190                   -              -              -

①新型コロナウイルス感染症により売上減少等の大きな影響を受けている地元事業者を支援するた
め、秋田中央地域地場産品活用促進協議会が運営する、あきたの特産品通販サイト「あきたづくし」
の事業において、販売促進を目的としたキャンペーンを実施することで、地元産品を全国的にＰＲす
る。
②負担金
③秋田中央地域地場産品活用促進協議会への負担金
51,190千円
④秋田中央地域地場産品活用促進協議会

R4.4.1 R5.3.31
 売上目標　約30,000件
　　　　　　 約１億２千万円

①あきたの特産品通販サイト「あきたづくし」において、販売を促進するキャンペーンを実施し
た。売上目標は達成しなかったものの、9千万円を超える売上となり、新型コロナウイルス感染
症により売上減少等の大きな影響を受けている事業者の支援につながった。
　売上実績　件数：24,955件
　　　　　　　　売上金額：91,884千円

②事業者の売上げ拡大につながるよう、「あきたづくし」サイトやキャンペーンの効果的な周知
に努める。

47 14 単
 商店街振興事業（新
型コロナウイルス感
染症対策特別枠）

 商工貿易振興
課

 通常交付金
 ③-Ⅰ-４．事
業者への支
援

 － 30,000 9,864        9,864                     -              -              -

①新型コロナウイルス感染症により深刻な影響を受けている市内商店街等に対して支援を行うことに
より、商店街の賑わい創出と地域経済の回復を図る。
②補助金
③9,864千円
・1,000千円×7件＝7,000千円
・864千円×1件＝864千円
・844千円×1件＝844千円
・834千円×1件＝834千円
・322千円×1件＝322千円
④秋田市商店街連盟に加盟する商店街、秋田市商店街連盟、秋田商工会議所、河辺雄和商工会

R4.4.1 R5.3.31  補助件数：30件

①補助件数は目標に満たなかったものの、市内商店街等が実施したイベント等に支援を行う
ことで、地域経済の回復を図った。
・補助決定件数：11件
・補助金額：9,864千円

②補助対象商店街からの実績報告からも事業は効果的であったと考えられるが、今後更に商
店街の活性化が図られるよう交付金事業に限らず支援を継続していく。

48 15 単
 地域中小企業団体
等支援事業

 商工貿易振興
課

 通常交付金
 ③-Ⅰ-４．事
業者への支
援

 － 30,000 16,215      16,215                   -              -              -

①新型コロナウイルス感染症の影響により業績が悪化した各業界、業種を代表する団体等が、業績
の改善等を目的に実施する事業を支援することにより、地域経済の回復を図る。
②補助金
③16,215千円
・1,000千円×10件＝10,000千円
・976千円×2件＝1,952千円
・957千円×1件＝957千円
・924千円×1件＝924千円
・920千円×1件＝920千円
・681千円×1件＝681千円
・520千円×1件＝520千円
・261千円×1件＝261千円
④本市内の各業界・業種を代表する団体、組合等
　本市内にある商工団地等

R4.4.1 R5.3.31  補助件数：30件

①補助件数は目標に満たなかったものの、各業界、業種を代表する団体等に対し、業績の改
善等を目的に実施した事業に補助金を支給することで、地域経済の回復を図った。
・補助決定件数：18件
・補助金額：16,215千円

②本制度を利用した団体からは、業界全体の業績を改善するための事業を行いたいが、自己
資金に乏しく、事業を実施しづらい状況にあるとの声が聞かれたことから、交付金事業に限ら
ず、団体への支援を継続するための施策を検討していく。

49 16 単
 新型コロナウイルス
感染症対策プレミア
ム付商品券発行事業

 商工貿易振興
課

 通常交付金
 ③-Ⅰ-４．事
業者への支
援

 － 285,258 285,258     285,258                  -              -              -

①新型コロナウイルス感染症の影響により厳しい状況にある市内商店や飲食店等における販売促進
を図るとともに、地域消費を喚起し、市内経済の回復に資するため、独自の商品券を発行する。
②補助金
③285,258千円
商品券助成分　200,000千円
印刷製本費　16,018千円
通信運搬費　6,234千円
宣伝広告費　6,463千円
事務手数料　34,543千円
委託料　5,055千円
消耗品費　313千円
事務所運営費　4,298千円
人件費（実行委員会分）　12,334千円
④２０２２年度秋田市プレミアム付商品券事業実行委員会に補助金を交付し、商品券事業を実施

R4.4.1 R5.3.31  利用率：100％

①本市独自の商品券を発行することで、新型コロナウイルス感染症の影響により厳しい状況
にある市内商店や飲食店等における販売促進や市内経済の回復を図った。
・利用率：99.7％

②目標に近い利用率を達成し、市内経済の回復に一定の効果があった。今後実施する場合
の課題として、希望者が購入しやすく、事業者の事務負担が軽減できるよう電子券の発行な
ど新たな販売方法を検討する必要がある。

50 17 単
 新型コロナウイルス
感染症対策業態転換
等支援事業

 商工貿易振興
課

 通常交付金
 ③-Ⅰ-４．事
業者への支
援

 － 20,000 7,970        7,970                     -              -              -

①新型コロナウイルス感染症の影響を受け、売上げが減少した事業者が行う業態転換や新分野進
出、デジタル技術の活用等の取組に対して補助し、ウィズコロナ、アフターコロナに対応できる経営体
制の構築促進および本市経済の活性化を図る。
②補助金
③7,970千円
・1,000千円×5件＝5,000千円
・917千円×1件＝917千円
・875千円×1件＝875千円
・740千円×1件＝740千円
・350千円×1件＝350千円
・88千円×1件＝88千円
④市内に事業所等があり現に営業を行っている中小企業または個人事業主で、令和３年４月以降の
任意の３ヶ月の売上高が前年もしくは前々年の同期間と比較し５％以上減少しているもの。

R4.6.8 R5.3.31  補助件数：20件

①補助件数は目標に満たなかったものの、市内事業者が実施した業態転換や新分野進出、
デジタル技術の活用等の取組に対して補助することで、ウィズコロナ、アフターコロナに対応で
きる経営体制の構築促進および本市経済の活性化を図った。
・補助決定件数：10件
・補助金額：7,970千円

②今後も事業者は人手不足や物価高騰に対応するため新分野進出や業態転換、生産性向
上への取組が求められる。そのような市内事業者の取組を支援するためにも、国・県の動向
を注視しつつ、事業内容の見直しなどを検討していく。

51 18 単
 デジタル技術活用生
産性向上支援事業

 商工貿易振興
課

 通常交付金
 ③-Ⅰ-４．事
業者への支
援

 － 812 64            64                         -              -              -

①デジタル技術を活用して業態の転換、収益力の向上、生産性の向上等に取り組もうとする事業者に
対して専門家を派遣し、技術導入に関する相談支援を実施することで、市内事業者がウィズコロナ、ア
フターコロナに対応可能なデジタルトランスフォーメーションを促進する。
②専門家訪問相談にかかる報償金
③64千円
・8千円×5時間×1件＝40千円
・8千円×2時間×1件＝16千円
・8千円×1時間×1件＝8千円
④市内に事業所等があり現に営業を行っている中小企業者

R4.4.1 R5.3.31  訪問件数：５件

①訪問件数は目標に満たなかったものの、専門家により市内事業者のデジタル技術導入に
関する相談支援を実施することで、市内事業者がウィズコロナ、アフターコロナに対応可能な
デジタルトランスフォーメーションを促進した。
・訪問件数：３件

②市内企業ではまだデジタル技術に関する相談が少ないことから、今後は相談事業以前に、
導入に向けた機運醸成を促す必要がある。

52 23 単  営農継続支援事業
 農業農村振興
課

 通常交付金
 ③-Ⅰ-４．事
業者への支
援

 － 53,923 38,827      38,827                   -              -              -

①コロナ禍における令和３年度米価下落により農家経営に大きく影響が及んでいることから、主食用
米の作付けに必要な経費の一部を補助することで、営農継続に向けた支援を行うもの。
②主食用米の作付けに要する経費の一部に対する補助金
③消耗品費　182千円、通信運搬費　7千円、委託料　410千円、補助金　38,228千円（対象数：1,594
人、対象面積：2,548.56ha、補助単価：1,500/10a）
④令和４年度産主食用米を作付けする農業者で次のいずれにも該当するもの。
１）　秋田市農業再生協議会が示した「生産の目安」に沿って主食用米を作付けしている者であること
２）　令和３年度に主食用米の出荷実績があること

R4.4.1 R5.3.31
 令和３年度から令和４年度に営農
を継続する農業者数　1,615人

①主食用米の作付に要する経費の一部を助成したことで稲作農家の負担軽減が図られ、営
農継続につながった。概ね成果目標（見込人数）を達成しており、離農を防ぐ効果があったも
のと考える。
・助成対象：1,594人
　（令和３年度から令和４年度に営農を継続した農業者）

②令和４年度の米価はやや回復したものの収量低下や農業資材の高騰等により、依然として
厳しい状況が続いており、経営安定のための継続支援が必要。

53 43 単
 秋田の食と産品堪能
スタンプラリー事業

 商工貿易振興
課

 通常交付金
 ③-Ⅰ-４．事
業者への支
援

 － 43,000 41,738      41,738                   -              - -             

①プレミアム付商品券取扱店舗に加盟する飲食店等を対象としたスタンプラリーを実施し、新型コロナ
ウイルス感染症の影響を受ける市内事業者の販売促進や地域消費を喚起し、地域経済の回復を図
る。
②補助金
③41,738千円
商品券　24,000千円
・3千円×6,000セット＝18,000千円
・30千円×  200セット＝ 6,000千円
印刷製本費　3,464千円
通信運搬費　1,732千円
宣伝広告費　5,274千円
事務手数料　288千円
委託料　100千円
事務所運営費　1,555千円
人件費　5,325千円
④２０２２年度秋田市商品券事業実行委員会に補助金を交付し、スタンプラリー事業を実施

R4.7.1 R5.3.31  利用率：100％

①複数店舗のスタンプを応募条件とすることで、利用店舗の拡大を促進するとともに、景品を
プレミアム付商品券とすることでさらなる消費喚起が図られた。
・利用率：100％

②スタンプラリーの応募および景品の商品券使用により、販売促進や消費喚起に一定の効果
があったと考えられるが、今後実施する場合には、スタンプラリー実施期間の拡大など、より
効果的な実施方法について検討する。

54 48 単
 農業経営収入保険
加入促進事業

 農業農村振興
課

 通常交付金
 ③-Ⅰ-４．事
業者への支
援

 － 3,666 2,941        2,941                     -              -              -

①国際情勢等の影響による燃料・資材等の価格高騰や、コロナ禍における農産物価格の低迷など、
農業経営における様々なリスクが顕在化し、農業者が大きな影響を受けていることから、その影響を
緩和する支援として、先行きが不透明な農業経営に対するセーフティネットである国の収入保険制度
への加入を促進するもの。
②収入保険の保険料に対する補助金
③補助金　2,941千円（対象数：114経営体、補助単価：掛捨て保険料の１／４）
④令和４年度中に収入保険の新規契約、または更新契約を行うもの。

R4.7.1 R5.3.31
 令和４年度における収入保険の加
入経営体数　120経営体

①成果目標には達しなかったものの、共済組合への問合せが増えたほか、新規加入件数が
前年度と比べて大幅に増（ Ｒ３:７件 → Ｒ４：19件 ）となるなど、加入促進が図られた。
・令和４年度における収入保険の加入経営体数　114経営体
　(新規契約：19経営体、更新契約：95経営体)

②助成による支援は実施しないが、引き続き加入促進のためのPRを図っていく。
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55 77 単
新型コロナウイルス
感染症対策プレミア
ム付商品券発行事業

 商工貿易振興
課

通常交付金
③-Ⅰ-４．事
業者への支
援

－ 359,973    286,022     286,022     -             -             -             

①新型コロナウイルス感染症の影響により厳しい状況にある市内事業者のさらなる販売促進と消費
喚起を目的に独自の商品券を追加発行する。
②補助金
③286,022千円
商品券助成分　278,162千円
事務手数料　7,860千円
④２０２２年度秋田市プレミアム付商品券事業実行委員会に補助金を交付し、商品券事業を実施

R4.10.1 R5.3.31 利用率：100％

①本市独自の商品券を発行することで、新型コロナウイルス感染症の影響により厳しい状況
にある市内商店や飲食店等における販売促進や市内経済の回復を図った。
・利用率：99.7％

②目標に近い利用率を達成し、市内経済の回復に一定の効果があった。今後実施する場合
の課題として、希望者が購入しやすく、事業者の事務負担が軽減できるよう電子券の発行な
ど新たな販売方法を検討する必要がある。

56 78 単
新型コロナウイルス
感染症対策特別金融
支援事業

 商工貿易振興
課

通常交付金
③-Ⅰ-４．事
業者への支
援

－ 3,590        435          435          -             -             -             

①新型コロナウイルス感染症の影響拡大により売上げが減少した中小企業者等の資金繰りを支援す
るために秋田県が設けた秋田県経営安定資金（危機対策枠）を利用し無利子融資を受けた事業者の
うち、借入の返済条件を変更し追加で信用保証料を支払う必要が生じた事業者に対して信用保証料
を補助し、資金繰りを支援する。
②補助金、消耗品費
③435千円
補助金　355千円
・178千円×1件＝178千円
・70千円×1件＝70千円
・61千円×1件＝61千円
・19千円×1件＝19千円
・14千円×1件＝14千円
・13千円×1件＝13千円
消耗品費　80千円
④対象となる借入の条件変更を行い、信用保証料の追加負担が発生した市内事業者であって、現在
も返済中かつ条件変更後も返済継続の意思のある者

R4.10.17 R5.3.31 補助件数：50件

①補助件数は目標に満たなかったものの、秋田県経営安定資金（危機対策枠）を利用し無利
子融資を受けた事業者のうち、借入の返済条件を変更し追加で信用保証料を支払う必要が
生じた事業者に対して信用保証料を補助することで、新型コロナウイルス感染症の影響拡大
により売上げが減少した中小企業者等の資金繰りを支援した。
・補助決定件数：6件
・補助金額：355千円

②今後コロナ禍により実施された実質無利子・無担保融資の返済が本格化することにより、融
資条件の変更ニーズが増加する可能性があることから、引き続き市内事業者の動向を注視し
ていく。

57 9 単
 子ども応援給付金給
付事業

 子ども総務課  通常交付金
 ③-Ⅰ-５．生
活・暮らしへ
の支援

 － 4,201 2,713        2,713                     -              -              -

①新型コロナウイルス感染症により家計に影響を受けている子育て世帯の生活を支援するため給付
金を支給する。
②　補助金および役務費
③　補助金　2,640千円（10千円×264人）
　　役務費     73千円（通信運搬費等）
④平成１５年４月２日から令和４年４月１日までに出生し、基準日に秋田市に住民登録がある児童のう
ち、令和３年度に出生したが、年度内に申請ができなかった児童および令和４年４月１日に出生した児
童

R4.4.1 R4.6.30  給付対象児童 406名

①児童264人に対して、１人あたり10,000円を支給し、新型コロナウイルス感染症の影響を受
ける子育て世帯の経済的負担の軽減を図った。

②国の動向を注視し、支援について検討する。

58 19 単
 新型コロナウイルス
感染症対策離職者資
格取得助成事業

 企業立地雇用
課

 通常交付金
 ③-Ⅰ-５．生
活・暮らしへ
の支援

 － 3,662 867          867                       -              - -             

①新型コロナウイルス感染症の影響により、解雇や退職勧奨によって離職した方等の再就職を支援
するため、資格取得の費用を助成し（補助率10/10・令和２年度からの合算で補助上限額20万円）、本
市労働者の雇用安定を図るもの。
②補助金
③補助金　867千円
④令和2年2月14日以降にコロナ離職し、再就職した者または再就職活動中の者が、令和4年3月１日
から令和5年3月31日までに取得した資格

R4.4.1 R5.3.31  建設運輸関連資格　26人
その他資格　２人

①新型コロナウイルスの影響で離職を余儀なくされた方９人に対して補助金を交付した。（建
設運輸関連資格８人、その他資格１人）
申請者からは、「再就職のモチベーションアップにつながった。」「再就職先の選択肢が増え助
かった」といった声があった。

②本事業は令和４年度をもって終了したが、今後も動向を注視しながら、引き続き離職者の再
就職支援に努めていく。

59 20 単
 新卒者地元就職促
進事業

 企業立地雇用
課

 通常交付金
 ③-Ⅰ-５．生
活・暮らしへ
の支援

 － 3,300 3,300        1,155                     -              -         2,145

①市内企業の魅力を発信する機会を創出し、企業の人材確保と大学生等の地元就職促進を図るた
め、市内企業研究会を開催する。（新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、対面に加えてオン
ラインでも開催）
②委託料
③委託料　市内企業研究会業務委託　1,155千円
※見積書から回数按分により、コロナ対策で行うオンライン開催に係る経費を1,155千円、対面開催に
係る経費を2,145千円と算出
④市内企業と大学生等（市内企業への就職を希望）

R4.4.1 R5.2.8
 参加企業　24社
参加大学生等　120人

①参加企業延べ66社、参加学生延べ326人が参加し、採用面接まで話が進み、マッチング機
会の創出につながったケースもあった。
誘致したばかりの企業担当者からは、進出後初の採用イベントのため人が集まるか不安が
あったものの、結果として多くの学生が集まり、参加してよかったとの意見があった。また、参
加者へのアンケートでは、「業界別で一気に異なる会社の話が聞け、比較しやすかった。」、
「これまでの説明会で知り合えなかった企業と出会え、選択肢が増えた。」との意見があり、市
内企業を知ってもらう機会となった。

②多くが市内の学生であったため、特にオンライン開催では県外学生に参加してもらえるよ
う、関係機関等と連携した周知に取り組んでいく。

60 21 単
 新型コロナウイルス
感染症対策離職者採
用支援事業

 企業立地雇用
課

 通常交付金
 ③-Ⅰ-５．生
活・暮らしへ
の支援

 － 19,733 1,819        1,819                     -              -              -

①新型コロナウイルス感染症の影響により、解雇や退職勧奨によって離職した方等の再就職を支援
するため、採用企業へ支援金を交付し、本市労働者の雇用安定を図るもの。
1ヵ月単位で雇用継続を確認後、１人当たり最大3ヵ月分、正規雇用45万円（15万円×3ヵ月）・非正規
雇用22万5,000円（7.5万円×3ヵ月）、１事業者10人まで（令和2年度から通算）
②需用費（トナー等の消耗品費）、補助金
③需用費（トナー等の消耗品費）　94千円
補助金　1,725千円
合計　1,819千円
④令和2年2月14日以降のコロナ離職者（事業主都合による退職勧奨や解雇を受けた本市在住の労
働者）を令和4年3月1日から令和5年1月1日までに採用した事業者

R4.4.1 R5.3.31
 正規雇用　32人
非正規雇用　６人

①新型コロナウイルスの影響で離職を余儀なくされた方を採用した事業者３社に対して、補助
金を交付した。これにより、８人の再就職（正規雇用２人、非正規雇用６人）につながった。
申請者からは、「離職者の採用を後押しする事業として大変助かった。」との声があった。

②本事業は令和４年度をもって終了したが、今後も動向を注視しながら、引き続き離職者の再
就職支援に努めていく。

61 65 補
子育て支援対策臨時
特例交付金

子ども健康課 通常交付金
③-Ⅰ-５．生
活・暮らしへ
の支援

－ 19,000      16,241      8,101        8,120        -             20            

(不妊治療費助成事業)
①新型コロナウイルス感染拡大の影響で経済的に困窮している夫婦の不妊治療に要する費用の一部
を助成することにより、その経済的負担の軽減を図る。
②負担金、補助及び交付金
③助成金　70件　16,142千円
　 事務費　99千円
④指定医療機関で特定不妊治療を受けた夫婦

R4.4.1 R5.3.31 要件に該当する不妊治療費助成申
請に対する助成率100％

①要件に該当する不妊治療費助成申請に対する助成率　100%
　特定不妊に要する費用の一部を助成することにより、その経済的負担の軽減が図られた。

②令和４年度で国補助事業終了

62 84 単
住民税非課税世帯燃
料費等高騰対策緊急
助成事業（通常分）

福祉総務課 通常交付金

③-Ⅰ-６．エ
ネルギー価
格高騰への
対応

－ 47,499      18,480      16,369      -             2,111        -             

①コロナ禍における物価高騰に伴う緊急的な支援策として、様々な困難に直面した方々の生活・暮ら
しを支援するため、燃料費等の高騰による影響がより大きい住民税非課税世帯に対し、１世帯当たり
１万５千円を助成するもの。
②人件費、需用費、役務費、委託料、扶助費
③合計　594,330千円（594,330,000円）
　 ・会計年度任用職員給与（２人分）　742,762円
　 ・会計年度任用職員共済費　127,124円
　 ・会計年度任用職員通勤手当　79,318円
　 ・消耗品費（需用費）　250,357円
　 ・郵送料（通信運搬費）　3,180,804円
　 ・手数料　4,235,110円
　 ・業務委託料　9,864,525円
　 ・扶助費　1万5千円×38,390世帯＝575,850,000円
   [県補助金]  290,035,405円）
④令和４年９月１日現在において市内に住所を有し、かつ、令和４年度市県民税非課税世帯
※No.62（実施計画No.84）、No.107（実施計画No.85）およびNo.112（実施計画No.120）は同一事業。上
記事業費等は３事業の合計。

R4.10.13 R5.3.31

経済的に困窮する世帯に対し、燃
料費等の一部として一世帯あたり１
万５千円を３月末までに助成するこ
とにより、低所得世帯の負担軽減
を図る。

①コロナ禍における原油価格の高騰に伴う緊急的な生活支援として、市県民税非課税世帯
（38,390世帯）に対し、燃料費等の一部を助成することにより、低所得世帯の負担軽減が図ら
れた。

②緊急的な支援事業であることから、プッシュ方式等により、速やかな助成を行う。
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Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 【実績】
事業
終期

所管課
交付金
の区分

重点交付金
事業の種類

総事業費
(実施計画)
千円

交付金
充当経費

成果目標
経済対策
との関係

Ｎ
ｏ

実
施
計
画
Ｎ
ｏ

補
助
・
単
独

【実績】
事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当した経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

交付対象事業
の名称

①事業の成果、効果等

②今後の課題、対応等

総事業費
（実績額）
千円

国庫補助金
以外の
特定財源

国庫補助金

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

【実績】
事業
始期

【Ⅱ．「ウィズコロナ」下での社会経済活動の再開と次なる危機への備え】  小計 107,666 99,243 96,154 3,089 0 0

63 5 補
 障害者総合支援事
業費補助金

 障がい福祉課  通常交付金

 ③-Ⅱ-１．安
全・安心を確
保した社会経
済活動の再
開

 － 4,799 4,634        1,545                3,089              -              -

（障がい児者サービス継続支援事業）
①新型コロナウイルス感染者が発生した障害児者事業所が障害福祉サービスを継続して提供できる
よう支援を行う。
②建物の消毒費用や職員の感染等に伴う人員確保等、サービス継続に必要な経費
③(1)消毒費用や消毒用品等
　　   国の基準単価×９事業所＝4,112千円
   (2)感染した事業所からの利用者の受入れや応援職員
       の派遣に要した経費
  　   国の基準単価×２事業所＝522千円
④障害福祉サービス事業所等

R4.4.1 R5.3.31

 新型コロナウイルスの感染者が発
生した事業所等に対し、必要な経
費を支援することで、障害福祉サー
ビス提供の継続が図れるよう4,799
千円の財源を確保する。

①新型コロナウイルス感染者が発生した障害児者事業所（９事業所）に対し、消毒費用や消
毒用品等の購入費用を助成することで負担が軽減されたとともに、同感染症のまん延防止が
図られた。また、感染した事業所からの利用者の受入れや応援職員の派遣（２事業所）に要す
る経費についても助成し、障害福祉サービスの継続した提供が図られた。

②同様の事業を実施する場合、全事業者に周知する必要があることから、市のホームページ
に掲載するほか、メール等により感染者の発生状況について各事業者から随時報告を受け、
対象となる事業所に個別に補助の詳細を説明し、制度の活用を促進する。

64 11 単
 農商工連携ビジネス
支援事業

 産業企画課  通常交付金

 ③-Ⅱ-１．安
全・安心を確
保した社会経
済活動の再
開

 － 3,000 3,000        3,000                     -              -              -

①新型コロナウイルスの影響により売上げが減少している事業者を支援するため、中心市街地に定
期的なにぎわいを形成する販売イベントに対し、その費用の一部を補助する。
②補助金
③イベント運営費　3,000千円（イベント運営費の一部）
④広小路バザール実行委員会（運営主管：秋田商工会議所）

R4.6.4 R4.11.24
 広小路バザール　２回開催
来場者　各２万人

①広小路バザール２回の開催に対し、費用の一部を補助した。目標としていた来場者各２万
人に対し、１回目３万人、２回目４万人の計７万が来場し、目標を達成した。
　交付金額：3,000千円
　来場者数：１回目　７／３　  ３万人
　　　　　　　 ２回目　９／１８　４万人
・広小路バザールの開催については、回を重ねる毎に来場者が増加し、中心市街地の賑わい
創出につながった。
・周辺商店街・施設で催事を連携開催することで来場者の回遊性が向上した。それにより、周
辺の路面店、エリアなかいちや駅前の商業施設では平時を上回る売上となり、周辺への波及
効果が生まれた。

②周辺商店街・施設での連携イベントを充実させることにより、来場者数の増加を図る。

65 24 単
 小学校デジタル教科
書整備事業

学事課  通常交付金

 ③-Ⅱ-１．安
全・安心を確
保した社会経
済活動の再
開

 － 5,081 2,900        2,900                     -              -              -

①新型コロナウイルス感染症対策によるリモート学習での活用や文部科学省が目指す令和６年度の
デジタル教科書の本格導入に向け、小学校に学習者用デジタル教科書を整備する。
②消耗品費（デジタル教科書購入経費）2,900千円
③デジタル教科書 687冊　@90円～2,400円
※単価は教科により異なる。
④市立小学校

R4.4.1 R4.9.1

 市立小学校における学習者用デ
ジタル教科書アンケートで、デジタ
ル教科書の利用割合について「１
／２以上利用している」という回答
を20％にする。

①すべての市立小学校に学習者用デジタル教科書を整備したことにより、ＩＣＴを活用した学習
環境の構築が図られ、教育環境の向上につながった。成果目標に対する結果は19.0％だっ
た。

②令和５年度も引き続き、文部科学省が実施するデジタル教科書実証事業を活用しつつ、デ
ジタル教科書を整備し、本格導入に向け、スムーズな移行を図る。

66 25 単
 中学校デジタル教科
書整備事業

学事課  通常交付金

 ③-Ⅱ-１．安
全・安心を確
保した社会経
済活動の再
開

 － 6,482 1,715        1,715                     -              -              -

①新型コロナウイルス感染症対策によるリモート学習での活用や文部科学省が目指す令和６年度の
デジタル教科書の本格導入に向け、中学校に学習者用デジタル教科書を整備する。
②消耗品費（デジタル教科書購入経費）1,715千円
③デジタル教科書冊　125冊　@1,000円～1,650円
※単価は教科により異なる。
④市立中学校

R4.4.1 R5.1.26

 市立中学校における学習者用デ
ジタル教科書アンケートで、デジタ
ル教科書の利用割合について「１
／２以上利用している」という回答
を20％にする。

①すべての市立中学校に学習者用デジタル教科書を整備したことにより、ＩＣＴを活用した学習
環境の構築が図られ、教育環境の向上につながった。成果目標に対する結果は21.0％だっ
た。

②令和５年度も引き続き、文部科学省が実施するデジタル教科書実証事業を活用しつつ、デ
ジタル教科書を整備し、本格導入に向け、スムーズな移行を図る。

67 81 単
教職員研修オンライ
ン環境整備事業

教育研究所 通常交付金

③-Ⅱ-１．安
全・安心を確
保した社会経
済活動の再
開

－ 4,009        3,334        3,334        -             -             -             

①教育研究所における教職員研修について、新型コロナウイルス感染症対策を取りながら、研修機会
の充実を図るため、オンラインを活用した研修の拡充等に必要な備品を整備する。
②需用費910千円、備品購入費2,424千円
③プロジェクター2台889千円、音響設備一式1,831千円
スクリーン一式614千円
④教育研究所

R4.9.28 R5.3.23

オンラインによる教職員研修の環
境を整備し、感染症対策と研修内
容の充実を図る。
※令和５年度から年間30研修をオ
ンラインで実施する。

①オンラインによる教職員研修の環境を整備し、感染症対策と研修内容の充実のための体制
を整え、令和４年度は17回の研修をオンラインで開催した。

②今後は年間30研修をオンラインで実施し、研修内容の充実を図る。

68 82 単
社会教育オンライン
環境等整備事業

生涯学習室 通常交付金

③-Ⅱ-１．安
全・安心を確
保した社会経
済活動の再
開

－ 5,640        5,616        5,616        -             -             -             

①コロナ禍における新しい生活様式への対応と各ライフステージにおける様々なニーズに対応した学
習機会を提供するため、社会教育オンライン講座の実施に必要な環境を整備する。
②需用費227千円、備品購入費5,389千円
③　動画配信用機材一式　5,388,900円、ビデオカメラアクセサリー一式　227,260円
④生涯学習室、市民サービスセンター

R4.9.28 R5.1.26

オンラインで社会教育講座を視聴
できる体制を整備し、市民に学習
機会を提供する。
※令和８年度までに年間33講座を
オンラインで実施する。

①二十歳（はたち）のつどいの様子を撮影し、参加できなかった方や保護者への対応としてラ
イブ配信および録画配信を実施した。

②動画配信に関する注意点やより良い実施方法などについて各市民ＳＣと情報共有をし、オ
ンライン講座が導入可能な講座例を増やすことで、全体的な実施回数の増加を図る。

69 83 単
科学学習オンライン
環境等整備事業

自然科学学習
館

通常交付金

③-Ⅱ-１．安
全・安心を確
保した社会経
済活動の再
開

－ 3,246        2,891        2,891        -             -             -             

①自然科学学習館において、新型コロナウイルス等の感染症対策を取りながら市民に科学学習の機
会を提供するため、オンラインを活用したイベント等の開催に必要な環境を整備した。
②需用費79千円、備品購入費2,706千円、使用料及び賃借料106千円
③98インチ4K液晶ディスプレイ一式2,621,300円、動画撮影用カメラ84,700円、配信用ズームアカウント
105,600円、ディスプレイケーブル等消耗品79,530円
④自然科学学習館

R4.9.28 R5.2.10

オンラインや三密回避によるイベン
ト実施の環境を整備し、市民に科
学学習の機会を提供する。
※令和６年度までに年間15回のオ
ンラインイベントを実施する。

①講師の手元を大型ディスプレイに映し出し、三密を回避することで感染症対策を図りながら
も市民への学習機会を提供することができたほか、４年度は試行期間としてイベントのオンラ
イン配信を１回実施し、１名の参加者があった。

②集合型のイベント等においては大型ディスプレイを活用した三密回避を継続し、オンライン
イベントについては実施回数とその内容の充実を図る。

70 110 単
修学旅行キャンセル
料等支援事業

学校教育課 通常交付金

③-Ⅱ-１．安
全・安心を確
保した社会経
済活動の再
開

－ 1,093        837          837                       -              -              -

①新型コロナウイルス感染症感染拡大に伴う、市立小・中・高等学校等の修学旅行の中止や旅行先
変更等により発生したキャンセル料について支援することで保護者の経済的な負担の軽減を図る。
②修学旅行キャンセル料に係る補助金837千円
③補助金合計　837千円
　　・中学校のキャンセル料837,430円
　　　対象校数5校、対象生徒数464人
④修学旅行のキャンセル料が発生した市立小中学校児童生徒の保護者

R4.12.21 R5.2.16
対象となる児童生徒の保護者に対
する補助金の交付率を100％とし、
経済的な負担の軽減を図る。

①対象となる修学旅行キャンセル料補助の交付率は100％であり、保護者の経済的な負担の
軽減が図られた。

②感染拡大による修学旅行の中止や延期が発生した場合には、補助を実施を検討する。

71 113 単
次世代型学校ＩＣＴ運
用経費（ＩＣＴ支援員
分）

学事課 通常交付金

③-Ⅱ-１．安
全・安心を確
保した社会経
済活動の再
開

－ 74,316      74,316      74,316      -             -             -             

①児童生徒への１人１台端末整備に伴い、コロナ禍におけるリモート学習での活用やデジタル教科書
の本格導入に向け、ＩＣＴ学習を円滑に進めるため、全市立小中学校にＩＣＴ支援員を配置する。
②業務委託料74,316千円
③ＩＣＴ支援員配置に係る業務委託料74,316,000円
※２校に１人の割合で32人を配置
④市立小中学校

R4.4.1 R5.3.31

令和７年度までに市立小中学校に
おいて、児童・生徒用タブレット端
末を使用した授業日の割合を80％
とする。

①令和４年度におけるタブレット端末を使用した授業日の割合84.6％であり、授業での使用が
定着してきている。

②教職員のスキル向上に伴い、配置人数を３２名から２０名に見直し、引き続き配置を継続す
る。
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【実績】
事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当した経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

交付対象事業
の名称

①事業の成果、効果等

②今後の課題、対応等

総事業費
（実績額）
千円

国庫補助金
以外の
特定財源

国庫補助金

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

【実績】
事業
始期

【Ⅲ．未来を切り拓く「新しい資本主義」の起動】 小計 107,909 101,171 99,913 1,163 0 95

72 10 単
 粗大ごみ収集オンラ
イン申込み導入経費

 環境都市推進
課

 通常交付金

 ③-Ⅲ-２．地
方を活性化
し、世界とつ
ながる「デジ
タル田園都市
国家構想」

 － 1,334 1,306        1,306                     -              -              -

①【目的】これまで日中の電話のみであった、粗大ごみの収集運搬処理の申込みについて、スマート
フォンやパソコン等から２４時間できるほか、新型コロナウイルス感染防止のため、粗大ごみ用証紙売
りさばき人から証紙を購入することなくオンラインで粗大ごみ収集運搬処理手数料の決済が出来るシ
ステムを導入し、市民の利便性向上と新型コロナウイルス感染拡大防止を図ることを目的とする。
【効果】行政手続きのオンライン化とオンライン決済の導入が図られる。
②役務費、委託料
③【役務費】１２４千円
月額費用@5,000円*6月*1.1=33,000円
件数割、金額割　@17,350円*1.1=19,085円
・システム改修
改修費用　@65,000円*1式*1.1=71,500円
【委託料】１，１８２千円
・粗大ごみオンライン申込みシステム業務委託
導入経費　@700,000円*1式*1.1=770,000円
月額利用料　@60,000円×6月*1.1=396,000円
・オンライン決済代行納付業務委託
初期費用　@15,000円*1式*1.1=16,500円
④粗大ごみ収集を申込む市民

R4.4.11 R5.3.31
 粗大ごみの申込み全体に対する
オンライン申込みの割合３０％目指
す。

①粗大ごみの申込み全体に対するオンライン申込みの割合は、導入を開始した令和４年１０
月から令和５年３月までで３０．８％であったことから、成果目標を達成することができた。この
ことから、市民の利便性向上と新型コロナウイルス感染拡大防止を図ることに繋がった。

②粗大ごみのオンライン申込みをさらに増やすため、広報紙やＳＮＳなどによる周知を図って
いく。

73 22 単
 スマート農業導入支
援事業

 農業農村振興
課

 通常交付金

 ③-Ⅲ-２．地
方を活性化
し、世界とつ
ながる「デジ
タル田園都市
国家構想」

 － 21,100 20,145      20,145                   -              -              -

①コロナ禍において、ロボット技術やＡＩを活用したスマート農業で省力化を図り、その余剰労力による
高収益作物への取組を支援することで、経営力の高い農業法人を育成する。
②稲作に係るスマート技術等を活用した農作業の省力化・低コスト化に必要な機械・設備の導入また
は農業用ドローンのオペレーター資格の取得に対する補助
③対象数：スマート農機12台 18,873千円、資格取得13件 1,272千円
交付単価：税抜事業費の１／２以内（資格取得は上限１００千円／人）
④認定農業法人または３農業者以上による共同利用者

R4.4.1 R5.3.6
 スマート農機導入台数　８台
ドローン操縦の資格取得　９人

①全11経営体に対し、次のとおり補助した。
・スマート農機導入台数　12台
　（内訳）直進トラクター1台、直進田植機4台、農業用ドローン5台、自動操舵システム2台
・ドローン操縦の資格取得　13人
これにより、人同士の接触機会を減らすことで感染症対策が図られると共に、スマート農業に
よる稲作の省力化・低コスト化が促進された。

②補助対象農業者へのアンケート結果からも事業は効果的であったと考えられるが、今後も
ほ場整備によるほ場の大区画化と法人の増加に伴い、引き続きスマート農機の導入による省
力化、低コスト化を促進する。

74 46 単
 企業誘致プロモー
ション事業

 企業立地雇用
課

 通常交付金

 ③-Ⅲ-２．地
方を活性化
し、世界とつ
ながる「デジ
タル田園都市
国家構想」

 － 15,210 14,190      14,095                   -              -             95

①コロナ禍が長引き企業誘致活動も制約される中、新たな働き方やＢＣＰ対策としてテレワークやワー
ケーションが広がっており、地方進出を検討する首都圏企業等に対して、本市の優位性をＰＲし、企業
誘致の促進と関係人口の拡大を図ろうとするもの。
②報償費、旅費、需用費（消耗品費）、役務費（通信運搬費・手数料）、委託料、備品購入費
③報償費　35千円（委員への報償金）
旅費　936千円（企業訪問の費用）
需用費（消耗品費）　122千円（モバイルルーター、トナー等）
通信運搬費　44千円（データSIM通信費）
手数料　550千円（ﾏｯﾁﾝｸﾞｲﾍﾞﾝﾄ出展料）
委託料　12,157千円（サイト等の作成、ツアー開催業務委託）
備品購入費　251千円（ノートパソコン等）
合計　14,095千円
対象外経費　95千円（食糧費　90千円、通信運搬費　4月請求分 5千円）
④本市進出を検討している首都圏企業等

R4.7.1 R5.3.31  5社の企業誘致

①ツアー参加企業17社のうち1社を誘致し、マッチングイベントや視察ツアーにより4社の個別
視察を実現することができた。
過去の県の事業で視察経験のある企業からは、今回のツアーで進出後のイメージさらに明確
化できた旨の感想があり、本市の魅力をPRする機会となった。

②個別視察を行った企業以外とも誘致交渉をしており、引き続き、県と連携して個々の企業の
ニーズにあった誘致折衝を行っていく。

75 71 単
高齢者等デジタル活
用支援事業

デジタル化推進
本部

通常交付金

③-Ⅲ-２．地
方を活性化
し、世界とつ
ながる「デジ
タル田園都市
国家構想」

－ 1,280        1,274        1,274        -             -             -             

①新型コロナウイルス感染の拡大に伴い、キャッシュレス決済や行政手続のオンライン化など非接触
型の生活様式への移行が急速に進展している中、高齢者を中心に、これらの恩恵に浴することができ
ない市民がいる現状を踏まえ、市民のデジタルデバイドの解消とデジタル活用による地域情報化の推
進に取り組むもの。
②需用費、役務費、負担金、補助及び交付金
③１）需用費（消耗品費）：47千円：アクリルパーティション等
２）役務費（通信運搬費）：36千円：インターネット専用回線使用料
３）負担金、補助及び交付金（負担金）：1,191千円：本事業は、市と民間企業がそれぞれ経費負担して
行う共同事業：人件費や備品等について、本市が負担する費用一式
④高齢者を中心とした市民

R4.11.1 R5.3.31 利用者の延べ人数：207人

①11月1日から3月31日までに、平日に1日3コマ（各コマ1時間、相談者1名）の相談窓口を用
意したところ、利用者の延べ人数：286人（利用率95.3％）であった。成果目標を達成

②アンケートによると、再度利用したいとの声が多く上がるなど、利用者の高い満足度が伺え
た一方で、予約を取ろうとしても取れないなどの要望も寄せられた。令和5年度も継続して相談
窓口を設置するほか、別の切り口の取組として出前講座を開始するなど、幅広い需要をより
多く拾い上げられるよう施策を展開していく。

76 72 単
本庁舎Ｗｉ－Ｆｉ環境整
備事業

デジタル化推進
本部

通常交付金

③-Ⅲ-２．地
方を活性化
し、世界とつ
ながる「デジ
タル田園都市
国家構想」

－ 22,770      22,693      22,693      -             -             -             

①新型コロナウイルス感染の拡大に伴い、本庁舎内の各職場で増加しているオンライン会議について
は、個別に契約するインターネット回線等での対応となっており、セキュリティの脆弱さ、回線速度の低
下、複数回線の管理等が課題となっていた。また、インターネットを介した市民に対する安定的なサー
ビスについても、同じ理由で展開できない状況であった。これらの課題に対応するため、本庁舎にWi-
Fi環境を整備することで、今後さらに増加する市民に対するオンラインサービスを安定的に行うもの。
②委託料
③ハードウェア費用、LAN配線用部材、LAN配線等施工費、諸経費管理費、回線新設・機器取付工事
費一式：22,693千円
④秋田市（本庁舎）の環境整備をすることで、市民サービスにつなげるもの。

R4.10.27 R5.3.29 工事の進捗率：100％

①3月31日までを納期として契約し、3月27日に完了報告が上がった。工事の進捗率：100％を
確認し、3月29日に検査合格通知を事業者に送付した。成果目標を達成

②本環境整備により、本庁舎内でセキュアかつ高速な通信環境を実現した。今後、この通信
環境を活用した市民向けオンライン相談などをさらに展開していくとともに、そのサービスのた
めに必要な、職員に対する研修体制の確立に努めていく。

77 73 単
コミュニティセンター
Ｗｉ－Ｆｉ環境整備事業

生活総務課 通常交付金

③-Ⅲ-２．地
方を活性化
し、世界とつ
ながる「デジ
タル田園都市
国家構想」

－ 15,659      15,235      15,235      -             -             -             

①新型コロナウイルスの収束が見込めない中、市内全コミュニティセンター（３１カ所）にインターネット
回線、無線ＬＡＮ環境等を導入し、町内会活動等のデジタル化を進めることで、コロナ禍で停滞してい
る地域活動を活性化させる。
②委託料
③業務委託料15,235千円
インターネット回線導入費1,089千円
無線ＬＡＮ機器費用8,602千円
無線ＬＡＮ設置費用5,494千円
端末費用50千円
④対象施設３１箇所
地区コミュニティセンター３１箇所（旭川、飯島、寺内、楢山、東、勝平、外旭川、将軍野、茨島、泉、明
徳、大住、浜田、港北、八橋、旭北、河辺岩見三内、保戸野、川尻、下新城、豊岩、下浜、旭南、上北
手、太平、下北手、桜、上新城、飯島南、金足、仁井田）

R4.12.9 R5.3.31

コロナ感染症により停滞する地域
活動の活性化を支援するため、活
動の拠点となる地区コミュニティセ
ンター31箇所に情報インフラの基
幹となるＷｉ－Ｆｉ環境を整備する。

①町内会等の地域活動の拠点となる市内３１地区コミュニティセンターに良好な公衆無線ＬＡ
Ｎ環境を整備したことで、安心で快適なＷｉ－Ｆｉサービスを提供することができ、コミュニティセ
ンターの利便性の向上に繋がった。

②整備したＷｉ－Ｆｉサービスを活用しながら、町内会活動のデジタル化や活性化が図られるよ
うな施策を展開していく必要がある。

78 74 補
障害者総合支援事業
費補助金

障がい福祉課 通常交付金

③-Ⅲ-２．地
方を活性化
し、世界とつ
ながる「デジ
タル田園都市
国家構想」

－ 1,748        1,745        582          1,163        -             -             

（障がい福祉ロボット等導入支援事業費補助金）
①障がい福祉の現場におけるロボット技術の活用により、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止
や介護業務の負担軽減等を図る。
②補助金（障害者支援施設等におけるロボット等の導入に係る経費）
③(1) 移乗介護用ロボット 一式　：345千円
   (2) 見守り用センサー 一式（５床分）　：570千円
   (3) 移乗介護用ロボット １台　：830千円
④障害者支援施設等

R4.9.28 R5.3.31

障害者支援施設（２施設）に対し、
新型コロナウイルス感染症の感染
拡大防止等に要する費用として、
1,748千円を３月までに助成し、ロ
ボット技術の活用による感染症の
感染拡大防止や介護業務の負担
軽減等を図る。

①ロボット等を導入した障害者支援施設（２施設）において、ロボット技術の活用が職員の身体
的負担の軽減や業務の時間短縮につながり、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止や
介護業務の負担軽減等が図られた。また、利用者への対応も迅速化された。

②同様の事業を実施する場合、対象事業者に周知する必要があることから、メール等により
意向調査を行い、導入についての意向があった事業所に対し、個別に補助の詳細を説明し、
制度の活用を促進する。

79 79 単
デジタル人材育成支
援事業

 企業立地雇用
課

通常交付金

③-Ⅲ-２．地
方を活性化
し、世界とつ
ながる「デジ
タル田園都市
国家構想」

－ 5,224        1,016        1,016        -             -             -             

①新型コロナウイルス感染症の影響により、リモートワーク等のＩＣＴを活用した働き方が進む中、事業
主や労働者のデジタルリテラシーを向上させるため、研修等の受講費用の一部を補助し、デジタル化
促進および労働環境の改善による若者の地元定着の促進を図ろうとするもの。
・補助上限　50万円
・補助率
市内に本店・支店・営業所を有する事業者が実施する研修等の受講…対象経費(税込)の1/2以内
上記以外の事業者が実施する研修等の受講…対象経費(税込)の1/3以内
②需用費（トナー等の消耗品費）、補助金
③需用費（トナー等の消耗品費）　179千円
補助金　837千円
合計　1,016千円
④市内に本店・支店・営業所を有し、対象となる研修等に社員（市内在住。事業主を含む）を受講させ
た企業。
・対象となる研修等
デジタル人材育成やＤＸ推進推進に関する講座等（IoT、ＡＩ、クラウド、ビッグデータ、RPA等に関連す
るもので、初歩的なパソコン研修等は除く）

R4.10.14 R5.3.31 8社からの申請

①従業員のデジタルリテラシー向上を図る３社に対し、受講費用の一部を補助した。申請者か
らは、「社内デジタル化における方向性の統一が図られた。」「社外教育を取り入れるきっかけ
となり、モチベーションアップにつながった。」といった意見があった。

②令和５年度からは補助対象者を個人（求職者を含む）に拡充し、ＩＴ関連の国家資格の受験
料（合格分）も対象事業に追加している。引き続き事業周知に努めるとともに、事業者や個人
に対し、デジタルリテラシーの向上やリスキリングの必要性、重要性を広めていく。
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80 80 単
市議会オンライン委
員会開催準備経費

議会事務局議
事課

通常交付金

③-Ⅲ-２．地
方を活性化
し、世界とつ
ながる「デジ
タル田園都市
国家構想」

－ 1,119        1,115        1,115        -             -             -             

①新型コロナウイルス感染症等の重大な感染症のまん延等により、市議会の委員会をオンラインによ
り開催する場合に必要となる備品等を購入するもの。
②需用費　　　　189千円
　 役務費　　　　　57千円
　 備品購入費　869千円
③（需用費）・委員長席用ディスプレイ　22,700円×2×1.1＝49,940円
・会議室用ウェブカメラ　6,400円×2×1.1＝14,080円
・ＨＤＭＩ分配器　14,200円×2×1.1＝31,240円
・会議室用無指向性マイク　22,720円×2×1.1＝49,984円
・マウス　2,100円×2×1.1＝4,620円
・ＯＡタップ　2,600円×2×1.1＝5,720円
・ＨＤＭＩケーブル　5,400円×4×1.1＝23,760円
・ＨＤＭＩｍｉｎｉケーブル　2,300円×2×1.1＝5,060円
・ＵＳＢケーブル　2,300円×2×1.1＝5,060円
（役務費）・通信料　※モバイルルーターレンタル料含む
6,500円×2×4月（11月～12月、2月～3月）×1.1＝57,200円
・返却送料　506円
（備品購入費）・ホスト用ＰＣ　184,100円×2×1.1＝405,020円
・会議室用大型ディスプレイ　141,700円×2×1.1＝311,740円
・テレビスタンド　69,100円×2×1.1＝152,020円
④常任委員会および議会運営委員会

R4.11.17 R5.3.31

ホストＰＣ等の備品を購入し、オン
ライン委員会を開催するための環
境を整備する。また、事務局職員
の研修を３回以上実施した上で、
議員へのデモンストレーションを２
回以上行い、オンライン委員会の
開催に備える。

①ホストＰＣ等の備品を購入し、オンライン委員会を開催するための環境を整備した。また、事
務局職員の研修を３回実施した上で、議員へのデモンストレーションを２回行い、オンライン委
員会の開催に備えることができた。

②事業の目的は、オンライン委員会を開催するための環境整備であったことから、事業目的
は達成できたが、今後の開催に備え、議員及び事務局職員がオンライン委員会の手順、機器
の操作方法等への理解を深める必要があると考える。

81 86 単
市民サービスセン
ター窓口混雑状況配
信システム導入事業

生活総務課 通常交付金

③-Ⅲ-２．地
方を活性化
し、世界とつ
ながる「デジ
タル田園都市
国家構想」

－ 18,641      18,640      18,640      -             -             -             

①新型コロナウイルス感染症対策の一環として、スマートフォンなどにより窓口の混雑状況を確認でき
るよう、「窓口混雑状況配信システム」を導入する。
②業務委託料　18,64０千円
③番号発券機等窓口案内システム導入費15,996,748円、窓口混雑状況配信システム導入費
2,503,190円、追加設定費38,500円、運用経費102,410円　小計18,640,848円
④対象施設　市民サービスセンター５箇所（西部・北部・河辺・雄和・南部）

R5.1.28 R5.3.31

・市民サービスセンター５箇所へ窓
口混雑状況配信システムを導入す
ることにより来庁者同士の接触機
会を減らす。
・窓口混雑状況配信システムの閲
覧数　令和５年３月下半期３００件
以上

①西部・北部・河辺・雄和・南部の５市民サービスセンターに窓口混雑状況配信システムを導
入し、各施設の混雑状況を可視化することで、待合スペースの密回避につなげた。
令和５年３月下半期のシステムＨＰ閲覧数　８９９件

②事前に窓口の混雑状況を確認可能となったことで、密の回避や待ち時間の短縮に効果が
あったと考えられるが、より混雑状況緩和に資するよう、引き続き、同システムの利便性を市
民に周知していく。

82 87 単

国保年金課窓口混雑
状況配信システム導
入事業（国民健康保
険事業会計繰出金）

国保年金課 通常交付金

③-Ⅲ-２．地
方を活性化
し、世界とつ
ながる「デジ
タル田園都市
国家構想」

－ 510          499          499          -             -             -             

①新型コロナウイルス感染症対策の一環として、スマートフォンなどにより窓口の混雑状況を確認でき
るよう、「窓口混雑状況配信システム」を導入する。
②業務委託料　499千円
③（窓口混雑状況配信システム305,500円、設定費13,000円、初回登録料38,000円、現地設定費用
98,000円）小計454,500円、消費税45,450円、合計499,950円
④国保年金課

R5.2.16 R5.3.31

・国保年金課へ窓口混雑状況配信
システムを導入することにより来庁
者同士の接触機会を減らす。
・窓口混雑状況配信システムの閲
覧数　令和５年３月下半期３００件
以上

①窓口混雑状況配信システムを導入し、混雑状況を可視化することで、待合スペースの密回
避につなげた。
令和５年３月下半期のシステムＨＰ閲覧数　８９９件

②事前に窓口の混雑状況を確認可能となったことで、密の回避や待ち時間の短縮に効果が
あったと考えられるが、より混雑状況緩和に資するよう、引き続き、同システムの利便性を市
民に周知していく。

83 88 単
駅東サービスセン
ター窓口混雑状況配
信システム導入事業

駅東ＳＣ 通常交付金

③-Ⅲ-２．地
方を活性化
し、世界とつ
ながる「デジ
タル田園都市
国家構想」

－ 3,314        3,313        3,313        -             -             -             

①新型コロナウイルス感染症対策の一環として、スマートフォンなどにより窓口の混雑状況を確認でき
るよう、「窓口混雑状況配信システム」を導入する。
②業務委託料　3,313千円
③番号発券機等窓口案内システム導入費2,812,810円、窓口混雑状況配信システム導入費500,637円
合計3,313,447円
④駅東サービスセンター

R5.1.28 R5.3.31

・駅東サービスセンターへ窓口混雑
状況配信システムを導入すること
により来庁者同士の接触機会を減
らす。
・窓口混雑状況配信システムの閲
覧数　令和５年３月下半期３００件
以上

①駅東サービスセンターに窓口混雑状況配信システムを導入し、混雑状況を可視化すること
で、待合スペースの密回避につなげた。
令和５年３月下半期のシステムＨＰ閲覧数　８９９件

②事前に窓口の混雑状況を確認可能となったことで、密の回避や待ち時間の短縮に効果が
あったと考えられるが、より混雑状況緩和に資するよう、引き続き、同システムの利便性を市
民に周知していく。
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所管課
交付金
の区分

重点交付金
事業の種類

総事業費
(実施計画)
千円

交付金
充当経費

成果目標
経済対策
との関係

Ｎ
ｏ

実
施
計
画
Ｎ
ｏ

補
助
・
単
独

【実績】
事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当した経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

交付対象事業
の名称

①事業の成果、効果等

②今後の課題、対応等

総事業費
（実績額）
千円

国庫補助金
以外の
特定財源

国庫補助金

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

【実績】
事業
始期

【Ⅳ．原油価格高騰対策】 小計 781,504 552,909 462,714 0 90,195 0

84 42 単
 会食・宿泊施設等利
用者還元支援事業

 商工貿易振興
課

 通常交付金
 ④-Ⅰ．原油
価格高騰対
策

 － 142,590 29,291      29,291                   -              - -             

①コロナ禍において原油価格・物価高騰の影響を受け、厳しい経営状況にある市内の会食・宿泊施設
等の経営を支援するため、事業者が利用客に対して実施する利用者還元サービスに係る費用を補助
し、施設の団体利用を促進する。
②補助金、消耗品費
③29,291千円
補助金　29,213千円
・6,847千円×1件＝6,847千円
・5,856千円×1件＝5,856千円
・4,567千円×1件＝4,567千円
・4,245千円×1件＝4,245千円
・3,055千円×1件＝3,055千円
・1,954千円×1件＝1,954千円
・1,497千円×1件＝1,497千円
・695千円×1件＝695千円
・333千円×1件＝333千円
・111千円×1件＝111千円
・46千円×1件＝46千円
・7千円×1件＝7千円
消耗品費　78千円
④旅館、ホテル又は冠婚葬祭会場を経営する事業者で、市内に本社又は本店がある者

R4.7.1 R5.3.31  補助件数：34件

①補助件数は目標に満たなかったものの、市内の会食・宿泊施設等が利用客に対して実施
する利用者還元サービスに係る費用を補助することで、コロナ禍において原油価格・物価高騰
の影響を受け、厳しい経営状況にある施設の団体利用を促進した。
・アンケート回答数　10件
・補助決定件数：12件
・補助金額：29,213千円

②事業者へのアンケート結果から、売上増に繋がるなどの効果が確認できた一方、還元サー
ビスの設定について事業者・市ともに事務負担が大きかったことなど、今後実施する場合には
事務負担の軽減について検討する必要がある。

85 44 単
 原油価格・物価高騰
対策業態転換等支援
事業

 商工貿易振興
課

 通常交付金
 ④-Ⅰ．原油
価格高騰対
策

 － 20,081 1,217        1,217                     -              - -             

①コロナ禍において原油価格・物価高騰に直面する事業者が新たな経営体制構築に向けて行う、業
態転換や新分野進出、デジタル技術の活用等の取組に対し補助し、ウィズコロナ、アフターコロナに対
応できる経営体制の構築促進および本市経済の活性化を図る。
②補助金、消耗品費
③1,217千円
補助金　1,178千円
・845千円×1件＝845千円
・333千円×1件＝333千円
消耗品費　39千円
④秋田県の「新事業創出・業態転換等支援事業（原油価格・物価高騰等対策枠）」の交付決定者
・令和４年１月以降のいずれかの月の売上高が平成31年から令和３年の同月比で10%以上減少してい
る中小企業者
・令和４年１月以降のいずれかの月の主な原材料等の仕入価格が平成31年から令和３年の同月比で
20%以上上昇している中小企業者

R4.9.22 R5.3.31  補助件数：20件

①補助件数は目標に満たなかったものの、市内事業者が実施する業態転換や新分野進出、
デジタル技術の活用等の取組に対して補助することで、原油価格・物価高騰下で新たな経営
体制構築促進および本市経済の活性化を図った。
・補助決定件数：2件
・補助金額：1,178千円

②今後も事業者は人手不足や物価高騰に対応するため新分野進出や業態転換、生産性向
上への取組が求められる。そのような市内事業者の取組を支援するためにも、国・県の動向
を注視しつつ、事業内容の見直しなどを検討していく。

86 45 単
 トラック運送事業者
燃料費支援事業

 商工貿易振興
課

 通常交付金
 ④-Ⅰ．原油
価格高騰対
策

 － 88,725 34,488      34,488                   -              -              -

①コロナ禍において原油価格高騰に直面するトラック運送業者に対し、事業用車両の運行に要した燃
料費の一部を補助することで地域の物流の維持を図る。
②補助金、業務委託料、消耗品費、人件費
③34,488千円
補助金　30,247千円（1,669台）
業務委託料　2,310千円
消耗品費　138千円
人件費　1,793千円（非常勤２人）
④秋田県の「トラック運送燃料高騰緊急支援金」の交付決定を受けた市内に本社を有するトラック・軽
トラック運送業者

R4.7.1 R5.3.31  補助台数：2,800台

①補助件数は目標に満たなかったものの、トラック運送業者に対し、事業用車両の運行に要
した燃料費の一部を補助することで地域の物流の維持を図った。
・補助決定台数：1,669台
・補助金額：30,247千円

②軽トラック運送事業者の申請が少なかったため、今後支援を実施する場合には補助要件の
見直しを検討する。

87 50 単
 施設園芸燃油価格
高騰対策事業

 園芸振興セン
ター

 通常交付金
 ④-Ⅰ．原油
価格高騰対
策

 － 1,339 90            90                         -              - -             

①コロナ禍における燃油価格高騰により負担が増加している施設園芸農家に対して、野菜や花き栽
培時の暖房に要した燃料費の一部を補助し、農業経営の安定と継続を支援する。
②補助金　90,000円
③対象者数５戸
購入数量（ℓ）×購入単価のうち価格高騰分（円/ℓ）×補助率（2/5）
購入数量34,494ℓ（Ａ重油：19,430ℓ、灯　油：15,064ℓ）
価格高騰分（各農家の購入単価（円）－発動基準価格（円/ℓ））
※価格高騰分は、国の施設園芸セーフティーネット構築事業の補填単価の上限（発動基準価格×
70％）を参考
※発動基準価格（Ａ重油：81.6円/ℓ、灯　油：86.5円/ℓ）
④加温栽培を行う施設園芸農家

R4.10.19 R5.3.16  助成する燃油使用量57,000L
（A重油：29,000L、灯油：28,000L）

①燃料価格の高騰による施設園芸農家の負担軽減のため、価格上昇分の一部を補助し、農
業経営の安定を支援することができた。
・助成した燃油使用量34,494ℓ
　（A重油：19,430ℓ、灯油：15,064ℓ）

②国の燃料油価格激変緩和対策により、燃油価格が想定を下回ったことに加え、事業設計年
度よりも気温が高く燃油使用量が減少した。国の燃料油価格激変緩和対策は、令和５年９月
に終了予定であることから、燃油に対する支援は重要性を増すと考えている。今後は、国の動
向を注視し、より効果的な支援となるよう検討する。

88 52 単
 公共交通事業継続
支援事業

交通政策課  通常交付金
 ④-Ⅰ．原油
価格高騰対
策

 － 63,000 58,850      58,850                   -              - -             

①新型コロナウイルス感染症の長期化の影響による運送収入の減少や燃料費高騰などにより負担が
増大し、厳しい経営状況が続いている公共交通事業者に対して、車両維持費の一部を支援することに
より、事業の継続につなげ、市民等の移動手段を維持・確保する。
②車両維持に要する費用の一部として、バス車両１台あたり20万円、タクシー車両１台あたり５万円を
支援する。（補助金）
③（バス）200千円×153台＝30,600千円、（タクシー）50千円×565台＝28,250千円
④秋田市内に主たる営業所等を有する路線バスおよびタクシー事業者

R4.7.14 R4.9.15  支援金交付事業者数：
バス　１社、タクシー　62社

①支援金交付事業者数：バス　１社、タクシー　60社
・未申請の２社を除き、交付対象事業者すべてに支援金を交付した。
・厳しい経営状況が続いている路線バスおよびタクシー事業者に対して、車両維持費の一部
を支援したことにより、事業者の負担軽減が図られ、事業の継続につながった。

②公共交通事業者の厳しい経営環境は、短期間に改善される状況ではないため、単年度の
支援だけでは効果が一時的なものとなることから、複数年に渡る事業や経費を対象にできれ
ば、幅広く効果的な支援が可能になると思われる。

89 90 単
障害者支援施設等物
価高騰対策事業

障がい福祉課 重点交付金
④-Ⅰ．原油
価格高騰対
策

⑤医療・介
護・保育施

設、公衆浴場
等に対する物
価高騰対策

支援

42,774      33,437      23,034      -             10,403      -             

①コロナ禍における物価高騰に伴う緊急的な支援策として、障害者支援施設等に対し、光熱費および
食材費の一部を助成し施設の負担軽減を図る。
②補助金（障害福祉サービス等事業所における光熱費および食材費）
③補助金額 33,437,500円（※新規開設等の場合、月割り計算となるため、補助単価×定員数の合計
とは一致しない。）
   (1) 原油価格高騰対策
　   補助単価（9,000円）×入所定員数（994人）
     補助単価（4,500円）×通所定員数（2,708人）
   (2) 食材購入費価格高騰対策
　   補助単価（10,000円）×入所定員数（728人）
     補助単価（3,500円）×通所定員数（1,559人）
     補助単価（1,800円）×放課後デイ定員数（30人）
  　D欄10,403千円は県補助
④障害福祉サービス等事業所

R4.12.27 R5.2.24

障害福祉サービス等事業所（１９０
事業所）に対し、入所、通所定員
（訪問系施設は事業所単位）に基
づき光熱費および食材費の一部を
３月末までに助成することにより、
施設の負担軽減を図る。

①コロナ禍における物価高騰に伴う緊急的な支援策として、障害福祉サービス等事業所（１９
０か所）に対し、燃料費および食材費の一部を助成することにより、事業所の負担軽減が図ら
れた。

②緊急的な支援事業であることから、プッシュ方式等により、速やかな助成を行う。

90 91 単
老人福祉施設物価高
騰対策事業（軽費老
人ホーム分）

長寿福祉課 重点交付金
④-Ⅰ．原油
価格高騰対
策

⑤医療・介
護・保育施

設、公衆浴場
等に対する物
価高騰対策

支援

7,980        6,460        4,930        -             1,530        -             

①コロナ禍における物価高騰に伴う緊急的な支援策として、軽費老人ホームに対し、光熱費および食
材費の一部を助成し施設の負担軽減を図る。
②補助金（軽費老人ホームにおける光熱費および食材費）
③(1) 原油価格高騰対策
　　   補助単価（9,000円）×入所定員数（340人）＝3,060千円
   (2) 食材購入費価格高騰対策
　　   補助単価（10,000円）×入所定員数（340人）＝3,400千円
　　　D欄1,530千円は県補助
④軽費老人ホーム：A型（１施設）、ケアハウス（８施設）

R4.12.28 R5.2.24

軽費老人ホーム１０施設に対し、光
熱費および食材費の一部を３月末
までに助成することにより、施設の
負担軽減を図る。

①軽費老人ホーム９施設に対し、光熱費および食材費の一部を助成することにより、施設の
負担軽減を図った。
　本事業の対象施設１０施設のうち、１施設については介護保険法における特定施設の指定
を受けており、老人福祉施設物価高騰対策事業（介護保険施設分）の対象施設となったこと
から、不用額が生じたものである。

②緊急的な支援事業であることから、プッシュ方式等により、速やかな助成を行う。

91 93 単
老人福祉施設物価高
騰対策事業（地域包
括支援センター分）

長寿福祉課 重点交付金
④-Ⅰ．原油
価格高騰対
策

⑤医療・介
護・保育施

設、公衆浴場
等に対する物
価高騰対策

支援

3,888        3,888        3,888        -             -             -             

①コロナ禍における物価高騰に伴う緊急的な支援策として、地域包括支援センターに対し、光熱水費
の一部を助成し施設の負担軽減を図る。
②補助金（地域包括支援センターにおける光熱水費）
③補助単価（18,000円）×12か月×施設数（18施設）＝3,888千円
④地域包括支援センター（18施設）

R4.12.28 R5.3.16

地域包括支援センター１８施設に
対し、光熱水費の一部を３月末まで
に助成することにより、施設の負担
軽減を図る。

①地域包括支援センター（18か所）に対し、光熱水費の一部を助成することにより、施設の負
担軽減を図った。

②今後の燃料費等の推移の状況等を注視し、対応について検討する。

92 95 単
救護施設物価高騰対
策事業

保護第一課 重点交付金
④-Ⅰ．原油
価格高騰対
策

⑤医療・介
護・保育施

設、公衆浴場
等に対する物
価高騰対策

支援

1,500        1,500        1,500        -             -             -             

①コロナ禍における物価高騰に伴う緊急的な支援策として、救護施設に対し、食材費の一部を助成し
施設の負担軽減を図る。
②補助金（救護施設における食材費）
③ 食材購入費価格高騰対策
　　補助単価（10,000円）×入所定員数（150人）＝1,500千円
④救護施設

R4.12.28 R5.2.9

救護施設に対し、食材費として入
所者一人あたり10,000円を３月末ま
でに助成することにより、施設の物
価高騰による負担の軽減を図る。

①救護施設に対し、食料品費の一部として定員１名あたり10,000円を助成し、物価高騰による
経済的負担の軽減を図った。
※定員150名×10,000円＝助成額1,500,000円

②緊急的な支援事業であることから、プッシュ方式等により、速やかな助成を行う。
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交付金
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事業の種類
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【実績】
事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当した経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

交付対象事業
の名称

①事業の成果、効果等

②今後の課題、対応等

総事業費
（実績額）
千円

国庫補助金
以外の
特定財源

国庫補助金

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

【実績】
事業
始期

93 96 単
老人福祉施設物価高
騰対策事業（介護保
険施設分）

介護保険課 重点交付金
④-Ⅰ．原油
価格高騰対
策

⑤医療・介
護・保育施

設、公衆浴場
等に対する物
価高騰対策

支援

152,944    152,757     116,027     -             36,730      -             

①コロナ禍における物価高騰に伴う緊急的な支援策として、介護保険施設等に対し、燃料費および食
材費の一部を助成する。
②補助金
③補助金額 152,756,800円（※新規開設等の場合、月割り計算となるため、補助単価×定員数の合計
とは一致しない。）
(1) 原油価格高騰対策
    補助単価（ 9,000円）×入所定員（6,754人）
    補助単価（4,500円）×通所定員（2,855人）
    補助単価（36,000円）×訪問系施設（85施設）
   (2) 食材購入費価格高騰対策
    補助単価（10,000円）×入所定員（6,754人）
    補助単価（3,500円）×通所定員（2,539人）
   D欄36,730千円は県補助
④訪問看護、居宅介護支援を除く介護保険事業所等

R4.12.27 R5.3.2

介護保険施設等３９６事業所に対
し、入所、通所定員（訪問系施設は
事業所単位）に基づき光熱費およ
び食材費の一部を３月末までに助
成することにより、施設の負担軽減
を図る。

①コロナ禍における物価高騰に伴う緊急的な支援策として、介護保険施設等（390か所）に対
し、燃料費および食材費の一部を助成することにより、事業所の負担軽減が図られた。

②緊急的な支援事業であることから、プッシュ方式等により、速やかな助成を行う。

94 100 単
私立保育所等物価高
騰対策事業

子ども育成課 重点交付金
④-Ⅰ．原油
価格高騰対
策

⑤医療・介
護・保育施

設、公衆浴場
等に対する物
価高騰対策

支援

82,038      79,491      39,745      -             39,746      -             

①コロナ禍においてエネルギー・食料品等の価格高騰の影響を受けている私立保育所等に対し経営
の安定に向けて光熱費等の支援を行うとともに、給食費についても保護者への負担を増やすことのな
いよう支援する。
②補助金
③光熱費：@7,100円×8,603人＝61,081,300円
　給食費：@3,240円×5,682人＝18,409,680円
　Ｄ欄39,746千円は県補助（県1/2、市1/2）
④私立保育所、認定こども園、幼稚園等

R4.4.1 R5.2.24

光熱費価格高騰分：９９施設（８，８
２３人）
給食費価格高騰分：１１３施設（５，
９８６人）

①・光熱費価格高騰分：９７施設（８，６０３人）
　 ・給食費価格高騰分：８５施設（５，６８２人）
物価高騰を受け、光熱費等および給食費等の一部を支援することにより安定した施設運営を
行うことができた。

②令和５年度事業実施予定

95 101 単
放課後児童クラブ物
価高騰対策事業

子ども育成課 重点交付金
④-Ⅰ．原油
価格高騰対
策

⑤医療・介
護・保育施

設、公衆浴場
等に対する物
価高騰対策

支援

3,788        3,572        1,786        -             1,786        -             

①コロナ禍においてエネルギー等の物価高騰の影響を受けている放課後児童クラブに対し経営の安
定に向けて光熱費の支援を行う。
②補助金
③光熱費：@2,000円×1,786人＝3,572,000円
　Ｄ欄1,786千円は県補助（県1/2、市1/2）
④放課後児童クラブ（児童センター内で実施しているクラブは除く。）

R4.4.1 R5.2.24 光熱費価格高騰分：４８施設

①物価高騰を受け、４７施設に対し光熱費等の支援を行うことにより安定した施設運営を行う
ことができた。

②令和５年度事業実施予定

96 107 単
タクシー事業者原油
価格高騰対策支援事
業

交通政策課 重点交付金
④-Ⅰ．原油
価格高騰対
策

⑧地域公共
交通や地域
観光業等に
対する支援

58,000      46,600      46,600                   -              -              -

①新型コロナウイルス感染症の長期化の影響による運送収入の減少や燃料費高騰などにより運行経
費の負担が増大し、厳しい経営状況が続いているタクシー事業者に対して、燃料費かかり増し分の一
部を支援することにより、事業者の負担軽減を図る。
②補助金（タクシー車両１台あたり100千円を支援金として交付。休車車両を除く。）
③100千円×466台＝46,600千円
④秋田市内に主たる営業所等を有するタクシー事業者

R5.1.11 R5.3.9 支援金交付事業者数：
タクシー　62社

①支援金交付事業者数：タクシー　60社
・廃業した２社を除き、交付対象事業者すべてに支援金を交付した。
・厳しい経営状況が続いているタクシー事業者に対して、燃料費かかり増し分の一部を支援し
たことにより、事業者の負担軽減が図られた。

②公共交通事業者の厳しい経営環境は、短期間に改善される状況ではないため、単年度の
支援だけでは効果が一時的なものとなることから、複数年に渡る事業や経費を対象にできれ
ば、幅広く効果的な支援が可能になると思われる。

97 108 単
地方バス路線維持対
策経費

交通政策課 重点交付金
④-Ⅰ．原油
価格高騰対
策

⑧地域公共
交通や地域
観光業等に
対する支援

19,536      7,947        7,947                     -              - -             

①新型コロナウイルス感染症の長期化の影響による運送収入の減少や燃料費高騰などにより運行経
費の負担が増大し、厳しい経営状況が続いている乗合バス事業者に対して、幹線バスの燃料費かか
り増し分の一部を支援することにより、事業者の負担軽減を図る。
②補助金（幹線バス路線維持費補助金の補助率を２分の１から４分の３に拡充）
③幹線バス路線維持費補助金
【補助率1/2】補助対象経費31,787千円×1/2≒15,893千円
【補助率3/4】補助対象経費31,787千円×3/4≒23,840千円
補助率拡充分23,840千円－15,893千円＝7,947千円
④秋田市内に主たる営業所等を有する乗合バス事業者

R4.12.28 R5.1.26 補助金交付額：19,536千円

①幹線バス路線の運行実績により、補助対象経費が見込よりも減額となったことから、補助金
交付額は目標よりも減額となったが、補助率拡充により事業者の負担軽減が図られた。
・補助金交付額：7,947千円

②公共交通事業者の厳しい経営環境は、短期間に改善される状況ではないため、単年度の
支援だけでは効果が一時的なものとなることから、複数年に渡る事業や経費を対象にできれ
ば、幅広く効果的な支援が可能になると思われる。

98 111 単
公立大学法人施設整
備費補助金（照明器
具ＬＥＤ化更新）

 企画調整課 通常交付金
④-Ⅰ．原油
価格高騰対
策

－ 8,712        8,712        8,712        -             -             -             

①コロナ禍において電力の価格高騰に直面している秋田公立美術大学が、効率的な運営を行い影響
を低減できるよう、省エネに資する設備整備（照明器具のＬＥＤ化）に対し助成する。
②補助金
③照明器具ＬＥＤ化更新工事（実習棟Ｃ） 8,712,000円
④秋田公立美術大学

R4.9.14 R5.3.17 実習棟Ｃ内の既存照明器具146台
をLED照明に取り替える。

①電力の価格高騰が続く中、効率的な大学運営を行うため、対象校舎（実習棟C）内の照明器
具146台をLED照明に更新し、省エネ化を図った。

②令和５年度以降も別校舎において更新工事を行う予定である。設備の劣化具合等を勘案し
優先順位を考慮しながら計画的な更新を進めていく。

99 115 単
病院法人運営費負担
金等

 福祉総務課 通常交付金
④-Ⅰ．原油
価格高騰対
策

－ 84,609      84,609      84,609      -             -             -             

①コロナ禍における医療機関に対する物価高騰対策支援として、地方独立行政法人市立秋田総合病
院に対する燃料費の高騰分を支援するため、地方独立行政法人法に基づく運営費交付金を交付す
る。
②交付金
③令和4年度燃料費の物価高騰影響額
・ガス分  20,023千円
・重油分   7,389千円
・電気分 57,197千円
合計　84,609千円
④地方独立行政法人市立秋田総合病院

R5.3.7 R5.3.30

市立秋田総合病院（１施設）に対
し、燃料費の高騰分の一部として
84,609千円を３月末までに交付す
ることにより、コロナ禍における医
療体制の維持を図る。

①市立秋田総合病院（1施設）に対し、燃料費の高騰分の一部として84,609千円を３月に交付
したもので、厳しい経営環境にある中、新型コロナウイルス感染症を含め、政策医療等を継続
して提供した。

②令和５年度も燃料費等の高騰が継続していることから、今後の状況を注視し、対応につい
て検討していく。
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【実績】
事業
始期

【Ⅴ．エネルギー・原材料・食料等安定供給対策】 小計 219,987 165,849 165,849 0 0 0

100 47 単
 作付転換緊急支援
事業

 農業農村振興
課

 通常交付金

 ④-Ⅱ．エネ
ルギー・原材
料・食料等安
定供給対策

 － 63,556 53,333      53,333                   -              -              -

①コロナ禍における肥料価格等の高騰により負担が増大している稲作農家を支援するとともに、主食
用米から非主食用米への作付転換を促進するため、緊急的に支援するもの。
②非主食用米（加工用米等）の作付けに要する経費の一部に対する補助金
③通信運搬費　1千円、委託料　272千円、補助金　53,060千円（対象数：908人、対象面積：1,061.2ha、
補助単価：5,000/10a）
④令和４年度に非主食用米の出荷契約のある農業者

R4.7.1 R5.3.31
 令和４年度における非主食用米の
作付面積　1,260ha

①非主食用米の作付に要する経費の一部を助成したことで、稲作農家の負担軽減が図られ
た。成果目標は達成しなかったが、令和３年度の非主食用米作付面積1,190haと比較し、1.1%
の微減であり、作付転換の機運維持の効果があったものと考える。
・令和４年度における非主食用米の作付面積　1,177ha
　(うち、助成対象：1,061.2ha)

②国事業の活用等により、引き続き作付転換の推進を図る。

101 49 単
 畜産経営維持緊急
支援事業

 農業農村振興
課

 通常交付金

 ④-Ⅱ．エネ
ルギー・原材
料・食料等安
定供給対策

 － 41,566 27,824      27,824                   -              -              -

①コロナ禍における国際的な穀物需要の増加や、国際情勢等による配合飼料価格の高騰等により、
畜産経営体の収益力が急激に低下していることから、経営維持に向けた取組に対し緊急的に支援す
る。
②経営体の再生産に必要な素畜の導入等に対する補助金
③１）　中小家畜経営安定緊急対策
養豚）52頭×5千円＝260千円
採卵鶏ひな）277,976羽×50円＝13,899千円
ﾌﾞﾛｲﾗｰひな）38,000羽×４円＝152千円
２）　肉用牛肥育経営安定緊急対策
肥育素畜）492頭×15千円＝7,380千円
３）　肉用牛繁殖経営安定緊急対策
DG去勢1.1kg以上、雌1.0kg以上）107頭×15千円＝1,605千円
DG去勢1.0kg以上、雌0.9kg以上）21頭×10千円＝210千円
４）　酪農経営安定緊急対策
生乳生産量）356,160kg×2.5円＝890千円
５）　配合飼料価格差補てん緊急支援
対象契約数量）4,898ｔ×700円＝3,428千円
④畜産経営体、秋田県農業公社、ＪＡ等

R4.7.1 R5.3.31  新型コロナウイルス感染症の影響
による廃業　０経営体

①成果目標を達成した。
・新型コロナウイルス感染症の影響による廃業　０経営体

②飼料価格高騰等の影響は依然として大きく、経営安定に向け畜産農家の負担軽減を図る
継続支援が必要。

102 102 単
稲作経営維持緊急支
援事業

農業農村振興
課

重点交付金

④-Ⅱ．エネ
ルギー・原材
料・食料等安
定供給対策

⑥農林水産
業における物
価高騰対策

支援

80,559      64,998      64,998                   -              -              -

①コロナ禍における燃料・肥料価格等の高騰や令和４年産米の収量減により農家経営に大きく影響
が及んでいることから、主食用米の作付けに対して緊急的に支援を行うもの。
②主食用米の作付けに要する経費の一部に対する補助金
③通信運搬費　2千円、委託料　406千円、補助金　64,590千円（対象数：1,535人、対象面積：2,153ha、
補助単価：3,000/10a）
④次のいずれにも該当する農業者
１）　秋田市農業再生協議会が示した「生産の目安」に沿って主食用米を作付けしている者であること
２）　令和４年度に主食用米の出荷実績があること

R5.1.1 R5.3.31 令和４年度における主食用米(出
荷)の作付面積　2,671.5ha

①主用米の作付に要する経費の一部を助成したことで稲作農家の負担軽減が図られた。助
成対象は出荷数量から算定した作付面積のため、収量減の状況から成果目標（見込面積）の
80％の達成率となったが、作付転換への支援とあわせ経営維持につながる効果があったもの
と考える。
・令和４年度における主食用米（出荷）の作付面積　2,153.0ha（助成対象）
参考：令和４年度における主食用米の作付面積　4,086.6ha

②農業資材の高騰等により、依然として農業経営にとって厳しい状況が続いている。経営安
定のための継続支援が必要。

103 104 単
園芸作物経営維持緊
急支援事業

 園芸振興セン
ター

重点交付金

④-Ⅱ．エネ
ルギー・原材
料・食料等安
定供給対策

⑥農林水産
業における物
価高騰対策

支援

20,808      7,527        7,527                     -              -              -

①コロナ禍における燃料・肥料価格等の高騰により、農家経営への影響が大きいことから、園芸作物
の作付けに対して緊急的に支援することにより経営の維持を図る。
②需用費、通信運搬費、手数料、業務委託料、補助金
③需用費（消耗品費）113千円、通信運搬費（通知文書郵送料）13千円、手数料（JA広報誌周知用）37
千円、業務委託料1,980千円、補助金5,384千円（申請者数166人（内訳：野菜172人、花き56人、果樹
47人※重複あり））
補助金＝販売実績額（円）÷基準販売額（円/10a）×補助単価（円/10a）
④令和４年分の野菜・花き・果樹の販売実績が１０万円以上の農業者

R5.2.1 R5.3.8 助成農家数588人

①肥料等の資材価格高騰による農家の負担軽減のため、園芸作物の作付けに対する支援を
行い、農業経営の安定を図った。
・助成農家数166人

②補助対象となる販売額と申請者数が見込みを下回ったため、今後、同様の事業を検討する
場合は、本事業の実績をベースにしていきたい。また、農業用生産資材の価格高騰は継続し
ており、農産物販売の価格転嫁もできておらず、依然として農家経営は逼迫していることか
ら、引き続き支援策を検討する。

104 105 単
卸売市場内事業者電
気料金支援事業（中
央卸売市場分）

市場管理室 重点交付金

④-Ⅱ．エネ
ルギー・原材
料・食料等安
定供給対策

⑦中小企業
に対するエネ
ルギー価格
高騰対策支

援

675          664          664                       -              -              -

①コロナ禍における電気料金の高騰に直面する市場内事業者を支援し、安全・安心な生鮮食品等を
市民へ供給する市場の役割の維持等を図る。
②補助金 664千円
③４事業者、令和４年度燃料費調整額分×1/2以内
※令和５年３月分は、昨年度同月実績により算出。
④市場内事業者（全て中小企業）

R5.3.1 R5.3.31 補助件数４件

①高騰する電気料金の一部を支援したことにより、市場内事業者の経営の安定につながり、
安全・安心な生鮮食品等を市民へ供給する市場の役割を果たすことができた。
・補助件数４件

②市場内事業者からは効果的であったと補助事業を評価する意見が多く寄せられたが、今後
さらなる電気料の上昇が起こった場合は、より効果的な支援方法を検討する必要がある。

105 106 単
卸売市場内事業者電
気料金支援事業（公
設地方卸売市場分）

市場管理室 重点交付金

④-Ⅱ．エネ
ルギー・原材
料・食料等安
定供給対策

⑦中小企業
に対するエネ
ルギー価格
高騰対策支

援

12,823      11,503      11,503                   -              -              -

①コロナ禍における電気料金の高騰に直面する市場内事業者を支援し、安全・安心な生鮮食品等を
市民へ供給する市場の役割の維持等を図る。
②補助金 11,503千円
③26事業者、令和４年度燃料費調整額分×1/2以内
※令和５年３月分は、昨年度同月実績により算出。
④市場内事業者（全て中小企業）

R5.3.1 R5.3.31 補助件数２６件

①高騰する電気料金の一部を支援したことにより、市場内事業者の経営の安定につながり、
安全・安心な生鮮食品等を市民へ供給する市場の役割を果たすことができた。
・補助件数26件

②市場内事業者からは効果的であったと補助事業を評価する意見が多く寄せられたが、今後
さらなる電気料の上昇が起こった場合は、より効果的な支援方法を検討する必要がある。
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【実績】
事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当した経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

交付対象事業
の名称

①事業の成果、効果等

②今後の課題、対応等

総事業費
（実績額）
千円

国庫補助金
以外の
特定財源

国庫補助金

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

【実績】
事業
始期

【Ⅵ．コロナ禍において物価高騰等に直面する生活困窮者等への支援】 小計 688,758 668,928 379,755 0 287,925 1,248

106 76 単
子ども食堂等支援事
業費補助金

子ども総務課 通常交付金

④-Ⅳ．コロナ
禍において物
価高騰等に
直面する生
活困窮者等
への支援

－ 1,700        689          689          -             -             -             

①子ども食堂や学習支援の活動を行っている団体等に対し、新型コロナウイルス感染症や物価高騰
の影響により増加となる、活動経費の一部を補助し活動の維持・継続を図る。
②補助金
③コロナ対策
３団体　計525,044円
物価高騰
３団体　計164,220円
④子ども食堂や学習支援の活動を行っている団体

R4.4.1 R5.3.31 補助件数：6団体

①補助件数は3団体（コロナ対策3団体、物価高騰3団体）であり、新型コロナウイルス感染症
対策や物価高騰により増加した経費を補助し、経済的負担の軽減を図った。
補助を利用しない団体があったことや新規開設団体分の利用が無かったことなどから３団体
となったもの。

②今後も各団体の動向や要望等を踏まえ、支援について検討していく。

107 85 単

住民税非課税世帯燃
料費等高騰対策緊急
助成事業（重点交付
金分）

福祉総務課 重点交付金

④-Ⅳ．コロナ
禍において物
価高騰等に
直面する生
活困窮者等
への支援

①エネル
ギー・食料品
価格等の物

価高騰に伴う
低所得世帯

支援

516,315    554,110     277,055     -             277,055     -             

①コロナ禍における物価高騰に伴う緊急的な支援策として、様々な困難に直面した方々の生活・暮ら
しを支援するため、燃料費等の高騰による影響がより大きい住民税非課税世帯に対し、１世帯当たり
１万５千円を助成するもの。
②人件費、需用費、役務費、委託料、扶助費
③合計　594,330千円（594,330,000円）
　 ・会計年度任用職員給与（２人分）　742,762円
　 ・会計年度任用職員共済費　127,124円
　 ・会計年度任用職員通勤手当　79,318円
　 ・消耗品費（需用費）　250,357円
　 ・郵送料（通信運搬費）　3,180,804円
　 ・手数料　4,235,110円
　 ・業務委託料　9,864,525円
　 ・扶助費　1万5千円×38,390世帯＝575,850,000円
   [県補助金]  290,035,405円）
④令和４年９月１日現在において市内に住所を有し、かつ、令和４年度市県民税非課税世帯
※No.62（実施計画No.84）、No.107（実施計画No.85）およびNo.112（実施計画No.120）は同一事業。上
記事業費等は３事業の合計。

R4.10.13 R5.3.31

経済的に困窮する世帯に対し、燃
料費等の一部として一世帯あたり１
万５千円を３月末までに助成するこ
とにより、低所得世帯の負担軽減
を図る。

①コロナ禍における原油価格の高騰に伴う緊急的な生活支援として、市県民税非課税世帯
（38,390世帯）に対し、燃料費等の一部を助成することにより、低所得世帯の負担軽減が図ら
れた。

②緊急的な支援事業であることから、プッシュ方式等により、速やかな助成を行う。

108 89 単
中国残留邦人等生活
支援給付世帯食料品
価格高騰対策事業

福祉総務課 重点交付金

④-Ⅳ．コロナ
禍において物
価高騰等に
直面する生
活困窮者等
への支援

①エネル
ギー・食料品
価格等の物

価高騰に伴う
低所得世帯

支援

40           40            40            -             -             -             

①コロナ禍における物価高騰に伴う緊急的な支援策として、食料品価格の影響等を軽減するため、令
和４年度低所得世帯（中国残留邦人等生活支援給付世帯）に対し、食料品費の一部を助成する。
②需用費（その他）
③おこめ券購入価格10,000円（額面価格8,800円）×４世帯＝40,000円
④中国残留邦人等生活支援給付世帯

R5.1.20 R5.3.31

中国残留邦人等生活支援給付世
帯に対し、食料品費の一部として
一世帯あたりおこめ券8,800円分を
３月末までに助成することにより、
物価高騰による負担軽減を図る。

①中国残留邦人等生活支援給付を受給中の４世帯に対し、食料品費の一部として一世帯あ
たりおこめ券8,800円分を助成し、物価高騰による経済的負担の軽減を図った。

②同様の事業を実施する場合、対象者に対し、確実かつ速やかに助成する必要があることか
ら、個別訪問による配布を行う。

109 94 単
生活保護世帯食料品
価格高騰対策事業

保護第一課 重点交付金

④-Ⅳ．コロナ
禍において物
価高騰等に
直面する生
活困窮者等
への支援

①エネル
ギー・食料品
価格等の物

価高騰に伴う
低所得世帯

支援

45,623      41,853      41,853      -             -             -             

①コロナ禍における物価高騰に伴う緊急的な生活支援策として、食料品価格の影響等を軽減するた
め、令和４年度低所得世帯（生活保護世帯）に対し、食料品費の一部を助成する。
②需用費、役務費
③おこめ券購入価格10千円（額面価格8,800円）×4,092世帯＝40,920千円、事務費933千円
④生活保護世帯

R4.12.27 R5.3.31

生活保護世帯に対し、食料品費の
一部として一世帯あたりおこめ券
8,800円分を３月末までに助成する
ことにより、物価高騰による負担軽
減を図る。

①生活保護世帯のうち4,092世帯に対し、食料品費の一部として一世帯あたりおこめ券8,800
円分を助成し、物価高騰による経済的負担の軽減を図った。

②同様の事業を実施する場合、対象者に対し、確実かつ速やかに助成する必要があることか
ら、個別訪問による配布を行う。

110 99 単
ひとり親世帯食料品
価格高騰対策事業

子ども総務課 重点交付金

④-Ⅳ．コロナ
禍において物
価高騰等に
直面する生
活困窮者等
への支援

②エネル
ギー・食料品
価格等の物

価高騰に伴う
子育て世帯

支援

37,652      33,231      33,106      -             -             125          

①コロナ禍が長期化する中において、食料品等の物価高騰の影響を特に大きく受けているひとり親世
帯の児童に対し、生活の基盤となる食の支援を行い家計の負担軽減を図る。
②おこめ券の配布
③児童3，141人×おこめ券500円×20枚＝31,410,000円
　事務費(時間外経費以外)1,696,645円
  時間外経費124,829円
④ひとり親世帯の児童

R4.12.21 R5.3.31 おこめ券の配布
ひとり親世帯の児童3,188名

①おこめ券を配布し、家計の軽減負担を図った。
・配布対象児童数　3,141人（対象人数の精査によりこの人数になったもの）
・配布枚数　児童一人につき、おこめ券20枚（8,800円分、20kg相当）

②今後も経済の動向を注視し、必要な施策を検討していく。

111 109 単

学校給食費管理費
（学校給食費会計繰
出金（物価高騰対応
分））

学事課 重点交付金

④-Ⅳ．コロナ
禍において物
価高騰等に
直面する生
活困窮者等
への支援

②エネル
ギー・食料品
価格等の物

価高騰に伴う
子育て世帯

支援

45,979      17,265      16,142                   -              - 1,123        

①コロナ禍における生活者支援のため、物価高騰により食材購入費が給食費を超過する分につい
て、保護者負担を増すことなく、これまで通りの栄養バランスと量を確保した学校給食を提供する。
②学校給食費会計への繰出金17,264,291円
③食材購入費のうち、給食費の額を超過する額（17,264,291円）
④市立小中学校児童生徒の保護者（教職員分1,122,179円は交付金充当せず）

R4.4.1 R5.3.20

物価高騰の影響による保護者負担
を軽減しながらも、学校給食摂取
基準の100％を確保した学校給食
を提供する。

①食材購入費が給食費の額を超過した分について、市負担にすることにより、保護者負担を
増加することなく、学校給食摂取基準を満たした学校給食を提供した。

②令和５年度は引き続き、食材購入費が給食費の額を超過した分について、市負担にするこ
ととしており、今後も物価上昇の動向を注視しながら、適切な対応を図っていく。

112 120 単

住民税非課税世帯燃
料費等高騰対策緊急
助成事業（物価高騰
分）

福祉総務課 通常交付金

④-Ⅳ．コロナ
禍において物
価高騰等に
直面する生
活困窮者等
への支援

－ 41,449      21,740      10,870      -             10,870      -             

①コロナ禍における物価高騰に伴う緊急的な支援策として、様々な困難に直面した方々の生活・暮ら
しを支援するため、燃料費等の高騰による影響がより大きい住民税非課税世帯に対し、１世帯当たり
１万５千円を助成するもの。
②人件費、需用費、役務費、委託料、扶助費
③合計　594,330千円（594,330,000円）
　 ・会計年度任用職員給与（２人分）　742,762円
　 ・会計年度任用職員共済費　127,124円
　 ・会計年度任用職員通勤手当　79,318円
　 ・消耗品費（需用費）　250,357円
　 ・郵送料（通信運搬費）　3,180,804円
　 ・手数料　4,235,110円
　 ・業務委託料　9,864,525円
　 ・扶助費　1万5千円×38,390世帯＝575,850,000円
   [県補助金]  290,035,405円）
④令和４年９月１日現在において市内に住所を有し、かつ、令和４年度市県民税非課税世帯
※No.62（実施計画No.84）、No.107（実施計画No.85）およびNo.112（実施計画No.120）は同一事業。上
記事業費等は３事業の合計。

R4.10.13 R5.3.31

経済的に困窮する世帯に対し、燃
料費等の一部として一世帯あたり１
万５千円を３月末までに助成するこ
とにより、低所得世帯の負担軽減
を図る。

①コロナ禍における原油価格の高騰に伴う緊急的な生活支援として、市県民税非課税世帯
（38,390世帯）に対し、燃料費等の一部を助成することにより、低所得世帯の負担軽減が図ら
れた。

②緊急的な支援事業であることから、プッシュ方式等により、速やかな助成を行う。
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【実績】
事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当した経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

交付対象事業
の名称

①事業の成果、効果等

②今後の課題、対応等

総事業費
（実績額）
千円

国庫補助金
以外の
特定財源

国庫補助金

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

【実績】
事業
始期

【Ⅶ．ウィズコロナ下での感染症対応の強化】 小計 139,110 108,841 103,926 2,626 0 2,289

113 97 単
新型コロナウイルス
感染症等冬季感染症
同時流行対策事業

健康管理課 通常交付金

⑤-Ⅳ-１．
ウィズコロナ
下での感染
症対応の強
化

－ 51,172      21,241      21,241      -             -             -             

①冬季に懸念される新型コロナウイルス感染症とインフルエンザの同時流行に備え、インフルエンザ
ワクチンの接種を促進することにより、発病、重症化の防止および負担軽減を図るために接種費を助
成する。
②助成金、委託料
③業務委託料　4,323千円
助成金　16,918千円
　生後６月以上13歳未満　 申請：7,876件　助成額：15,171千円
　13歳以上19歳未満（高校生相当）　申請：1,741件　助成額：1,747千円
④生後６月以上から19歳未満（高校生相当）まで

R4.12.22 R5.3.31 発病や重症化の予防および医療機
関の負担軽減を図る。

①保護者による電子申請方式としたことにより、医療機関の請求事務は発生しなかった。

②申請件数が見込みを下回ったのは事業開始時期が遅いことが原因の一つと考えられるた
め、助成事業を実施する場合は、インフルエンザワクチン接種を終えるのが望ましいとされる
１２月中旬までに開始できるよう努めたい。

114 114 補
障害者総合支援事業
費補助金

障がい福祉課 通常交付金

⑤-Ⅳ-１．
ウィズコロナ
下での感染
症対応の強
化

－ 6,566        6,228        1,313        2,626        -             2,289        

（障がい児者サービス継続支援事業）
①新型コロナウイルス感染者が発生した障害児者事業所が障害福祉サービスを継続して提供できる
よう支援を行う。
②補助金
（障害福祉サービス等事業所における建物の消毒費用や職員の感染等に伴う人員確保等、サービス
継続に必要な経費）
③(1)消毒費用や消毒用品等
　　   国の基準単価×12事業所＝5,690千円
   (2)感染した事業所からの利用者の受入れや応援職員
       の派遣に要した経費
  　   国の基準単価×５事業所＝538千円
④障害福祉サービス事業所等

R4.4.1 R5.3.31

新型コロナウイルスの感染者が発
生した事業所等に対し、必要な経
費を支援することで、障害福祉サー
ビス提供の継続が図れるよう6,566
千円の財源を確保する。

①新型コロナウイルス感染者が発生した障害児者事業所（12事業所）に対し、消毒費用や消
毒用品等の購入費用を助成することで負担が軽減されたとともに、同感染症のまん延防止が
図られた。また、感染した事業所からの利用者の受入れや応援職員の派遣（５事業所）に要す
る経費についても助成し、障害福祉サービスの継続した提供が図られた。

②同様の事業を実施する場合、全事業者に周知する必要があることから、市のホームページ
に掲載するほか、メール等により感染者の発生状況について各事業者から随時報告を受け、
対象となる事業所に個別に補助の詳細を説明し、制度の活用を促進する。

115 116 単
病院法人運営費負担
金等

 福祉総務課 通常交付金

⑤-Ⅳ-１．
ウィズコロナ
下での感染
症対応の強
化

－ 81,372      81,372      81,372      -             -             -             

①新型コロナウイルス感染症陽性患者の受入れのための病床確保を行うほか、同感染症の対応によ
りかかり増し経費が発生している地方独立行政法人市立秋田総合病院に対して、医療提供体制の強
化を図るため、地方独立行政法人法に基づく運営費交付金を交付する。
②交付金
③病床確保に対する支援、業務委託経費および院内での検査経費
○令和４年度病床確保経費への支援：60,575千円
　（41千円－16千円）　×　2,423床　＝　60,575千円
○令和４年度コロナ対策により発生した経費に対する支援：20,797千円
・医療費等の自己負担に係る病院支弁分 1,228千円
・発熱トリアージ案内業務委託 5,923千円
・来院患者案内業務委託 957千円
・新型コロナウイルス感染症院内確認検査 12,689千円
合計　81,372千円
④地方独立行政法人市立秋田総合病院
※特定事業者への支援にかかる公表を本市ホームページで行っている。
ＵＲＬ：https://www.city.akita.lg.jp/shisei/hoshin-keikaku/1011478/1034185/1034186.html

R5.3.7 R5.3.30

市立秋田総合病院（１施設）に対
し、病床確保や感染拡大防止に対
する費用81,372千円を３月末まで
に交付することにより、感染症対応
の強化を図る。

①市立秋田総合病院（１施設）に対し、病床確保に対する支援、業務委託（発熱トリアージ等）
経費および院内での検査（入院患者505人、職員1,916人）経費など81,372千円を３月に交付し
たもので、支援を行った対策により、過去に発生した院内クラスター（令和２年１月）は全面的
な新患受入停止等が１ヶ月以上におよび52人の感染者となったことに対して、令和４年度は１
病棟５人の感染者に留まるなど、院内感染対策が強化された。

②今後の新型コロナウイルス感染症の流行について状況を注視し、引き続き、同病院におけ
る必要経費の把握を行う。
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総 務 委 員 会 資 料　 

令和５年９月２０日　 

まちづくり戦略室　 

 

外旭川地区のまちづくりについて 

１　まちづくり基本計画策定に向けた検討状況　

 

(1) 地域未来投資促進法に関する協議 

　モデル地区の整備に当たっては、地域の特性を生かして高い付加価値を創出し、地

域の成長発展の基盤強化を図ることを目的とする地域未来投資促進法を活用すること

としている。 

ア　地域未来基本計画の作成 

　地域未来投資促進法の活用に当たっては、市と県が共同して地域経済牽引事業の

促進に関する基本的な計画（以下「地域未来基本計画」という。）を作成し、国の

同意を得る必要がある。 

　地域未来基本計画には、国の基本方針において次の事項を盛り込むこととされて

おり、現在、県と協議しながら、東北経済産業局への事前相談を行うなど、まちづ

くり基本計画の検討と並行して作成を進めている。 

 

【地域未来基本計画に定める主な事項】 

・促進区域（対象区域）　　：行政区画単位で設定　 

・経済的効果に関する目標　：促進区域に係る地域経済牽引事業の促進による付加

価値創出額の目標 

・重点促進区域　　　　　　：重点的に地域経済牽引事業の促進を図るべき区域 

・戦略的に活用する分野　　：①成長ものづくり、②農林水産・地域商社、 

③デジタル、④観光・スポーツ・文化・まちづくり、

⑤環境・エネルギー、⑥ヘルスケア・教育サービス、

⑦その他から選択 

・土地利用調整に関する事項：農地および市街化調整区域を地番単位で定める 

・計画期間　　　　　　　　：原則５年間 

【協議の経過と今後の予定】 

　令和５年４月13日(木) 県市の関係各課による合同打合せ 

　　　　　５月15日(月) 地域未来基本計画の素案を県産業政策課へ提出 

　　　　　６月６日(火) 県産業政策課を通じて東北経済産業局へ事前相談 

　　　　　６月９日(金) 東北経済産業局から「重点促進区域」について字単位で設定

するよう指摘を受ける【図１】 

　　　　　６月28日(水) 東北経済産業局の回答を踏まえ、県産業政策課と打合せ 

　　　　　８月30日(水) 国や県からの指摘事項等を踏まえ、地域未来基本計画の暫定

案を県産業政策課へ提出 

　令和６年１月　　　　 県産業政策課へ最終案提出（予定） 

　　　　　４月　　　　 国へ申請（予定） 

　　　　　６月　　　 　国からの同意（予定）
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図１　地域未来基本計画における重点促進区域（案) 

 

 

イ　補助金の返還 

　モデル地区として検討する範囲のうち、現卸売市場敷地を除いた農地部分は、県

営土地改良事業（国庫補助事業）の受益地の一部であり、地域未来投資促進法の特

例措置を活用して農地転用した場合は、補助金返還の対象となる可能性が高い。 

　今後、事業が具体化すれば、国や県と協議の上、負担の必要性や支払時期、負担

額、負担主体等が確定することになるが、基本的には原因者である地域経済牽引事

業を行う民間事業者が負担することを想定している。 

 

(2) 新スタジアム整備に関する協議 

　ブラウブリッツ秋田が主体となり、県、市、事業パートナーであるイオンタウン株

式会社による新スタジアム整備に関する協議を、今年度これまでに４回開催している。 

　今後も定期的に協議を重ね、令和６年１月までにブラウブリッツ秋田が新スタジア

ム整備の基本計画を作成する予定であり、その内容を本市のまちづくり基本計画に取

り込むこととしている。 

　なお、ブラウブリッツ秋田が、公益社団法人日本プロサッカーリーグ（Ｊリーグ）

から、県と本市の新スタジアム整備に向けた意向表明書の提出を求められたことを受

け、Ｊリーグに対し、６月28日に県と市がそれぞれ新スタジアム整備を支援する考え

である旨の意向表明書を提出した。 

【協議の経過と今後の予定】 

　令和５年４月20日(木) 第１回協議（プロポーザル提案時のスタジアム概要） 

　　　　　５月30日(火) 第２回協議（物価高騰等を踏まえた試算） 

　　　　　６月28日(水) Ｊリーグに対し、意向表明書提出（県も同日に提出） 

　　　　　８月３日(木) 第３回協議（機能や利用用途） 

　　　　　９月７日(木) 第４回協議（事業手法、維持管理） 

　　　　　10月上旬　　 第５回協議（予定）　※以降、随時開催 

　令和６年１月　　　　 ブラウブリッツ秋田が新スタジアム整備の基本計画を作成
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(3) 分科会・アドバイザーとの意見交換 

ア　分科会 

　まちづくり基本構想に位置付けた７つの取組を具体化するための庁内検討組織と

して、次の４つの分科会を設置した。５月31日に第１回合同分科会を開催し、以降

随時検討を進めている。 

①起業支援分科会　②ゼロカーボン分科会　③交流人口拡大分科会　④次世代型農業分科会

イ　アドバイザーとの意見交換 

　分科会構成課所室の若手職員とアドバイザーの意見交換会を７月11日、８月23日

に開催した。 

　アドバイザーからの意見や提言を参考にしながら、各分科会で取組を具体化し、

まちづくり基本計画（素案）として、11月に予定している第３回懇話会までに市と

しての考えをまとめる。 

 

(4) アドバイザリー業務 

ア　交通量調査 

　外旭川地区における主要な交差点３か所において、現況交通量および渋滞長を調

査した。【図２】 

　今後、調査結果を踏まえ、モデル地区整備後の将来交通量を推計した上で、必要

な対策を検討し、まちづくり基本計画に反映する。 

・調査実施日時　　令和５年７月２日(日)　 午前７時から午後７時まで 

                    　　　　　　７月４日(火) 　午前７時から午後７時まで 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２　交通量調査位置図 

イ　経済波及効果の推計 

　経済波及効果を推計するため、現在、秋田県産業連関表における本市が占める割

合の算定を進めている。
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２　若者の意見聴取の結果

 

(1) 大学生を対象としたワークショップ 

ア　開催状況 

・開催日時　令和５年７月８日（土）　午後１時30分から午後４時まで 

・参加者数　21名（参加申込者24名） 

イ　内容 

　「これからをこのまちで暮らしていきたい」と希望を抱ける秋田市の姿について、

「はたらく」「くらす」「たのしむ」の３つのテーマに分かれて意見交換を行い、

グループごとに意見を取りまとめて発表した。 

ウ　主な意見・アイデア 

・大手企業や賃金の高い企業など、若者にとって魅力がある企業の誘致や、自分の

求める働き方と企業が考える働き方をマッチングできる場所を設置する。 

・仕事だけではなく、プライベートの充実も重要であり、全天候型のイベント施設

や体験型の施設などを設置する。 

・ハードだけではなく、出会いや交流イベントなどを実施するとともに、多目的な

交流スペースを設け、子育てやＡＩ・ＩＣＴリテラシー向上に向けた学習の場、

コワーキングスペースなどとして活用する。 

・勤務先やプライベートを楽しむ場までストレスフリーで移動できるよう、データ

の活用により路線バスの効率化を図り増便することや、ＡＩ・ＩＣＴを活用した

乗り合いタクシー、カーシェアリングなどの導入に取り組む。 

・目的地に到達するまでの道のりも楽しめるような仕掛けづくりを行う。 

　　 

(2) 高校生アンケート 

ア　実施状況 

・令和５年７月25日(火)から８月18日(金)まで 

・９校　参加者数301人 

イ　実施方法 

　産業振興部企業立地雇用課の就職支援関係事業と連携し、外旭川地区のまちづく

りに取り組む理由や方向性等を説明した上で、就職支援講座を受講した高校３年生

を対象にアンケートを行った。 

ウ　アンケートの設問 

・秋田市への定住意向について　　（選択式３問） 

・秋田市の魅力について　　　　　（選択式３問、記述式１問） 

・外旭川地区のまちづくりについて（選択式３問） 
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エ　アンケート結果（抜粋） 

 

秋田市への定住意向について 
　　Ｑ　今後も秋田市に住み続けたいか 

選択肢 回答数 割合
 住み続けたい 135人 45％
 市外（県外）で暮らしたい 59人 20％
 市外で暮らしたいが、いずれは秋田市に戻りたい 40人 13％
 どちらとも言えない 38人 13％
 事情が許せば住み続けたい 14人 5％
 市外（県内）で暮らしたい 9人 3％
 その他 5人 2％

合計（未回答１人） 300人 100％
 

秋田市の魅力について 
　　Ｑ　秋田市に住み続けるために必要だと思うこと（複数回答可）　 

選択肢 回答数 割合
 若者にとって魅力のあるまちづくり 231 77％
 まちのにぎわいの創出 112 37％
 雇用の場の確保 103 34％
 非正規雇用など不安定な雇用の改善や収入の増加 87 29％
 子育て支援の充実 87 29％
 豊かな自然環境など市の魅力の維持 87 29％
 市内における進学先の選択肢の充実 62 21％
 高齢者向けの福祉・介護サービスなどの充実 27 9％
 地域の絆づくりの推進 22 7％
 他者の多様性への寛容さ 19 6％
 その他 10 3％

合計（割合は、参加者数に対する割合） 847 －
 
　　Ｑ　秋田市がさらに魅力的なまちになるために必要だと思うこと（複数回答可）

選択肢 回答数 割合
 娯楽・レジャー施設 160 53％
 ブランド店などがある大型商業施設 111 37％
 観光スポットの充実 85 28％
 中心市街地の活性化 79 26％
 おしゃれなカフェやレストラン 68 23％
 バスケットボールやサッカー等のプロスポーツを楽しめる環境 67 22％
 豊かな自然を堪能できるアウトドア施設 49 16％
 公共交通の充実 47 16％
 魅力のある仕事 44 15％
 子育て環境の充実 39 13％
 伝統的な行事や祭りの継承・発展 33 11％
 集客イベントの充実 32 11％
 先端技術を活用した地域の活性化 23 8％
 様々な人との出会い 18 6％
 Wi-Fiなどの情報環境整備 18 6％
 豊かな食文化の継承・発展 14 5％
 起業・創業支援の充実 9 3％
 芸術文化の振興 3 1％
 その他 10 3％

合計（割合は、参加者数に対する割合） 909 －
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外旭川地区のまちづくりについて 

　　Ｑ　魅力を感じる観光・集客施設や機能は何か（複数回答可） 

選択肢 回答数 割合

買い物だけではなく、そこで楽しい時間を過ごすエンターテインメント性の高い商業機能 242 80％

周辺施設と一体となった集客により、にぎわいが生まれるスタジアム 133 44％

滞在型観光のための宿泊施設 113 38％

地元食材を使用した料理を提供する飲食施設 81 27％

秋田の文化が体験できる施設 71 24％

若者の起業や地元企業とのマッチングを支援する交流機能 62 21％

ＡＩやＩＣＴを活用した生活環境についての実証の場としての機能 52 17％

卸売市場と連携して地元食材の販売を行う場外市場 29 10％

次世代型農業の実践と普及・啓発を行う施設 19 6％

教育機関と連携して、複数の領域に関わる研究を行い、県民・市民の健康寿命増進に貢献する施設 14 5％

その他 8 3％

合計（割合は、参加者数に対する割合） 824 －

 

 

(3) 若者の意見聴取結果の取扱い 

　これらの結果は、モデル地区における取組を検討する際の参考とし、可能な範囲で

まちづくり基本計画に取り込むとともに、次年度以降、民間事業者が地域経済牽引事

業計画などを作成する際の参考となるよう、事業主体となる民間事業者等と情報共有

を図る。 
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　市議会

　各種意見聴取、
　まちづくり懇話会、
　パブリックコメント等

　外旭川地区まちづくり
　庁内検討委員会・分科会

　新スタジアムに関する協議
　（県・市・ＢＢ秋田等）

　地域未来投資促進法に基づく
　基本計画作成

　外旭川地区まちづくり
　基本計画策定支援業務

　アドバイザリー業務
　（法務、金融、技術面における
　　専門的な観点からの助言・支援）

　＜参考＞
　卸売市場再整備基本計画

２月

別紙

令和５年度スケジュール

項目
令和５年（2023年） 令和６年（2024年）

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ３月９月 10月 11月 12月 １月

６月定例会 ９月定例会 11月定例会 ２月定例会

11/8

第３回

懇話会

パブリック

コメント

4/25

庁内検討

委員会

分科会、アドバイザーとの意見交換会（随時開催）

※基本計画素案説明 ※基本計画案説明

当初予算案

外旭川地区まちづくり基本計画策定支援業務委託

4/1

協定締結

8/23

庁内検討

委員会

庁内検討

委員会
庁内検討

委員会

※基本計画素案 公表

検討結果を報告

卸売市場再整備基本計画策定業務委託（令和６年６月まで）

※卸売市場再整備基本計画と随時調整を行う

アドバイザリー業務委託

※まちづくり基本計画の検討状況

意見聴取結果報告
※検討状況報告

事業主体・事業計画に関する協議

意見聴取準備期間

5/11

第１回

懇話会

8/31

第２回

懇話会

1/31

第４回

懇話会

※委嘱、検討スケ

ジュール説明

※意見聴取結果、

検討状況説明

助言・支援（随時）

※基本計画素案説明

意見聴取実施

取りまとめ

助言・支援（随時） 助言・支援（随時）

※基本計画案説明

4/20

第１回

協議

5/30

第２回

協議

8/3

第３回

協議

9/7

第４回

協議

ＢＢ秋田が主体となり、令和６年１月までに

新スタジアム整備の基本計画を作成予定

7/2･4

交通量調査

10月上旬

第５回

協議

※令和６年４月、国に申請予定

4/13

県・市

打合せ

5/15

素案を

県に提出

6/28

県・市

打合せ

8/30

暫定案を

県に提出

１月

最終案を

県に提出
国や県からの指摘事項等を踏まえ、随時修正

基本計画素案

に基づく経済波及

効果の推計

基本計画案

に基づく経済波及

効果の推計
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